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第2章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

 

 
第１節 国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革 

我が国の社会を再設計し、世界に先駆けた地

球規模課題の解決や国民の安全・安心を確保す

ることにより、国民一人ひとりが多様な幸せ

（well-being）を得られる社会への変革を目指

しており、そのために行っている政府の取組を

報告する。 

 １ サイバー空間とフィジカル空間

の融合による新たな価値の創出 

第６期基本計画が目指すSociety 5.0の実現

に向け、サイバー空間とフィジカル空間を融合

し、新たな価値を創出できることを目指してい

る。具体的には質の高い多種多様なデータによ

るデジタルツインをサイバー空間に構築し、そ

れを基にＡＩを積極的に用いながらフィジカ

ル空間を変化させ、その結果をサイバー空間へ

再現するという、常に変化し続けるダイナミッ

クな好循環を生み出す社会へと変革すること

を目指すこととしている。 

➊ サイバー空間を構築するための戦略、

組織 

令和３年５月19日、「デジタル社会形成基本

法」（令和３年５月19日法律第35号）等のデジ

タル改革関連法が公布され、同年９月１日、デ

ジタル社会の形成に関する司令塔となるデジ

タル庁が発足した。 

デジタル庁では、規制・制度のデジタル原則

への適合性の点検・見直しを進め、日本社会の

本格的な構造改革を行い、デジタル化の恩恵を

国民や事業者が享受し、成長を実感できるよう、

まずは現場で人の目に頼る規制等、アナログ的

な手法を用いる規制について、高精度カメラや

赤外線センサーなどデジタル技術の活用可能性

を踏まえた規制の横断的な点検・見直しを行い、

規制の合理化に伴う新たな成長産業を創出し、

経済成長の実現を図っていくこととしている。 

また、デジタル社会の実現のため、既存の法

令等の点検・見直しに加えて、新規に制定され

る法令等についても、デジタル原則への適合性

を自律的に確認するプロセス・体制の構築を目

指している。 

また、行政の手続における手数料等について、

キャッシュレス納付が可能となるよう、令和４

年２月８日、第208回国会に「情報通信技術を

利用する方法による国の歳入等の納付に関す

る法律案」を提出し同年４月27日に可決、成立

した。 

さらに、データに関する行政機関や民間など

の各プレーヤーの行動理念を明確化するとと

もに、サイバー空間を構築し、データを活用し

た新たなビジネスや行政サービスを創出する

ことを目指すため、令和３年６月18日に「包括

的データ戦略」を策定した。 

➋ データプラットフォームの整備と利便

性の高いデータ活用サービスの提供 

内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室は、

データ活用サービスの根幹となるベース・レジ

ストリについて、土地・地図などの具体のデー

タを令和３年５月に指定した。今後、関係府省

庁と連携し、ベース・レジストリの整備を順次

実施する。 

 

また、デジタル庁は、国・地方公共団体・独

立行政法人等の関係者が効果的に協働できる

ように、特に情報システムの観点から重要な方

針である「情報システムの整備及び管理の基本

的な方針」（令和３年12月24日デジタル大臣

決定）を策定した。また、年間を通じて、予算
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要求前、要求時、執行時のプロジェクトの各段

階においてレビューを行い、レビューの結果等

を予算要求や執行に適切に反映させていくこ

ととしており、令和２年度時点での政府情報シ

ステムの運用等経費及び整備経費のうちのシ

ステム改修に係る経費計約5,400億円を、令和

７年度までに３割削減することを目指すこと

としている。 

さらに、デジタル庁は、医療、教育、防災等

の準公共分野において、デジタル化、データ連

携を推進し、ユーザに個別化したサービスを提

供するため、府省庁横断的な体制の下、それぞ

れの分野での調査・実証等の実施に向けた取組

を進めている。 

情報処理推進機構に設置しているデジタル

アーキテクチャ・デザインセンターにおいて、

日本の産業競争力の強化及び安全・安心なデー

タ流通を実現するため、異なる事業・分野間で

個別に整備されたシステムやデータをつなぐ

ための標準を含むアーキテクチャの設計に取

り組んできた。 

内閣府は、戦略的イノベーション創造プログ

ラム（ＳＩＰ1）「ビッグデータ・ＡＩを活用し

たサイバー空間基盤技術」で、分野を超えた

データ連携を実現する「分野間データ連携基盤

技術」を開発している。同技術のコネクタを分

野ごとデータ基盤に導入すると、データ提供、

検索、取得等が容易にできるようになる。本技

術を活用し、研究データ基盤システムやＳＩＰ

等で構築する分野ごとデータ基盤の連携を実

証し、分野間データ連携の仕組みの構築を目指

している。 

➌ データガバナンスルールなど信頼性

のあるデータ流通環境の構築 

デジタル庁では、データ流通を促進するため

の環境整備（情報銀行、データ取引市場等）の

現状・課題やそのルール等について、調査及び

                                                  
1  Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program 
2  https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220304_policies_data_strategy_outline_01.pdf 
 
 

検討を進めている。 

また、デジタル庁と内閣府は、ステークホル

ダーがデータ流通に対して抱く懸念・不安を払

拭し、データ流通を促進するために必要となる

データ取扱いルールを、準公共等のＰＦ（プ

ラットフォーム）に実装する際の検討の視点と

手順を示した「プラットフォームにおけるデー

タ取扱いルールの実装ガイダンス ver1.0」を

策定し、令和４年３月４日に公表した2。 

あわせて、デジタル庁では、データ社会全体

を支える本人認証やデータの真正性確保に向

けて、取引や手続に係るデジタル化の阻害要因

やトラストのニーズの実態を調査するととも

に、これらの種別に応じて必要と考えられる信

頼度（アシュアランスレベル）を整理すること

で、国際的な相互連携の観点にも留意しつつ、

適切なトラストサービスの方向性を検討して

いる。 

➍ デジタル社会に対応した次世代インフ

ラやデータ・ＡＩ利活用技術の整備・研

究開発 

１．デジタル社会に対応した次世代インフラ 

総務省は、Society 5.0におけるネットワー

ク通信量の急増、サービス要件の多様化やネッ

トワークの複雑化に対応するため、１運用単位

当たり５Tbpsを超える光伝送システムの実用

化を目指した研究開発及び人工知能を活用し

た通信ネットワーク運用の自動化等を実現す

るための研究開発を実施した。また、第５世代

移動通信システム（５Ｇ）の更なる社会実装を

念頭に、具体的な利活用シーンを想定した実証

試験や、５Ｇ基地局の低消費電力化・小型化等

を実現するための研究開発を実施した。さらに、

令和元年度から５Ｇの信頼性・エネルギー効率

等について更なる高度化を実現するための研

究開発を実施している。この他、令和２年度か

らは、地域の企業等をはじめとする様々な主体
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が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステム

を柔軟に構築できる「ローカル５Ｇ」について、

現実の利活用場面を想定した開発実証を実施

している。 

また、テラヘルツ波を用いた超高精細度映像

の非圧縮伝送が可能な無線通信基盤技術の応

用展開を目指し、超高精細度映像インター

フェース技術、ビーム制御技術及び無線信号処

理技術の研究開発を実施した。 

情報通信研究機構は、テラヘルツ波を利用し

た100Gbps級の無線通信システムの実現を目

指したデバイス技術や集積化技術、信号源や検

出器等に関する基盤技術の研究開発を行った。

また、ＩＣＴ利活用に伴う通信量及び消費電力

の急激な増大に対処するため、ネットワーク全

体の超高速化と低消費電力化を同時に実現する

光ネットワークに関する研究開発を推進した。 

経済産業省では、さらに超低遅延や多数同時

接続といった機能が強化された５Ｇ（以下「ポ

スト５Ｇ」という。）について、今後、スマー

ト工場や自動運転といった多様な産業用途へ

の活用が見込まれているため、ポスト５Ｇに対

応した情報通信システムや当該システムで用

いられる半導体等の関連技術の開発に取り組

んだ。また、産業のＩｏＴ化や電動化が進展し、

それを支える半導体関連技術の重要性が高ま

る中、我が国が保有する高水準の要素技術等を

活用し、エレクトロニクス製品のより高性能な

省エネルギー化を実現するため、次世代パワー

半導体や半導体製造装置の高度化に向けた研

究開発に着手した。さらに、総務省では、2030

年代のあらゆる産業・社会活動の基盤になると

想定される次世代の情報通信インフラBeyond 

5Gの実現に向け、令和３年３月に情報通信研

究機構に研究開発基金を設置し、企業・大学等

の研究開発を支援している。令和３年度末まで

に、同基金を活用して計47件の研究開発課題

を採択し、超高速・大容量、超低遅延、超多数

同時接続、自律性、拡張性、超安全・信頼性、

超低消費電力等のBeyond 5Gの実現に必要な

要素技術に関する研究開発を実施している。 

２．ＡＩ利活用技術の整備・研究開発 

政府においては、ＡＩを取り巻く教育改革、

研究開発、社会実装等の観点から、総合的な政

策パッケージとして「ＡＩ戦略2019」を令和

元年６月に策定し、以降年次にて戦略のフォ

ローアップを実施してきており、令和３年６月

に策定された「ＡＩ戦略2021」に基づく取組

が、関係府省の連携の下、一体的に進められて

いる。具体的には、本戦略に基づき、統合的・

統一的な情報発信や、ＡＩ研究者間の意見交換

を推進するために、産業技術総合研究所、理化

学研究所、情報通信研究機構を中核機関とした

形にて、ＡＩ研究開発に積極的に取り組む大

学・研究機関等の連携を促進する人工知能研究

開発ネットワークが設立・運営されており、令

和４年２月末日までに国内の116の大学・公的

研究機関等が参画している。このほか、本戦略

では、人工知能に関する基盤的・融合的な研究

開発の推進や、研究インフラの整備等を推進し

ている。 

関係府省庁における取組としては、総務省は、

情報通信研究機構において、脳活動分析技術を

用い、人の感性を客観的に評価するシステムの

開発を実施しており、このシステムを用いて脳

活動等に現れる無意識での価値判断等に応じ

た効率的な情報処理プロセスの開発等を実施

し、社会実装に向けた取組を実施している。ま

た、誰もが分かり合えるユニバーサルコミュニ

ケーションの実現を目指して、音声、テキスト、

センサーデータ等の膨大なデータを用いた深

層学習技術等の先端技術により、多言語翻訳、

対話システム、行動支援等の研究開発・実証を

実施している。 

文部科学省は、理化学研究所に設置した革新

知能統合研究センターにおいて、①深層学習の

原理解明や汎用的な機械学習の基盤技術の構

築、②我が国が強みを持つ分野の科学研究の加

速や我が国の社会的課題の解決のための人工

知能等の基盤技術の研究開発、③人工知能技術

の普及に伴って生じる倫理的・法的・社会的課
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題（ＥＬＳＩ1）に関する研究などを実施して

いる。令和３年度においては、「ＡＩ戦略 2019」

等に基づき、Trusted Quality ＡＩ（ＡＩの判断

根拠の理解・説明可能化）の研究開発や、新型

コロナウイルス感染症対策に関するＡＩ技術

を用いた研究開発（メディアや人流解析を通じ

た行動変容の促進・個別最適化等）などを進め

ている。このほか、科学技術振興機構において、

人工知能等の分野における若手研究者の独創

的な発想や、新たなイノベーションを切り開く

挑戦的な研究課題に対する支援（ＡＩＰ2ネッ

トワークラボ）を一体的に推進している。 

経済産業省は、平成27年５月、産業技術総合

研究所に設置した「人工知能研究センター」に

優れた研究者・技術を結集し、大学等と産業界

のハブとして目的基礎研究の成果を社会実装

につなげていく好循環を生むエコシステムの

形成に取り組んでいる。具体的には、データ・

知識融合型人工知能の先端研究、研究成果の早

期橋渡しを可能とする人工知能フレームワー

ク・先進中核モジュールのツール開発に取り組

んでいる。また、情報・人間工学領域において、

世界トップレベルの人工知能処理性能を有す

る大規模で省電力の計算システム「ＡＩ橋渡し

クラウド（ＡＢＣＩ3）」を運用するとともに、

令和２年度には、産業界等からの高い需要に応

じて処理能力の増強を進め、令和３年５月より

拡充分の一般共用を開始した。さらに、令和３

年度経済産業省「ＩｏＴ社会実現に向けた次世

代人工知能・センシング等中核技術開発」に基

づき、新エネルギー・産業技術総合開発機構で

は、人工知能を活用した遠隔環境の高度状態推

定・情報提示を可能とする革新的なリモート技

術の基盤形成に取り組む「人工知能活用による

革新的リモート技術開発」事業を開始した。加

えて、平成30年度よりエネルギー需給構造の

高度化に向けた「次世代人工知能・ロボットの

中核となるインテグレート技術開発」事業とし

                                                  
1  Ehical, Legal and Social Issues 
2  Advanced Integrated Intelligence Platform 
3  AI Bridging Cloud Infrastructure 

て、エネルギー需給の高度化に貢献するＡＩ技

術の実装加速化に向けた研究開発やＡＩ導入

を飛躍的に加速させる基盤技術開発、ものづく

り分野の設計や製造現場に蓄積されてきた「熟

練者の技・暗黙知（経験や勘）」の伝承・効率

的活用を支えるＡＩ技術開発に取り組んでい

る。 

また、経済産業省は、ＩｏＴ社会の到来によ

り増加した膨大な量の情報を効率的に活用す

るため、ネットワークのエッジ側で動作する超

低消費電力の革新的ＡＩチップに係るコン

ピューティング技術、新原理により高速化と低

消費電力化を両立する次世代コンピューティ

ング技術（脳型コンピュータ、量子コンピュー

タ等）や光エレクトロニクス技術等の開発に取

り組んだ。また、ＡＩチップ開発に必要な設計

ツールや検証装置等を備えたＡＩチップ設計

拠点を構築し、民間企業におけるＡＩチップ開

発を支援した。 

➎ デジタル社会を担う人材育成 

近年では、イノベーションが急速に進展し、

技術がめまぐるしく進化する中、第４次産業革

命やSociety 5.0の実現に向け、ＡＩ・ビッグ

データ・ＩｏＴ等の革新的な技術を社会実装に

つなげるとともに、そうした技術による産業構

造改革を促す人材を育成する必要性が高まっ

ている。 

文部科学省は、本戦略の目標である「文理を

問わず全ての大学・高専生（約50万人卒／年）

が初級レベルの能力を習得すること」、「大学・

高専生（約25万人卒／年）が自らの専門分野へ

の応用基礎力を習得すること」の実現のため、

数理・データサイエンス・ＡＩ教育の基本的考

え方、学修目標・スキルセット、教育方法など

を体系化したモデルカリキュラム（リテラシー

レベル・応用基礎レベル）を策定・活用すると

ともに、教材等の開発や、教育に活用可能な社
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会の実課題・実データの収集・整備等を通じて

全国の大学などへの普及・展開を推進している。

また、ＡＩ戦略 2019では、大学・高専におけ

る数理・データサイエンス・ＡＩ教育のうち、

優れた教育プログラムを政府が認定すること

とされており、リテラシーレベルについては、

令和３年に78件の教育プログラムを認定、応

用基礎レベルについては、令和４年度より認定

を開始する予定としている。本認定制度は、各

大学等の取組について、政府だけでなく産業界

をはじめとした社会全体として積極的に評価

する環境を醸成し、より質の高い教育を牽
けん

引
いん

し

ていくことを目指している。 

また、各分野の博士人材等について、データ

サイエンス等を活用しアカデミア・産業界を問

わず活躍できるトップクラスのエキスパート

人材を育成する研修プログラムの開発を目指

す「データ関連人材育成プログラム」を平成29

年度より実施しているほか、高度な統計学のス

キルを有する人材の育成及び統計人材育成エ

コシステムの構築を目的とした「統計エキス

パート人材育成プロジェクト」に令和３年度よ

り取り組んでいる。 

総務省は、「戦略的情報通信研究開発推進事

業（ＳＣＯＰＥ1）」において、日々新しい技術

や発想が誕生している世界的に予想のつかな

いＩＣＴ分野における、地球規模の破壊的な価

値創造を生み出すため、大いなる可能性がある

奇想天外でアンビシャスな技術課題への挑戦

を支援する「異能（inno）vation」プログラム

を実施している。 

経済産業省は、情報処理推進機構を通じて、

ＩＴを駆使してイノベーションを創出するこ

とのできる独創的なアイデアと技術を有する

とともに、これらを活用していく能力を有する

優れた個人（ＩＴクリエータ）を発掘・育成す

る「未踏ＩＴ人材発掘・育成事業」等を実施し

ている。 

                                                  
1  Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme 
2  Data Free Flow with Trust  

➏ デジタル社会の在り方に関する国際

社会への貢献 

デジタル庁は、信頼性のあるデータ流通（Ｄ

ＦＦＴ2）の実現に向け、データ流通に関する

グローバルな枠組みを構築するため、データ品

質、プライバシー、セキュリティ、インフラ等

の相互信頼やルール、標準等、国際的なデータ

流通を促進する上での課題解決に向けた方策

を実行することとしている。 

内閣府は、データ連携基盤の構築に関する取

組を通じて得られた技術的成果等を踏まえつ

つ、関係省庁との連携の下、デジタル社会の在

り方に関する国際的な議論への対応等につい

て検討している。 

総務省は、2025年日本国際博覧会（大阪・

関西万博）も見据え、「グローバルコミュニケー

ション計画2025」（令和２年３月）に基づき情

報通信研究機構の多言語翻訳技術の更なる高

度化により、ビジネスや国際会議における議論

等の場面にも対応したＡＩによる「同時通訳」

を実現するための研究開発を実施している。 

外務省及び国際協力機構は、政府開発援助事

業において開発途上国のデジタル社会構築に

資する協力を推進するべく、開発の各分野での

デジタルの利活用、その基盤となるデジタル化

を担う人材・産業の育成、サイバーセキュリ

ティの能力強化等に取り組んでいる。 

➐ 新たな政策的課題 

内閣府は、ＤＦＦＴへの対応など、関係省庁

の議論の動向を踏まえつつ、ＡＩ戦略、包括的

データ戦略などに基づく各種の取組を通じて、

国境を越えたデータ活用促進方策、官民におけ

るデジタルツイン構築の促進方針、世界の高度

人材を日本へ引き付ける方策や、社会受容を政

策へ反映する方策の検討を進めている。 
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 ２ 地球規模課題の克服に向けた社

会変革と非連続なイノベーショ

ンの推進 

2050年までに、温室効果ガスの排出を全体

としてゼロにする、2050年カーボンニュート

ラルを実現するとともに、健全で効率的な廃棄

物処理及び資源の高度な循環経済を実現に向

けた対応をすることで、グリーン産業の発展を

通じた経済成長へとつながることで経済と環

境の好循環が生み出されるような社会を目指

している。 

➊ 革新的環境イノベーション技術の研

究開発・低コスト化の促進 

１．革新的環境イノベーション戦略とグ

リーン成長戦略 

「革新的環境イノベーション戦略」等に基づ

き、有望分野に関する革新的技術の研究開発を

強化している。また、「2050年カーボンニュー

トラルに伴うグリーン成長戦略」を策定し、革

新的な技術開発に対する継続的な支援を行う

グリーンイノベーション基金事業等を活用し、

革新的技術の研究開発・実証とその社会実装を

推進している。 

２．カーボンニュートラルに向けた研究

開発の推進 

経済産業省は、二酸化炭素を資源として捉え、

これを分離・回収し、鉱物化によりコンクリー

ト等、人工光合成等により化学品、メタネー

ション1等により燃料へ再利用し、大気中への

二酸化炭素排出を抑制するカーボンリサイク

ルの技術開発を推進するため、「カーボンリサ

イクル技術ロードマップ」を令和元年６月に策

定し、令和３年７月には最新動向を踏まえ改訂

した。同ロードマップに沿って持続可能な航空

                                                  
1  二酸化炭素と水素を合成して天然ガスの主成分であるメタンを合成する技術 
2  Sustainable Aviation Fuel 
3  Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage 
4  CO2 Ultimate Reduction System for Cool Earth 50 
5  Carbon Capture and Storage 
6  Carbon dioxide Capture and Utilization 

燃料（ＳＡＦ2）や二酸化炭素を用いたコンク

リートの製造技術、バイオマス由来化学品を生

産するためのバイオ生産プロセス技術等の開

発を進めている。 

また、二酸化炭素回収・利用・貯留（ＣＣU

Ｓ3）技術の実用化を目指し、二酸化炭素大規

模発生源から分離・回収・輸送した二酸化炭素

を利用・地中（地下1,000ｍ以深）に貯留する

一連のトータルシステムの実証及びコストの

大幅低減や安全性向上に向けた技術開発を進

めている。鉄鋼製造においては、製鉄プロセス

における大幅な二酸化炭素排出削減、省エネ化

を目指し、①水素還元等プロセス技術の開発事

業（ＣＯＵＲＳＥ504）、②フェロコークス技

術の開発事業を行った。①については、水素を

用いて鉄鉱石を還元するための技術開発及び

製鉄プロセスにおける未利用排熱を用いた二

酸化炭素の分離・回収のための技術開発を行っ

た。②については、低品位原料を有効活用して

製造するコークス（フェロコークス）を用いて

鉄鉱石の還元反応を低温化・高効率化するため

の技術開発を行った。 

環境省は、石炭火力発電所の排ガスから二酸

化炭素の大半を分離・回収する場合のコスト、

発電効率の低下、環境影響等の評価に向けた日

本初となる実用規模の二酸化炭素分離・回収設

備の設計・建設や、我が国に適したＣＣＳ5の円

滑な導入手法の取りまとめ等を行っている。ま

た、国内における二酸化炭素の貯留可能な地点

の選定を目的として、経済産業省と環境省は共

同で弾性波探査等の地質調査を実施している。

さらに、平成30年度からは二酸化炭素回収・有

効利用（ＣＣＵ6）の実証事業を行っており、

人工光合成やメタネーション等といった取組

及びこれらのライフサイクルを通じた二酸化

炭素削減効果の検証・評価を行っている。 
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経済産業省は、航空分野における脱炭素化の

取組に寄与する持続可能な航空燃料（ＳＡＦ1）

の商用化に向け、ＡＴＪ2技術（触媒技術を利

用してアルコールからＳＡＦを製造）や、ガ

ス化・ＦＴ3合成技術（木材等を水素と一酸化

炭素に気化し、ガスと触媒を反応させてＳＡＦ

を製造）、カーボンリサイクルを活用した微細

藻類の培養技術を含むＨＥＦＡ4技術に係る

実証事業等を実施している。 

また、グリーンイノベーション基金／CO2等

を用いた燃料製造技術開発事業において、ＳＡ

Ｆの大量生産が可能となる技術（ＡＴＪ技術）

の支援を予定している。 

科学技術振興機構は、「戦略的創造研究推進

事業 先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ5）」

及び「未来社会創造事業『地球規模課題である

低炭素社会の実現』領域」において、バイオマ

スから化成品等を製造し、石油製品を代替する

革新的なバイオテクノロジーの研究開発を推

進している。 

理化学研究所は、石油化学製品として消費さ

れ続けている炭素等の資源を循環的に利活用

することを目指し、植物科学、ケミカルバイオ

ロジー、触媒化学、バイオマス工学等を融合し

た先導的研究を実施している。また、バイオマ

スを原料とした新材料の創成を実現するため

の革新的で一貫したバイオプロセスの確立に

必要な研究開発を実施している。 

 

 

  
気候変動の問題や海洋プラスチックごみ等による海洋汚染の問題は、今後の地球規模の課題として大きな

課題である。ムーンショット型研究開発制度の目標４「2050年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資
源循環を実現」では、持続的な資源循環の実現による地球温暖化問題の解決「Cool Earth」と、環境汚染問題
の解決「Clean Earth」による地球環境再生を目指し、温室効果ガス削減技術や、海洋環境下で無害なレベル
まで生分解するプラスチックの開発を進めている（参考１）。 
この中で「大気から二酸化炭素を直接回収」する技術Direct Air Captureは、「脱炭素の切り札」「脱炭素の

救世主」として期待され、世界各国で開発競争が激化している。空気中の二酸化炭素濃度は0.04％と非常に
低く、回収するのは容易ではない上、大量に回収し分離するためには、ばく大なエネルギーが必要である。
そこで、省エネルギーで回収する技術の開発が急務となっている。 
ムーンショット目標４のうち「温室効果ガスを回収、資源転換、無害化する技術の開発」プロジェクトでは、

「二酸化炭素を超薄い膜でつかまえる」「蜂の巣のような構造で吸い込む」「コンクリートに閉じ込める」「二
酸化炭素を吸収して資源に変える能力のある微生物を活用」などの革新的技術開発を進めている。既に、空気
が通りやすく表面積が大きい「ハニカム構造」のローターと、工場の排熱程度の低エネルギーで二酸化炭素を
回収できる新しい吸収剤アミンを開発し、回収・分離するためのエネルギーを大幅に下げる見込みを得ている。
また、34ナノメートルという驚異の薄さの膜を開発した。この膜に空気を送ることにより高効率で二酸化炭素
を集め「資源となる化合物」に変えて活用することも狙っている。「変換ユニット」と「極うす膜」をセットに
して、どこでも手軽に二酸化炭素を回収しながら資源に変えるシステムの開発を目指している。 
  

 

 

 

 

 

＜参考URL＞ 

１ 内閣府ホームページ 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ 

moonshot/index.html 

 
  

 

                                                  
1  Sustainable Aviation Fuel 
2  Alcohol To Jet 
3  Fischer-Tropsch 
4  Hydroprocessed Esters and Fatty Acids 
5  Advanced Low Carbon Technology Research and Development Program 

2-1 

  

地球温暖対策最後の切り札 Direct Air Capture 

薄さ34ナノメートルの二酸化炭素透過膜 
提供：九州大学 
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３．ムーンショットに関する取組 

ムーンショット型研究開発制度は、少子高齢

化、大規模自然災害、地球温暖化等の我が国が

抱える課題に科学技術が果敢に挑戦し将来の

成長分野を切り拓いていくために９つの目標

を設定している（第１章第２節  ➍参照）。そ

の中で、目標４においては「2050年までに、

地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を

実現」という目標を掲げ、地球環境再生のため

に持続可能な資源循環の実現による地球温暖

化問題の解決（Cool Earth）と環境汚染問題の

解決（Clean Earth）を目指している。目標５に

おいては「2050年までに、未利用の生物機能

等のフル活用により、地球規模でムリ・ムダの

ない持続的な食料供給産業を創出」という目標

を掲げ、食料生産と地球環境保全の両立を目指

している。 

４．ゼロエミッション国際共同研究セン

ターについて 

令和２年１月29日に産業技術総合研究所は

ゼロエミッション国際共同研究センターを設

置した。当該センターにおいては、国際連携の

下、再生可能エネルギー、蓄電池、水素、二酸

化炭素分離・利用、人工光合成等、革新的環境

イノベーション戦略の重要技術の基盤研究を

実施している他、クリーンエネルギー技術に関

するＧ２０各国の国立研究所等のリーダーに

よる国際会議（ＲＤ２０）や、東京湾岸ゼロエ

ミッションイノベーション協議会（ゼロエミベ

イ）の事務局を担うなど、イノベーションハブ

としての活動を推進している。 

５．農林水産業に関する取組 

農林水産省は、中長期的な視点で取り組むべ

き研究開発に加えて、農業現場の課題を科学の

力で克服していくため、明確な開発目標の下、

現場での実装を視野に入れた技術開発を推進

している。例えば、食料の安定供給や農業の生

                                                  
1  Application Programming Interface 

産性向上等を目標に、超多収性作物、不良環境

耐性作物、生涯生産性の高い牛等の作出に係る

研究を行っている。また、食料自給率の目標達

成のため、品質や加工適性等の面で画期的な特

性を有する食用作物及び飼料作物の開発や、国

産飼料の活用等による畜産物の差別化・高品質

化技術の開発に取り組んでいる。 

また、衛星測位情報や画像データ等を活用し

た農業機械の自動走行システム、野菜・果樹の

収穫ロボット化等のスマート農業技術の開発

や生産現場への導入効果を経済面から明らか

にするスマート農業実証プロジェクトを全国

182地区で展開した（令和４年３月時点）。さ

らに、実証成果の普及のため、取組内容を紹介

するパンフレットや、実証に参加した農業者や

学生の『生の声』を取りまとめた動画、令和２

年度採択地区の初年度成果を公表した。 

加えて、「福島イノベーション・コースト構

想」の実現に向け、ＩＣＴやロボット技術など

を活用した農林水産分野の先端技術の開発を

行うとともに、現場が新たに直面している課題

の解消に資する現地実証や社会実装に向けた

取組を推進した。 

スマート農業の社会実装を加速化するため、

これまでの現場での課題を踏まえ、スマート農

業推進総合パッケージ（令和２年10月策定、令

和３年２月改訂）として施策の方向性を取りま

とめた。 

この総合パッケージに基づき、実証の着実な

実施や成果の普及、農作業受託や農業機械の

シェアリング等を行う農業支援サービスの育

成、農業現場への実装に際して安全上の課題解

決が必要なロボット技術の安全性の検証や

ルール作りを進めた。 

また、農業現場におけるデータ活用の促進に

向けて関係省庁とも連携して農業情報の標準

化や農業機械等のデータ連携を図るオープン

ＡＰＩ1の整備に向けた検討に取り組み、令和

３年２月に、農機メーカーやＩＣＴベンダー等

2 
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の事業者の対応指針を「農業分野におけるオー

プンＡＰＩ整備に関するガイドライン」として

策定した。 

このほか、様々なデータの連携・提供が可能

なデータプラットフォーム「農業データ連携基

盤（ＷＡＧＲＩ）」を活用した農業者向けのＩ

ＣＴサービスが展開されているほか、農業生産

のみならず流通・加工・消費・輸出までをデー

タでつなぎ、フードチェーンの最適化を目指す

「スマートフードチェーン」の研究開発を進め

ている。 

また、ＳＤＧｓや環境を重視する国内外の動

きが加速する中、我が国として持続可能な食料

供給システムを構築し、国内外を主導していく

ことが急務となっている。このため、農林水産

省では、令和３年５月に、我が国の食料・農林

水産業の生産力向上と持続性の両立をイノ

ベーションで実現する「みどりの食料システム

戦略」を策定し、実現に向けて生産者、事業者、

消費者等の関係者が戦略の基本理念を共有す

るとともに、環境負荷低減につながる技術開発、

地域ぐるみの活動を促進するため、「環境と調

和のとれた食料システムの確立のための環境

負荷低減事業活動の促進等に関する法律案（通

称 みどりの食料システム法案）」を第208回

国会に提出した。 

土木研究所は、食料供給力強化に貢献する積

雪寒冷地の農業生産基盤の整備・保全管理に関

する研究、食料供給力強化に貢献する寒冷海域

の水産基盤の整備・保全に関する研究を実施し

ている。 

農林水産省は、農林水産分野における気候変

動緩和技術として、令和２年度からバイオ炭や

ブルーカーボン、木質バイオマスのマテリアル

利用による炭素吸収源対策技術の開発に取り

組んでいるほか、水田・畑作・園芸施設等の現

場における温室効果ガス排出削減と生産性向

上を両立する気候変動緩和技術の実装スケー

ルでの開発、炭素貯留能力に優れた造林樹種の

育種期間を大幅に短縮する技術の開発を新た

に開始している。また、牛の消化管内発酵由来

メタン排出削減技術等の開発や、ＢＮＩ1強化

作物の開発や利用、ＡＷＤ2の実用化などの国

際連携を通じた農業分野における温室効果ガ

ス排出削減技術の開発等を推進している。 

さらに、気候変動適応技術として、流木災害

防止・被害軽減技術、病害虫や侵略的外来種の

管理技術の開発に取り組んでいる。 

農林水産省は、民間企業等における海外の有

用な植物遺伝資源を用いた新品種開発を支援

するため、特にアジア地域の各国との２国間共

同研究を推進し、海外植物遺伝資源の調査・収

集及びその評価を行っている。また、農業・食

品産業技術総合研究機構は、農業生物資源ジー

ンバンク事業として、農業に係る生物遺伝資源

の収集・保存・評価・提供を行っている。 

文部科学省は、我が国で日常摂取される食品

の成分を収載した「日本食品標準成分表」を公

表している。日本食品標準成分表の充実・利活

用を含めた在り方等の検討を目標として、現代

型の食生活に対応した質の高い情報の集積が

求められていることを踏まえた食品成分分析

等の調査を行った。 

 

  

                                                  
1  生物的硝化抑制 
2  間断かんがい技術 
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農業・食品産業技術総合研究機構は、乳用牛の胃から、メタンの発生抑制が期待できる新種の細菌を発見

した。 

令和３年11月の国連気候変動枠組条約第26回締約国会議（ＣＯＰ26）において、世界全体のメタン排出量

を2030年までに2020年比30％削減することを目標とするグローバル・メタン・プレッジが発足し、100か国

以上が参加を表明するなど、温室効果ガスであるメタンの排出削減は国際的に重要な課題になっている。 

特に、牛などの反すう動物のげっぷにはメタンが含まれており、牛１頭から１日当たり200～600リットル

のメタンがげっぷとして放出されている。年間に換算するとその量は全世界で約20億トン（二酸化炭素換算）

と推定され、これは全世界で発生している温室効果ガスの約４％（二酸化炭素換算）を占めると考えられて

いる。 

このような中、新たな細菌は乳用牛の第一胃で発見された。第一胃では微生物の働きで飼料が分解・発酵

され、メタンやプロピオン酸が生成されている。プロピオン酸は牛のエネルギー源として利用される物質で、

第一胃においてプロピオン酸が多く作られると、メタンは逆に作られにくくなることが分かっている。この

新たな細菌は、プロピオン酸の元となる物質を、今までに知られていた細菌より多く作る特徴があることか

ら、メタンの発生抑制が期待できることが分かった。 

今後、研究が進み、第一胃でエネルギー源のプロピオン酸を多く生成できるようになれば、乳用牛をはじ

めとした反すう動物からのメタン発生の削減やエネルギー効率を高めることによる生産性の向上への貢献も

期待されている。 

 

 
  

 

６．社会インフラ設備の省エネ化・ゼロエ

ミッション化に向けた取組 

国土交通省は、技術のトップランナーを中核

とした海事産業の集約・連携強化を図るため、

次世代船舶（ゼロエミッション船等）の技術開

発支援を行うとともに、環境省と連携し、ＬＮ

Ｇ燃料システム及び最新の省CO2機器を組み合

わせた先進的な航行システムの普及を図るた

めのＬＮＧ燃料船の導入促進事業を行った。 

海上・港湾・航空技術研究所は、船舶からの

二酸化炭素排出量の大幅削減に向け、ゼロエ

ミッションを目指した環境インパクトの大幅

な低減と社会合理性を兼ね備えた環境規制の

実現に資する基盤的技術に関する研究を行っ

ている。 

また、国内外に広く適用可能なブルーカーボ

ンの計測手法を確立することを目的に、大気と

海水間のガス交換速度や海水と底生系間の炭

素フロー等の定量化など、沿岸域における現地

調査や実験を推進している。 

土木研究所は、下水道施設を核とした資源・

エネルギー有効利用に関する研究を実施して

いる。 

国土技術政策総合研究所は、温室効果ガス排

牛の第一胃内発酵の概略図 
提供：農業・食品産業技術総合研究機構 

2-2 

  

乳用牛の胃から、メタンの発生抑制が期待される新種の細菌を発見 
- 牛のげっぷ由来のメタン排出削減への貢献に期待 - 
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出を抑制しエネルギー・資源を回収する下水処

理技術に関する研究を行っている。 

海上・港湾・航空技術研究所は、海中での施

工、洋上基地と海底の輸送・通信等に係る研究

開発、海洋資源・エネルギー開発に係る基盤的

技術の基礎となる海洋構造物の安全性評価手

法及び環境負荷軽減手法の開発・高度化に関す

る研究を行っている。 

７．地球環境の観測技術の開発と継続的観測 

（１）地球観測等の推進 

気候変動の状況等を把握するため、世界中で

様々な地球観測が実施されている。気候変動問

題の解決に向けた全世界的な取組を一層効果

的なものとするためには、国際的な連携により、

観測データ及び科学的知見への各国・機関への

アクセスを容易にするシステムが重要である。

「全球地球観測システム（ＧＥＯＳＳ1）」は、

このような複数のシステムから構成される国

際的なシステムであり、その構築を推進する国

際的な枠組みとして、地球観測に関する政府間

会合（ＧＥＯ2）が設立され、2022年（令和４

年）３月時点で253の国及び国際機関等が参加

している。我が国はＧＥＯの執行委員国の１つ

として主導的な役割を果たしている。 

環境省は、環境研究総合推進費における戦略

的研究課題の１つとして、我が国の気候変動適

応を支援する影響予測・適応評価に関する最新

の科学的情報の創出を目的とする「気候変動影

響予測・適応評価の総合的研究（S-18）」を実

施している。これらの戦略的研究をはじめとし

て、気候変動及びその影響の観測・監視並びに

予測・評価及びその対策に関する研究を環境研

究総合推進費等により総合的に推進している。 

                                                  
1  Global Earth Observation System of Systems 
2  Group on Earth Observations 
3  Global Change Observation Mission-Climate 
4  Global Change Observation Mission-Water 
5  Advanced Land Observing Satellite - 2 
6  Advanced Land Observing Satellite - 3 
7  Advanced Land Observing Satellite - 4 
8  Greenhouse gases Observing SATellite 

（２）人工衛星等による観測 

宇宙航空研究開発機構は、気候変動観測衛星

「しきさい」（ＧＣＯＭ－Ｃ3）、水循環変動観

測衛星「しずく」（ＧＣＯＭ－Ｗ4）、陸域観測

技術衛星２号「だいち２号」（ＡＬＯＳ－２5）

等の運用及び先進光学衛星（ＡＬＯＳ－３6）

や先進レーダ衛星（ＡＬＯＳ－４7）等の研究

開発などを行い、人工衛星を活用した地球観測

の推進に取り組んでいる（第２章第１節  ➎

参照）。 

環境省は、気候変動とその影響の解明に役立

てるため、関係府省庁及び国内外の関係機関と

連携して、温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」

（ＧＯＳＡＴ8）や「いぶき２号」（ＧＯＳＡＴ

－２）による全球の二酸化炭素及びメタン等の

観測技術の開発及び観測に加え、航空機・船舶・

地上からの観測を継続的に実施している。ＧＯ

ＳＡＴは、気候変動対策の一層の推進に貢献す

ることを目指して、二酸化炭素及びメタンの全

球の濃度分布、月別及び地域別の排出・吸収量

の推定を実現するとともに、平成21年の観測

開始から二酸化炭素及びメタンの濃度がそれ

ぞれ季節変動を経ながら年々上昇し続けてい

る傾向を明らかにするなどの成果を上げてい

る。また、人間活動により発生した温室効果ガ

スの排出源と排出量を特定できる可能性を示し

た。後継機であるＧＯＳＡＴ－２はＧＯＳＡＴ

の観測対象である二酸化炭素やメタンの観測

精度を高めるとともに、新たに一酸化炭素を観

測対象として追加した。二酸化炭素は、工業活

動や燃料消費等の人間活動だけでなく、森林や

生物の活動によっても排出されている。一方、

一酸化炭素は、人間の活動から排出されるもの

の、森林や生物活動からは排出されない（自然

火災を除く。）。二酸化炭素と一酸化炭素を組み

合わせて観測して解析することにより、「人為

3 
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起源」の二酸化炭素の排出量の推定を目指して

いる。ＧＯＳＡＴ－２は、平成30年10月に打

ち上げられ、ＧＯＳＡＴのミッションである全

球の温室効果ガス濃度の観測を継承するほか、

人為起源排出源の特定と排出量推計精度を向

上するための新たな機能により、各国のパリ協

定に基づく排出量報告の透明性向上への貢献

を目指している。なお、令和元年度から水循環

観測と温室効果ガス観測のミッションの継続

と観測能力の更なる強化を目指してＧＣＯＭ

－Ｗの後継センサ高性能マイクロ波放射計３

（ＡＭＳＲ３1）とＧＯＳＡＴ－２の後継セン

サ温室効果ガス観測センサ３型（ＴＡＮＳＯ－

32）を相乗り搭載する「温室効果ガス・水循環

観測技術衛星」（ＧＯＳＡＴ－ＧＷ3）の開発を

進めている。 

また、パリ協定に基づく世界各国が実施する

気候変動対策の透明性向上に貢献するために、

ＧＯＳＡＴシリーズの観測データによる排出

量推計技術等の国際標準化に向けた海外での

検証と展開を推進している。環境省では、平成

30年度より、モンゴル国政府の協力の下で本

技術の高度化に取組み、ＧＯＳＡＴ観測データ

から推計した二酸化炭素の排出量が、統計デー

タ等からモンゴル国が算出した排出量の算定

値と概ね一致するまで技術を高めることに成

功した。さらに、令和３年度よりモンゴル国以

外の各国への展開を推進している。 

（３）地上・海洋観測等 

近年、北極域の海氷の減少、世界的な海水温

の上昇や海洋酸性化の進行、プラスチックごみ

による海洋の汚染など、海洋環境が急速に変化

している。海洋環境の変化を理解し、海洋や海

洋資源の保全・持続可能な利用、地球環境変動

の解明を実現するため、海洋研究開発機構は、

                                                  
1  Advanced Microwave Scanning Radiometer 3 
2  Total Anthropogenic and Natural emissions mapping SpectrOmeter-3 
3  Global Observing SATellite for Greenhouse gases and Water cycle 
4  全世界の海洋を常時観測するため、日本、米国等30以上の国や世界気象機関（ＷＭＯ：World Meterological Organization）、ユネスコ政

府間海洋学委員会（ＩＯＣ：Intergovernmental Oceanographic Commission）等の国際機関が参加する国際プロジェクト 
5  Arctic Challenge for Sustainability 
6  Arctic Challenge for Sustainability Ⅱ 

漂流フロート、係留ブイや船舶による観測等を

組み合わせ、統合的な海洋の観測網の構築を推

進している。 

海洋研究開発機構と気象庁は、文部科学省等

の関係機関と連携し、世界の海洋内部の詳細な

変化を把握し、気候変動予測の精度向上につな

げる高度海洋監視システム（アルゴ計画4）に

参画している。アルゴ計画は、アルゴフロート

を全世界の海洋に展開することによって、常時

全海洋を観測するシステムを構築するもので

ある。 

文部科学省は、地球環境変動を顕著に捉える

ことが可能な南極地域及び北極域における研

究諸分野の調査・観測等を推進している。「南

極地域観測事業」では、南極地域観測第Ⅸ期６

か年計画（平成28年度～令和３年度）に基づき、

南極地域における調査・観測等を実施している。 

北極域は、様々なメカニズムにより温暖化が

最も顕著に進行している場所として知られて

いる。一方で、夏季海氷融解により、我が国を

含め様々な利用可能性が期待されている。これ

ら全球的な気候変動への対応や北極域の持続

的利用への貢献の両面において、基盤となる科

学的知見の充実は不可欠である。 

このため、令和２年度より北極域研究推進プ

ロジェクト（ＡｒＣＳ5）の後継事業として「北

極域研究加速プロジェクト（ＡｒＣＳⅡ6）」を

実施している。持続可能な社会の実現を目的と

して、北極の急激な環境変化が我が国を含む人

間社会に与える影響を評価し、研究成果の社会

実装を目指すとともに、北極における国際的な

ルール形成のための法政策的な対応の基礎と

なる科学的知見を国内外のステークホルダー

に提供するため、国際共同研究等の取組を実施

している。 

また、ＡｒＣＳⅡの下、令和３年度（2021
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年度）は、海洋地球研究船「みらい」により、

特に劇的な環境変化の最中にある太平洋側北

極海の観測を実施した。 

さらに、令和３年度は、観測空白域となって

いる海氷域の観測が可能な観測・研究プラット

フォームである北極域研究船の建造を開始し

た。 

気象庁は、大気や海洋の温室効果ガス、エア

ロゾルや地上放射、オゾン層・紫外線の観測や

解析を実施しているほか、船舶、アルゴフロー

トや衛星等による様々な観測データを収集・分

析し、地球環境に関連した海洋変動の現状と今

後の見通し等を「海洋の健康診断表」として取

りまとめ、情報発信を行っている。また、温室

効果ガスの状況を把握するため、国内の３観測

地点及び南極昭和基地において大気中の温室

効果ガスの観測を行っているほか、海洋気象観

測船による北西太平洋の洋上大気や海水中の

温室効果ガスの観測及び航空機による上空の

温室効果ガスの観測を行っている。これらを含

めた地球温暖化に関する観測データは解析結

果と共に公開している。さらに、国内の３観測

地点及び南極昭和基地でオゾン層・紫外線の観

測を行っている。 
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本白書では、イノベーションの事例が多数紹介されていますが、イノベーションを生み出すような研究の

第一歩の多くは、正確な実験や観測・計測を行ってデータを取ることです。データが正確で多い、つまり「リッ

チ」であるほど、論文や数理モデルの質が高まると言えるでしょう。 

そのデータを取るためには、実験室などで実験を行うこともあれば、野外などいわゆるフィールドに出て

の観測・計測もあります。ここでは、容易にアクセスしがたい過酷な自然環境下にある両極域での観測とそ

の成果の一例を紹介します。 

 

（事例１：南極の氷河減少の仕組みの解明） 

南極大陸の東経116度付近に位置するトッテン氷河の流域には、融解した場合に全球の海水面を３～４ｍ

上昇させる量に相当する氷床が存在していますが、近年、この地域の氷床の融解が進んでいることが報告さ

れています。過去の観測により、沖合を起源とする暖かい水が氷河の前面に分布することは分かっていまし

たが、そもそもこの暖かい水がどのように沖合からトッテン氷河の方向へと運ばれるかについてはこれまで

不明でした。 

水産庁漁業調査船「開洋丸」の第10次南極海調査（平成30年12月～平成31年２月）、及び、第61次南極地

域観測隊（令和元年11月～令和２年３月）における南極観測船「しらせ」での航海において、トッテン氷河

沖合の広域で海洋観測を実施し、水温・塩分・溶存酸素などの鉛直プロファイルデータを取得しました。両

航海で得られたデータと、衛星による観測データを統合して解析を行いました。 

その結果、大陸斜面に沿った水温の分布を見ると、特に暖かい水は複数の巨大な定在渦の東側（南下流域）

に分布していました。このことは、これらの定在渦によって沖合の暖かい水が効率的に大陸方向へ運ばれて

いることを示すものです。 

複数の船舶によって広範囲における大規模なデータを取得できたことにより、初めて全体像を明らかにす

ることができた研究成果であり、周辺海洋による氷河の融解プロセスの包括的な理解につながると期待され

ます。 
 

  
これは極域での観測や研究成果のほんの一例です。このほかにも例えば皆さんがよく御存じのオゾンホー

ルの発見なども南極地域観測の成果です（二次元コード１）。 

観測において質の高いデータを取るためには、極域での観測に耐え得る観測装置の用意や、研究者や機材

等の物資の現地への輸送も必要であり、これらは多くの関係者の協力・工夫により実現しています。また、

人間社会でもある北極域での活動には、現地に居住する人々の協力も不可欠です。 

さらに近年、地球科学の分野でもビッグデータを活用したいわゆるデータ駆動型の研究が活発に行われて

います。このような研究を行うには、取得したデータを活用しやすいように整理して公開することも大変重

要です。 
  

東南極のトッテン氷河末端域。左側の青い部分は海 

https://www.mri-jma.go.jp/ 

Research/explanation/ozonhole.html 

二次元コード１：オゾンホールの発見 

2-3 

  

リッチなデータが質の高い研究成果創出の第一歩！ 
～極域における観測と成果～ 

https://www.mri-jma.go.jp/Research/explanation/ozonhole.html
https://www.mri-jma.go.jp/Research/explanation/ozonhole.html
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（事例２：北極海氷データを活用した多方面への支援） 

北極海の夏の海氷面積はおよそこの45年で半減し、2012（平成24）年９月には、海氷面積が過去最小になっ

たことが記録されるなど、北極海は温暖化の影響が最も顕著に現れている地域です。また、2013（平成25）

年に公表された、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ1）の第５次評価報告書によれば、早ければ2050

（令和32）年ごろに夏の海氷がほとんど消失するという予測もなされています。 

国立極地研究所では、昭和53年以降、宇宙航空研究開発機構（JAXA2）の衛星から得られたデータを蓄積

しており、平成26年からは、「準リアルタイム極域環境監視モニター（ＶＩＳＨＯＰ3）」として公開していま

す（二次元コード２）。ＶＩＳＨＯＰは、極域の衛星データをブラウザ上で準リアルタイムに表示する可視化

サービスで、極域の状態を素早く配信することを目的に開発されています。衛星から送られてきたデータを

もとに、海氷や海水面温度、積雪深、雲の動きのような多くの分野で参照される情報を自動的に可視化して

おり、Webサイトにアクセスするだけでアニメーションによるダイナミックな動きを参照でき、研究者、気

象関連の企業関係者、大学や高校の授業など、広く活用されています。 

北極海の海氷面積は、近年、地球温暖化の指標としても重要な役割を果たしています。2009（平成21）年

に公表されたＩＰＣＣの第４次評価報告書では、北極海の海氷面積が全球予測モデルによる予測を超えて減

少していることが明らかになったため、海氷域面積の予測精度を向上させるための全球予測モデルの改良を

進めています。国立極地研究所では、地球温暖化によって海氷がどのように変動するかを正確に理解するだ

けではなく、地球温暖化の全球への影響評価や対応策の検討にも貢献しています。 

 

 
  

 

（４）スーパーコンピュータ等を活用した

気候変動の予測技術等の高度化 

文部科学省は、「統合的気候モデル高度化研

究プログラム」において、地球シミュレータ等

のスーパーコンピュータを活用し、気候モデル

等の開発を通じて気候変動の予測技術等を高

度化することによって、気候変動対策に必要と

なる基盤的情報を創出するための研究開発を

実施している。この成果が、2021年（令和３

年）８月に公表された「気候変動に関する政府

間パネル（ＩＰＣＣ）」の第６次評価報告書第

１作業部会報告書において、数多く引用される

など、国際的な貢献も果たしている。 

                                                  
1  Intergovernmental Panel on Climate Change 
2  Japan Aerospace Exploration Agency 
3  VIsualization Service of Horizontal scale Observations at Polar region 
4  Data Integration and Analysis System 

また、「地球環境データ統合・解析プラット

フォーム事業」において、地球環境データを蓄

積・統合解析する「データ統合・解析システム

（ＤＩＡＳ4）」を活用し、地球環境ビッグデー

タを利活用した気候変動、防災等の地球規模課

題の解決に貢献する研究開発を推進している。 

気象研究所は、エアロゾルが雲に与える効果、

オゾンの変化や炭素循環なども表現できる温

暖化予測地球システムモデルを構築し、気候変

動に関する10年程度の近未来予測及びＩＰＣ

Ｃの排出シナリオに基づく長期予測を行って

いる。また、我が国特有の局地的な現象を表現

できる分解能を持った精
せい

緻
ち

な雲解像地域気候

海氷面積過去最少時の北極域の海氷状況 

（2012年９月14日） 

二次元コード２：ＶＩＳＨＯＰ 

https://ads.nipr.ac.jp/vishop/#/monitor 

準リアルタイム極域環境監視モニターＶＩＳＨＯＰ 
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モデルを開発して、領域温暖化予測を行ってい

る。 

海洋研究開発機構は、大型計算機システムを

駆使した最先端の予測モデルやシミュレー

ション技術の開発により、地球規模の環境変動

が我が国に及ぼす影響を把握するとともに、気

候変動問題の解決に海洋分野から貢献してい

る。 

 

 

  

新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延
まんえん

を抑えるため、2020年（令和２年）は世界各国でロックダウンな

どの対策が講じられました。その結果、リーマン・ショック時を超える規模で世界的に社会経済活動が低下

し、温室効果ガスや大気汚染物質の排出量も減少しました。この現象に着目して、各物質の「排出量変化」と

「大気中濃度の応答」の対応関係や、それらが引き起こす「気候・健康影響」の変化を評価することは、カー

ボンニュートラルや大気質改善へ向けての今後の政策検討に極めて有効です。国内では海洋研究開発機構、

気象研究所、国立環境研究所等の研究者が集中的に解析を行っています。 

温暖化を促す二酸化炭素の排出量は、化石燃料消費量の変化から、前年比７％の減少と見積もられました

が、世界規模での大気中濃度は実際には上昇を続けました。コロナ以前の60年間の平均では、毎年の二酸化

炭素排出のうち約56％が植生や海洋に吸収され、残りの44％が大気中に蓄積されるとの分配が続いていまし

た（気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第６次評価報告書）。これを踏まえると、二酸化炭素排出量

が前年比７％の減少となったとしても、大気中への新たな蓄積を大きく抑制するほどの影響ではなかったと

いえます。このことは、2050年カーボンニュートラルを目指す際に、いかに大きな社会変容が必要であるか

を、改めて浮き彫りにしました。 

インドや中国では空気中のエアロゾル粒子（PM2.5など）による大気汚染が収まり、青空も戻ったと報告さ

れました。このことは、野外大気汚染による世界の早期死亡者数（約400万人/年）を減少させる効果があっ

たと考えられます。その反面、気候影響の観点では、エアロゾル粒子の主成分である硫酸エアロゾルが持つ、

太陽光を跳ね返す「日傘効果」が薄れ、逆に昇温傾向となることも指摘されました。健康を守る観点で大気

汚染対策を進めることは必要ですが、副作用として温暖化が促されてしまうため、大気汚染対策とともに、

その寄与を打ち消すほどに十分な温暖化物質の削減が求められるといえます。 
  

 
  

ロックダウンに伴う(a)窒素酸化物排出量の削減量、(b)全球対流圏オゾン総量の削減量 
提供：海洋研究開発機構/NASAジェット推進研究所 

2-4 

  

コロナ禍が地球環境にもたらした影響を探る 
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一方で、大気汚染を引き起こす物質のうち、オゾンやすす（ブラックカーボン、ＢＣ）粒子は、削減に成功

すれば健康影響と温暖化の両方を和らげる「一石二鳥」の効果をもたらします。オゾンの原料物質である窒

素酸化物の人為的な総排出量は、2020年２月中旬までに中国では最大36％減少、2020年４～５月には世界全

体で15％以上減少し、オゾンも全球で２％減少したと見積もられました。窒素酸化物の主成分である二酸化

窒素濃度については、最新の人工衛星により、世界的な分布の１日ごとの変化や都市ごとの変化を観測する

ことができるようになりました。この衛星による観測結果は、先に述べた排出量減少の推定の根拠となった

ほか、ロックダウン前後を比べた画像は報道でも多く取り上げられました。季節風により中国から西日本へ

飛来するＢＣ粒子濃度をコロナ前後で比較した研究では、平時と比べた2020年の排出減少幅がピーク時でも

18％減と比較的小さいことが明らかになりました。ロックダウン時にも排出レベルが維持されたことから、

中国での主な排出部門は産業・交通ではなく、家庭であると解釈されました。これにより、効果的な排出削

減対象を絞り込むことができたといえます。 

以上のように、現実の濃度変化を迅速に把握する観測システムを基に、物質ごとに異なる排出量変化幅と

気候・健康影響とを結び付けて精度良く評価する仕組みが開発されつつあり、コロナ時期の評価結果を科学

的エビデンスとして社会政策に活用していくべきだと考えられます。 

 

 
  

➋ 多様なエネルギー源の活用等のため

の研究開発・実証等の推進 

政府は、令和３年10月にエネルギー基本計

画を閣議決定した。その中で、2050年カーボ

ンニュートラルの実現に向け、「産業・業務・

家庭・運輸・電力部門のあらゆる経済活動に共

通して、様々なイノベーションに挑戦・具現化

し、新たな脱炭素技術の社会実装を進めていく

ことが求められる」としており、技術開発・イ

ノベーションの重要性について明記している。

また、2050年カーボンニュートラルの実現を

目指す中であっても、安全の確保を大前提に、

安定的で安価なエネルギー供給を確保してい

くことが重要であり、そのため、再エネ、原子

                                                  
1  ペロブスカイトと呼ばれる結晶構造を持つ物質を使った我が国発の太陽電池。塗布や印刷などの簡易なプロセスが適用できるため、製造コ

ストの大幅低減が期待されている。 

力、水素、ＣＣＵＳなどあらゆる選択肢を追求

していくこととしている。 

１．太陽光発電システムに係る発電技術 

経済産業省は、薄型軽量のため設置制約を克

服できるペロブスカイト太陽電池1等の革新

的な新構造太陽電池の実用化へ向けた要素技

術、太陽光発電システム全体の効率向上を図る

ための周辺機器高機能化や維持管理技術、低コ

ストリサイクル技術の開発を行っている。 

科学技術振興機構は、「戦略的創造研究推進

事業 先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）」及

び「未来社会創造事業『地球規模課題である低

炭素社会の実現』領域」において、温室効果ガ

Sentinel-5p衛星によって計測された、中国上空の二酸化窒素対流圏カラム

濃度。ロックダウンの影響が強かった2020年２月（中央）の計測値を

2019年２月（左）、2021年２月（右）と比較 
提供：欧州宇宙機関（CC BY-SA 3.0 IGO） 
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ス削減に大きな可能性を有し、かつ従来技術の

延長線上にない革新的技術の研究開発を競争

的環境下で推進しており、その中で革新的な太

陽光利用に係る研究開発を推進している。 

２．浮体式洋上風力発電システムに係る発

電技術 

経済産業省は、浮体式洋上風力発電システム

の導入拡大に向け、福島県沖における複数基に

よる実証事業を行い、浮体式特有の安全性・信

頼性・経済性を検証した。また、浮体式洋上風

力発電システム技術の確立を目指した北九州

市沖での新技術を活用した実証事業等を進め

ている。 

環境省は、我が国で初となる２ＭＷ（メガ

ワット）浮体式洋上風力発電機の開発・実証を

行い、関連技術等を確立した。本技術開発・実

証の成果として、平成28年より国内初の洋上

風力発電の商用運転が開始されており、風車周

辺に新たな漁場が形成されるなどの副次効果

も生じている。また、浮体式洋上風力発電の本

格的な普及拡大に向け、低炭素化・高効率化す

る新たな施工手法等の確立を目指す取組を

行った。令和３年度は、前年度に引き続き脱炭

素化ビジネスが促進されるよう、新たに浮体式

洋上風力発電の早期普及に貢献するための情

報の整理や、地域が浮体式洋上風力発電による

エネルギーの地産地消を目指すに当たって必

要な各種調査、当該地域における事業性・二酸

化炭素削減効果の見通しなどの検討を行った。 

国土交通省は、浮体式洋上風力発電施設のコ

スト低減に向けて、平成30年度より安全性を

確保しつつ浮体構造や設置方法の簡素化等を

実現するための設計・安全評価手法を検討して

いるところ、令和３年度は遠隔検査及びモニタ

リングについて実態調査や実現可能性の検討

を行った。 

                                                  
1  Integrated Coal Gasification Fuel Cell Combined Cycle 
2  Carbon dioxide Capture and Utilization/Carbon Recycling 

３．地熱発電に係る技術開発 

経済産業省は、地熱発電について、資源探査

の段階における高いリスクやコスト、発電段階

における運転の効率化や出力の安定化といっ

た課題を解決するため、探査精度と掘削速度を

向上する技術開発や、開発・運転を効率化、出

力を安定化する技術開発を行っている。また、

発電能力が高く開発が期待されている次世代

の地熱発電（超臨界地熱発電）に関する詳細事

前検討を行っている。 

４．高効率石炭火力発電及び二酸化炭素の

分離回収・有効利用技術開発 

経済産業省は、脱炭素化を見据えた次世代の

高効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃

料電池複合発電（ＩＧＦＣ1）等の技術開発を

実施している。また、火力発電から発生する二

酸化炭素の効率的な分離回収・有効利用（ＣＣ

Ｕ/カーボンリサイクル2）技術の開発を行っ

ている。 

５．その他技術開発 

経済産業省は、国内製油所のグリーン化に向

けて、重質油の組成を分子レベルで解明し反応

シミュレーションモデル等を組み合わせたペ

トロリオミクス技術を活用して、重質油等の成

分と反応性を事前に評価することにより、二次

装置の稼働を適切に組み合わせ、製油所装置群

の非効率な操業を抑制し、二酸化炭素排出量の

削減に寄与する革新的な石油精製技術の開発

等を進めている。 

６．原子力に関する研究開発等 

（１）原子力利用に係る安全性・核セキュ 

リティ向上技術 

経済産業省は、「原子力の安全性向上に資す

る技術開発事業」により、東京電力ホールディ

ングス株式会社福島第一原子力発電所の事故
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で得られた教訓を踏まえ、原子力発電所の包括

的なリスク評価手法の高度化等、更なる安全対

策高度化に資する技術開発及び基盤整備を

行っている。また、我が国は、国際原子力機関

（ＩＡＥＡ1）、米国等と協力し、核不拡散及び

核セキュリティに関する技術開発や人材育成

における国際協力を先導している。日本原子力

研究開発機構は「核不拡散・核セキュリティ総

合支援センター」を設立し、核不拡散及び核セ

キュリティに関する研修等を行うとともに、Ｉ

ＡＥＡとの核セキュリティ分野における人材

育成に係る取決めに基づき、研修カリキュラム

の共同開発、講師の相互派遣、人材育成に関す

る情報交換等を行っている。また、中性子を利

用した核燃料物質の非破壊測定、不法な取引に

よる核物質の起源が特定可能な核鑑識の技術

開発等を行うとともに、包括的核実験禁止条約

機関（ＣＴＢＴＯ2）との希ガス観測プロジェ

クトに基づく幌延
ほろのべ

及びむつでの観測を通して

核実験検知能力の向上に貢献している。 

（２）原子力基礎・基盤研究開発 

文部科学省は、原子力研究開発・基盤・人材

作業部会において、原子力利用の安全性・信頼

性・効率性を抜本的に高める新技術等の開発や、

産学官の垣根を超えた人材・技術・産業基盤の

強化に向けた研究開発・基盤整備・人材育成等

の課題について、総合的に検討を行った。この

検討結果を踏まえ、「原子力システム研究開発

事業」では、原子力イノベーション創出につな

がる新たな知見の獲得や課題解決を目指し、将

来の社会実装に向けて取り組むべき戦略的な

テーマを設定し、経済産業省と連携して我が国

の原子力技術を支える戦略的な基礎・基盤研究

を推進した。 

日本原子力研究開発機構は、核工学・炉工学、

燃料・材料工学、原子力化学、環境・放射線科

学、分離変換技術開発、計算科学技術、先端原

                                                  
1  International Atomic Energy Agency 
2  Preparatory Commission for the Comprehensive Nuclear-Test-Ban Treaty Organization 
3  Advanced Nuclear Education Consortium for the Future Society 

子力科学等の基礎・基盤研究を行っている。ま

た、発電、水素製造など多様な産業利用が見込

まれ、固有の安全性を有する高温ガス炉につい

て、安全性の高度化、原子力利用の多様化に資

する研究開発等を推進した。 

（３）革新的な原子力技術の開発 

原子力は実用段階にある脱炭素化の選択肢

であり、安全性等の向上に加え、多様な社会的

要請に応える原子力技術のイノベーションを

促進することが重要である。経済産業省は令和

元年度より「社会的要請に応える革新的な原子

力技術開発支援事業」により、民間企業等によ

る安全性・経済性・機動性に優れた原子力技術

の開発の支援を開始した。 

また、日本原子力研究開発機構は、高速実験

炉「常陽」の運転再開に向けた準備等を進め、

革新的な原子力技術の開発に必要な研究開発

基盤の維持・発展を図った。 

（４）原子力人材の育成・確保 

原子力人材の育成・確保は、原子力分野の基

盤を支え、より高度な安全性を追求し、原子力

施設の安全確保や古い原子力発電所の廃炉を

円滑に進めていく上で重要である。 

文部科学省は、「国際原子力人材育成イニシア

ティブ事業」により、産学官の関係機関が連携

し、人材育成資源を有効に活用することによる

効果的・効率的・戦略的な人材育成の取組を支

援している。令和３年度には、これまで各機関

の取組を個別に支援していたのに対し、大学や

研究機関等の複数機関が連携して一体的に人材

育成を行う体制として「未来社会に向けた先進

的原子力教育コンソーシアム（ＡＮＥＣ3）」を

創設した。また、「英知を結集した原子力科学技

術・人材育成推進事業（以下「英知事業」とい

う。）において、日本原子力研究開発機構の「廃

炉環境国際共同研究センター」を中心に、東電
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福島第一原子力発電所の廃止措置現場のニーズ

を踏まえた人材育成の取組を推進している。ま

た、平成28年12月の原子力関係閣僚会議におい

て、高速増殖原型炉もんじゅを廃止措置する旨

の政府方針を決定した際、将来的に「もんじゅ」

サイトを活用し、新たな試験研究炉を設置する

としていたところ。平成29年度から設置すべき

炉型等の調査委託を実施し、審議会等を通じて

検討した結果、中性子ビーム利用を主目的とし

た試験研究炉を選定し、令和２年から概念設計

及び運営の在り方の検討を開始した。 

経済産業省は、「原子力の安全性向上を担う

人材の育成事業委託費」により、東電福島第一

原子力発電所の廃止措置や既存原子力発電所

の安全確保等のため、原子力施設のメンテナン

ス等を行う現場技術者や、産業界等における原

子力安全に関する人材の育成を支援している。 

（５）東電福島第一原子力発電所の廃止措

置技術等の研究開発 

経済産業省、文部科学省及び関係省庁等は、

東電福島第一原子力発電所の廃止措置等に向

けて、「東京電力ホールディングス（株）福島

第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長

期ロードマップ」（令和元年12月27日改訂）に

基づき、連携・協力しながら対策を講じている。

この対策のうち、燃料デブリの取り出し技術の

開発や原子炉格納容器内部の調査技術の開発

等の技術的難易度が高く、国が前面に立って取

り組む必要がある研究開発については、事業者

を支援している。 

文部科学省は、「東京電力（株）福島第一原子

力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン」

（平成26年６月公表）に基づき、国内外の英知

を結集し、安全かつ着実に廃止措置等を実施す

るため、基礎・基盤的な研究開発や人材育成の

取組を推進している。具体的には、廃炉環境国

際共同研究センターにおいて、福島県双葉郡富

岡町に整備した「国際共同研究棟」を活用しつ

                                                  
1  使用済燃料から再処理によって分離されたプルトニウムをウランと混ぜて、混合酸化物燃料に加工し、使用すること 

つ、燃料デブリの取扱いや放射性廃棄物の処

理・処分等の基礎・基盤的な研究を実施してい

る。さらに、英知事業においては、廃炉環境国

際共同研究センターを中核として原子力分野

だけでなく様々な分野の優れた知見や経験を、

大学や研究機関、企業等の組織の垣根を越えて

緊密に融合・連携させることにより、中長期的

な廃炉現場のニーズに対応する研究開発及び

人材育成の取組を推進している。 

また、廃炉に関する技術基盤を確立するため

の拠点整備も進めており、日本原子力研究開発

機構においては、遠隔操作機器・装置の開発・

実証施設（モックアップ施設）として「楢葉
な ら は

遠

隔技術開発センター」（福島県双葉郡楢葉町）

が、平成28年４月から本格運用を開始してい

る。加えて、燃料デブリや放射性廃棄物などの

分析手法、性状把握、処理・処分技術の開発等

を行う「大熊分析・研究センター」（福島県双

葉郡大熊町）が平成30年３月に一部施設の運

用を開始している。さらに、同センターを活用

した分析実施体制の構築に向け、第１棟・第２

棟の整備を進めている。 

（６）核燃料サイクル技術 

「エネルギー基本計画」（令和３年10月閣議

決定）においては、「使用済燃料の処理・処分

に関する課題を解決し、将来世代のリスクや負

担を軽減するためにも、高レベル放射性廃棄物

の減容化・有害度低減や、資源の有効利用等に

資する核燃料サイクルについて、これまでの経

緯等も十分に考慮し、引き続き関係自治体や国

際社会の理解を得つつ取り組むこととし、再処

理やプルサーマル1等を推進する」こととして

おり、また、「米国や仏国等と国際協力を進め

つつ、高速炉等の研究開発に取り組む」との方

針としている。 
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（７）放射性廃棄物処理処分に向けた技術

開発等 

高レベル放射性廃棄物の大幅な減容や有害

度の低減に資する可能性のある研究開発とし

て、高速炉や加速器を用いた核変換技術や群分

離技術に係る基礎・基盤研究を進めている。 

また、研究施設や医療機関などから発生する

低レベル放射性廃棄物の処分に向けては、文部

科学省及び経済産業省が示した「埋設処分業務

の実施に関する基本方針」（平成20年12月文

部科学大臣及び経済産業大臣決定）を踏まえて

日本原子力研究開発機構が定めた「埋設処分業

務の実施に関する計画」（平成21年11月認可、

令和元年11月変更認可）に従って必要な取組

を進めている。 

（８）日本原子力研究開発機構が保有する

施設の廃止措置 

日本原子力研究開発機構は、総合的な原子力

の研究開発機関として重要な役割を果たして

おり、その役割を果たすためにも、研究での役

割を終えた施設については、国民の御理解を得

ながら、安全確保を最優先に、着実に廃止措置

を進めることが必要である。日本原子力研究開

発機構は、平成30年12月に保有する施設全体

の廃止措置に係る長期方針である「バックエン

ドロードマップ」を公表した。文部科学省は、

日本原子力研究開発機構が保有する原子力施

設の安全かつ着実な廃止措置を進めていくた

め、その取組を支援している。 

例えば、高速増殖原型炉もんじゅについては、

平成28年12月に開催された原子力関係閣僚

会議において、原子炉としての運転は再開せず、

廃止措置に移行することとされた。現在、廃止

措置計画（平成30年３月原子力規制委員会認

可）に基づき、日本原子力研究開発機構におい

て廃止措置計画の第一段階として、安全確保を

最優先に令和４年末までに炉心から燃料池ま

                                                  
1  Sustainable Development Goals 
2  Regional Cooperative Agreement for Research, Development and Training Related to Nuclear Science and Technology 
3  Peaceful Uses Initiative 

での燃料体取出し作業を終了することとして

いる。今後も「もんじゅ」の廃止措置について

は、立地地域の声に向き合いつつ、安全、着実

かつ計画的に進めていくこととしている。 

新型転換炉原型炉ふげんについては、廃止措

置計画に基づき、原子炉周辺機器等の解体撤去

を進めるとともに、令和８年夏頃の使用済燃料

の搬出完了に向けて必要な取組を計画的に進

めている。 

東海再処理施設については、廃止措置計画に

基づき、保有する高放射性廃液の早期のリスク

低減を最優先課題とし、高放射性廃液のガラス

固化、高放射性廃液貯蔵場の安全確保に取り組

むとともに、施設の高経年化対策と安全性向上

対策を着実に進めている。 

（９）国民の理解と共生に向けた取組 

文部科学省は、立地地域をはじめとする国民

の理解と共生のための取組として、立地地域の

持続的発展に向けた取組、原子力やその他のエ

ネルギーに関する教育への取組に対する支援

などを行っている。 

（10）国際原子力協力 

外務省は、ＩＡＥＡによる原子力科学技術の

平和的利用の促進及びこれを通じたＩＡＥＡ

加盟国の「持続的な開発目標（ＳＤＧｓ1）」の

達成に向けた活動を支援しており、「原子力科

学技術に関する研究、開発及び訓練のための地

域協力協定（ＲＣＡ2）」に基づくアジア太平洋

における技術協力や平和的利用イニシアティ

ブ（ＰＵＩ3）拠出金等によるＩＡＥＡに対す

る財政的支援、専門的知見・技術を有する国内

の大学、研究機関、企業とＩＡＥＡの連携強化

等を通じて、開発途上国の能力構築を推進する

とともに日本の優れた人材・技術の国際展開を

支援している。また、ＩＡＥＡは我が国と協力

し、2013年（平成25年）に福島県に「ＩＡＥ
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Ａ緊急時対応能力研修センター（ＩＡＥＡ―Ｒ

ＡＮＥＴ―ＣＢＣ）」を指定しており、国内外

の関係者を対象として、緊急事態の準備及び対

応分野での能力強化のための研修を実施して

いる。さらに、令和元年11月に東京にて、核物

質等の輸送セキュリティに関する国際シンポ

ジウムを日本原子力研究開発機構核不拡散・核

セキュリティ総合支援センターと協力して開

催するなど、核セキュリティの国際的強化の取

組を実施した。 

文部科学省は、ＩＡＥＡや経済協力開発機構

原子力機関（ＯＥＣＤ／ＮＥＡ1）などの国際

機関の取組への貢献を通じて、原子力平和的利

用と核不拡散の推進をリードするとともに、内

閣府が主導しているアジア原子力協力フォー

ラム（ＦＮＣＡ2）の枠組みの下、アジア地域

を中心とした参加国に対して放射線利用・研究

炉利用等の分野における研究開発・基盤整備等

の協力を実施している。 

経済産業省は、放射性廃棄物の有害度の低減

及び減容化等に資する高速炉の実証技術の確

立に向けた研究開発について、日仏、日米協力

をはじめとする国際協力の枠組みを活用して

進めた。 

また、米国やフランスをはじめとする原子力

先進国との間で、第４世代原子力システム国際

フォーラム（ＧＩＦ3）等の活動を通じ、原子

力システムの研究開発等、多岐にわたる協力を

行っている。 

（11）原子力の平和的利用に係る取組 

我が国は、ＩＡＥＡとの間で1977年（昭和

52年）に締結した日・ＩＡＥＡ保障措置協定及

び1999年（平成11年）に締結した同協定の追

加議定書に基づき、核物質が平和目的に限り利

用され、核兵器などに転用されていないことを

ＩＡＥＡが確認する「保障措置」を受け入れて

                                                  
1  OECD Nuclear Energy Agency 
2  Forum for Nuclear Cooperation in Asia 
3  Generation IV International Forum 
4  日本・欧州・米国等の７極35か国による国際約束に基づき、核融合実験炉の建設・運転を通じて、その科学的・技術的実現可能性を実証す

る国際共同プロジェクト 

いる。これを受け、我が国は「核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（原子

炉等規制法）」（昭和32年法律第166号）に基づ

き、国内の核物質を計量及び管理し、国として

ＩＡＥＡに報告、ＩＡＥＡの査察を受け入れる

などの所要の措置を講じている。 

令和３年５月19日に我が国における2020

年（令和２年）の保障措置活動の実施結果につ

いて原子力規制委員会に報告し、その結果をＩ

ＡＥＡによる我が国の保障措置活動について

の評価に資するためにＩＡＥＡに情報提供し

た。ＩＡＥＡの我が国に対する保障措置実施報

告では、全ての核物質が平和的活動にとどまっ

ている旨の結論（拡大結論）を2020年（令和２

年）についても受けた。これにより、2003年

（平成15年）の実施結果以降、継続して拡大結

論が導出されている。 

７．核融合エネルギー技術の研究開発 

核融合エネルギーは、燃料資源が豊富で、発

電過程で温室効果ガスを発生せず、少量の燃料

から大規模な発電が可能という特徴がある。そ

のため、エネルギー問題と環境問題を根本的に

解決し、エネルギー安全保障の確保にも資する、

重要な将来のクリーン・エネルギーとして期待

されており、後述するＩＴＥＲ（イーター）計

画4の技術進捗も相まって、近年、諸外国でも

政策的関心が高まっている。 
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我が国は、世界７極35か国の国際協力によ

り、実験炉の建設・運転を通じて核融合エネル

ギーの科学的・技術的実現可能性を実証するＩ

ＴＥＲ計画を推進している。核融合実験炉ＩＴ

ＥＲの建設作業がフランスで本格化しており、

日本が製作を担当する超電導コイル等の重要

機器も順次フランスに到着している。また、核

融合発電に不可欠な、核融合炉から熱としてエ

ネルギーを取り出す機器であるブランケット

は、現在ＩＴＥＲで実施する試験に向けた設計

活動が進んでおり、令和３年７月には量子科学

技術研究開発機構ブランケット工学試験棟（青

森県六ヶ所村）の落成記念式典が行われた。あ

わせて、我が国は、日欧協力によるＩＴＥＲ計

画を補完・支援し、原型炉に必要な技術基盤を

確立するための先進的研究開発である幅広い

アプローチ（ＢＡ1）活動を推進している。Ｂ

Ａ活動ではＪＴ－60ＳＡ2が実験運転開始に

向けた調整など、令和３年度も研究開発が進展

している。 

さらに、我が国は、核融合エネルギーの実現

に向けて、平成30年７月に科学技術・学術審議

会核融合科学技術委員会が策定した「原型炉研

究開発ロードマップについて（一次まとめ）」

等に基づき、ＩＴＥＲ計画、ＢＡ活動を推進す

るとともに、ヘリカル方式（核融合科学研究所）、

レーザー方式（大阪大学レーザー科学研究所）

など多様な学術研究も推進しており、世界を先

導する成果を上げている。令和４年１月には、

同委員会において「核融合原型炉研究開発に関

する第１回中間チェックアンドレビュー報告

書」が取りまとめられ、これまでの目標が達成

されていることを確認するとともに、今後の課

題も整理された。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

核融合研究ホームページ Fusion Energy -Connect to the Future 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/fusion/ 

核融合エネルギーへの道 イーター 

https://www.youtube.com/watch?v=QEohCE1famE（出典：iter japan - QST） 

 

 

 

８．その他長期的なエネルギー技術の開発 

経済産業省では、宇宙太陽光発電の実現に必

要な発電と送電を１つのパネルで行う発送電

一体型パネルを開発するとともに、その軽量化

や、マイクロ波による無線送電技術の効率の改

善に資する送電部の高効率化のための技術開

                                                  
1  Broader Approach 
2  臨界プラズマ試験装置ＪＴ－60を平成20年８月に運転停止し、改修のため解体し、令和２年３月に組立完了。現在は運転開始に向けた調

整を実施 

発等を行っている。 

宇宙航空研究開発機構では、宇宙太陽光発電

の実用化を目指した要素技術の研究開発を

行っている。 
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➌ 経済社会の再設計（リデザイン）の推進 

１．「脱炭素社会」への移行に向けた取組 

環境省では、住宅・建築物の高断熱化改修等

の省エネルギー性能の向上やネット・ゼロ・エ

ネルギー化（ＺＥＨ1・ＺＥＢ2）の支援を行っ

ており、ＨＥＭＳ3やＢＥＭＳ4の導入による

太陽光発電と家電等の需要側設備のエネル

ギー管理や、充放電設備の導入によるＥＶ5・

ＰＨＥＶ6との組み合わせ利用を促進してい

る。加えて、再エネ設備とＥＶ・ＰＨＥＶを同

時導入し、カーシェアとして供する自治体・事

業者を支援することで、「ゼロカーボン・ドラ

イブ」の普及も推進している。 

環境省は、気候変動への適応について、平成

30年12月に施行された気候変動適応法の規

定に基づき、平成30年11月に気候変動適応計

画を策定し、令和２年12月に気候変動影響評

価報告書を公表した。また令和３年10月には、

気候変動影響評価報告書で示された最新の科

学的知見を踏まえ、気候変動適応計画を改定し、

農業や自然災害等の各分野において適応策を

拡充した。この適応法及び適応計画に基づき、

国立環境研究所気候変動適応センターは「気候

変動適応情報プラットフォーム（Ａ－ＰＬＡＴ
7）」において、関係府省庁及び関係研究機関と

連携して適応に関する最新の情報を提供する

とともに、気候変動の影響や適応に関する研究

や科学的な面から地方公共団体等の適応の取

組のサポートを行っている。また、地域の関係

者が連携して適応策を推進するため、気候変動

適応法に基づく「気候変動適応広域協議会」が

全国７ブロックで立ち上げられた。 

文部科学省は、地域の脱炭素化を加速し、そ

の地域モデルを世界に展開するための大学等

のネットワーク構築に取り組んだ。また、国立

環境研究所気候変動適応センターのＡ－ＰＬ

                                                  
1  net Zero Energy House 
2  net Zero Energy Building 
3  Home Energy Management Service 
4  Building and Energy Management System 
5  Electric Vehicle 
6  Plug-in Hybrid Electric Vehicle 
7  Climate Change Adaptation Information Platform 
8  全固体電池やリチウムイオン電池よりも高いエネルギー密度を有する革新型蓄電池 

ＡＴを通じて、ニーズを踏まえた気候変動予測

情報等の研究開発成果を地方公共団体等に提

供している。 

２．地球温暖化対策に向けた研究開発 

（１）水素・蓄電池等の蓄エネルギー技術 

を活用したエネルギー利用の安定化 

経済産業省は、蓄電池や燃料電池に関する技

術開発・実証等を実施している。具体的には、

再生可能エネルギーの導入拡大に伴い必要と

なる系統用の大規模蓄電池について、導入時に

おける最適な制御・管理手法の技術開発を実施

するための取組を進めている。また、電気自動

車やプラグインハイブリッド車など、次世代自

動車用の蓄電池8について、性能向上とコスト

低減を目指した技術開発を実施した。家庭用燃

料電池をはじめとする定置用燃料電池や燃料

電池自動車に用いられる燃料電池については、

低コスト化及び耐久性・効率性向上のための技

術開発を行った。さらに、燃料電池自動車の更

なる普及拡大に向けて、四大都市圏を中心に、

令和４年３月末時点で157か所（他９か所整備

中）の水素ステーションの整備を行った。 

環境省は、「再エネ由来等水素を活用した自

立 ・ 分散型エネルギーシステム構築事業」に

おいて、将来の再生可能エネルギー大量導入社

会を見据え、地域の実情に応じて、蓄電池や水

素を活用することにより系統に依存せず再生

可能エネルギーを電気・熱として供給できるシ

ステムを構築し、自立型水素エネルギー供給シ

ステムの導入・活用方策を確立することを目指

す取組を進めている。また、地域の資源を用い、

水素エネルギーシステムを構築し、地域で活用

することを目指した「水素サプライチェーン実

証事業」を実施し、地域の特性や多様な技術に

対応できるよう進めている。 



    

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

  

 147 

第
２
章 

 

科学技術振興機構「戦略的創造研究推進事業 

先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）」の特別

重点技術領域において、従来性能を大幅に上回

る次世代蓄電池に係る研究開発を推進してい

る。更に、「共創の場形成支援プログラム（Ｃ

ＯＩ－ＮＥＸＴ）」の先進蓄電池研究開発拠点

において、産学共創の研究開発を実施している。

また、「未来社会創造事業 大規模プロジェクト

型」において、水素発電、余剰電力の貯蔵、輸

送手段等の水素利用の拡大に貢献する高効率・

低コスト・小型長寿命な革新的水素液化技術の

研究開発を、「未来社会創造事業『地球規模課

題である低炭素社会の実現』領域」において、

再生可能エネルギーから持続的に水素製造を

可能にする水電解技術の研究開発を推進して

いる。 

（２）新規技術によるエネルギー利用効率

の向上と消費の削減 

内閣府は、平成30年度よりＳＩＰにおいて

「ＩｏＥ1社会のエネルギーシステム」に取り

組み、様々なエネルギーがネットワークに接続

され、需給管理が可能となるＩｏＥ社会の実現

を目指している。本ＳＩＰでは、再生可能エネ

ルギーの大量導入に向けて、セクターカップリ

ングを通じた交通・電力インフラの統合的エネ

ルギーマネジメントシステムの概念モデル及

びプラットフォームの設計のための検討を

行っており、具体には、地方自治体などが地域

エネルギーシステムをデザインする際のガイ

ドラインや自治体別のエネルギー需給データ

ベースの構築などを進めている。また、ガリウ

ム系半導体デバイスを適用して、再生可能エネ

ルギーを含む多様な入力電源に対して最適な

制御を可能とするユニバーサルパワーモ

ジュールやワイヤレス電力伝送システム等の

社会実装に向けての研究開発を進めている。 

経済産業省は、電力グリッド上に散在する再

生可能エネルギーや蓄電池等のエネルギー設

                                                  
1  Internet of Energy 
2  Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage 

備、ディマンドリスポンス等の需要側の取組を

遠隔に統合して制御し、あたかも一つの発電所

（仮想発電所：バーチャルパワープラント）の

ように機能させることによって、電力の需給調

整に活用する実証を行っている。 

環境省は、地球温暖化の防止に向け、革新技

術の高度化・社会実装を図り、必要な技術イノ

ベーションを推進するため、再生可能エネル

ギーの利用、エネルギー使用の合理化だけでな

く、窒化ガリウム（GaN）やセルロースナノファ

イバー（ＣＮＦ）といった省二酸化炭素性能の

高い革新的な部材・素材の活用によるエネル

ギー消費の大幅削減、燃料電池や水素エネル

ギー、蓄電池、二酸化炭素回収・有効利用・貯

留（ＣＣＵＳ2）等に関連する技術の開発・実

証、普及を促進した。 

環境省は、公共施設等に再エネや自営線等を

活用した自立・分散型エネルギーシステムを導

入し、地域の再エネ比率を高めるためのエネル

ギー需給の最適化を行うことにより、地域全体

で費用対効果の高い二酸化炭素排出削減対策

を実現する先進的モデルを確立するための事

業を実施している。 

科学技術振興機構は、「未来社会創造事業 大

規模プロジェクト型」において、環境中の熱源

（排熱や体温等）をセンサ用独立電源として活

用可能とする革新的熱電変換技術の研究開発を

推進した。 

理化学研究所は、物性物理、超分子化学、量

子情報エレクトロニクスの３分野を糾合し、新

物質や新原理を開拓することで、発電・送電・

蓄電をはじめとするエネルギー利用技術の革

新を可能にする全く新しい物性科学を創成し、

エネルギー変換の高効率化やデバイスの消費

電力の革新的低減を実現するための研究開発

を実施している。 

文部科学省は、航空科学技術委員会において、

電動ハイブリッド推進システム技術、水素航空

機に適用可能な水素燃料電池を利用したエン
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ジン技術といった脱炭素社会に向けた航空機

の二酸化炭素排出低減技術の研究開発を進め

ていく方向性や具体的な課題を研究開発ビ

ジョンとして取りまとめた。 

宇宙航空研究開発機構は、航空機の燃費・環

境負荷低減等に係る研究開発としてエンジン

の低NOx化・高効率化技術や航空機の電動化技

術等の研究開発に取り組んでおり、さらに、産

業界等との連携により成果の社会実装を見据

えながら、国際競争力向上に直結するものとし

て加速させている。 

新エネルギー・産業技術総合開発機構は、省

エネルギー技術の研究開発や普及を効果的に

推進するため、「省エネルギー技術戦略2016」

に掲げる重要技術（令和元年７月改定版）を軸

に、提案公募型事業である「脱炭素社会実現に

向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装

促進プログラム」を実施している。 

建築研究所は、住宅・建築・都市分野におい

て環境と調和した資源・エネルギーの効率的利

用のための研究開発等を行っている。 

（３）革新的な材料・デバイス等の幅広い 

分野への適用 

文部科学省は、「革新的パワーエレクトロニ

クス創出基盤技術研究開発事業」において、我

が国が強みを有する窒化ガリウム（GaN）等を

用いて、優れた材料特性を実現できるパワーデ

バイスやその特性を最大限活
い

かすことができ

るパワエレ回路システム等を創出し、超省エ

ネ・高性能なパワエレ技術創出のための研究開

発を推進している。また、2035～2040年頃の

社会で求められる革新的半導体集積回路の創

生に向けて、新たな切り口による研究開発と将

来の半導体産業を牽引
けんいん

する人材育成の中核と

なるアカデミア拠点の形成に向けて、「次世代

X-nics半導体創生拠点形成事業」を開始した。 

科学技術振興機構は、「戦略的創造研究推進

事業 先端的低炭素化技術開発（ＡＬＣＡ）」及

び「未来社会創造事業『地球規模課題である低

炭素社会の実現』領域」において、革新的な材

料開発・応用及び化学プロセス等の研究開発を

推進している。 

物質・材料研究機構では、多様なエネルギー

利用を促進するネットワークシステムの構築

に向け、高効率太陽電池や蓄電池の研究開発、

エネルギーを有効利用するためのエネルギー

変換・貯蔵用材料の研究開発、省エネルギーの

ための高出力半導体や高輝度発光材料等にお

けるブレークスルーに向けた研究開発、低環境

負荷社会に資する高効率・高性能な輸送機器材

料やエネルギーインフラ材料の研究開発等、エ

ネルギーの安定的な確保とエネルギー利用の

効率化に向けて、革新的な材料技術の研究開発

を推進している。 

経済産業省は、二酸化炭素と水を原料に太陽

エネルギーでプラスチック原料等の基幹化学

品を製造する技術の開発（人工光合成プロジェ

クト）、金属ケイ素を経由せず、高効率に有機

ケイ素原料を製造する技術の開発、機能性化学

品の製造手法を従来のバッチ法からフロー法

へ置き換える技術の開発、リチウムイオン蓄電

池材料の性能・特性を的確かつ迅速に評価でき

る材料評価技術の開発、セルロースナノファイ

バーの製造プロセスにおけるコスト低減、製造

方法の最適化、量産効果が期待できる用途に応

じた複合化・加工技術等の開発・安全性評価に

必要な基盤情報の整備を行っている。 

（４）地域の脱炭素化加速のための基盤的

研究開発 

文部科学省は、カーボンニュートラル実現に

向けて、「大学の力を結集した、地域の脱炭素

化加速のための基盤研究開発」にて人文学・社

会科学から自然科学までの幅広い知見を活用

して、大学等と地域が連携して地域のカーボン

ニュートラルを推進するためのツール等に係

る分野横断的な研究開発を推進している。あわ

せて、令和３年７月に「カーボンニュートラル

達成に貢献する大学等コアリション」を設立し、

各大学等による情報共有やプロジェクト創出

を促進している。 
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３．「循環経済」への移行に向けた取組 

循環経済への移行に向けて、令和４年４月に

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律」が施行され、プラスチックの資源循

環を加速している。 

そのようなプラスチックの資源循環に係る

促進策として、経済産業省は、「プラスチック

有効利用高度化事業」により、プラスチックの

資源効率や資源価値を高めるための技術の実

用化に係る研究開発並びに海洋生分解性プラ

スチック開発・導入普及に向けて、将来的に求

められる用途や需要にこたえるための新たな

技術・素材の開発及び海洋生分解性プラスチッ

クの国際標準化提案に向けた研究開発を推進

している。 

環境省は、化石由来プラスチックからバイオ

マス等の再生可能資源への素材代替やリサイ

クルが困難な複合プラスチック等のリサイク

ルに関する技術実証を行っている。 

環境省は、可燃ごみ指定収集袋など、その利

用用途から一義的に焼却せざるを得ないプラ

スチックをバイオマス化するため、「地方公共

団体におけるバイオプラスチック等製ごみ袋

導入のガイドライン」を公表した。 

環境省は、G20大阪サミットで我が国が提唱

した「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の

実現に向け、法的拘束力のある文書（条約）に

関する国際的な議論への参加や東南アジアを

中心とした途上国支援、海洋プラスチックごみ

対策の基盤となる科学的知見の集積強化、発生

抑制対策の検討などを実施し、国内外で積極的

に海洋プラスチックごみ対策に取り組んでい

る。 

４．「分散型社会」を構成する生物多様性へ

の対応 

環境省は、「分散型社会」を構成する生物多

様性への対応については、絶滅危惧種の保護や

                                                  
1  Intergovernmental science-policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services 
2  Global Biodiversity Information Facility 

侵略的外来種の防除に関する技術、二次的自然

を含む生態系のモニタリングや維持・回復技術、

遺伝資源を含む生態系サービスと自然資本の

経済・社会的価値の評価技術及び持続可能な管

理・利用技術等の研究開発を推進し、「自然と

の共生」の実現に向けて取り組んでいる。 

「生物多様性及び生態系サービスに関する

政府間科学‐政策プラットフォーム（ＩＰＢＥ

Ｓ1）」は、生物多様性及び生態系サービスに関

する科学と政策の連携強化を目的として、評価

報告書等の作成を行っている。平成31年

（2019年）２月には、侵略的外来種に関する

評価のための技術支援機関が公益財団法人地

球環境戦略研究機関に設置され、その活動を支

援した。作成中の評価報告書等に我が国の知見

を効果的に反映させるため、ＩＰＢＥＳに関わ

る国内専門家及び関係省庁による国内連絡会

を令和３年７月、令和４年３月に開催した。さ

らに、ＩＰＢＥＳ地球規模評価報告書を踏まえ

たシンポジウム「生物多様性とライフスタイル 

～自然の恵み「食」を将来に引き継ぐためにわ

たしたちができること～」を令和３年12月に

開催した。 

我が国は、生物多様性に関するデータを収集

して全世界的に利用されることを目的とする

地球規模生物多様性情報機構（ＧＢＩＦ2）の

活動を支援するとともに、日本からのデータ提

供拠点である国立科学博物館及び国立遺伝学

研究所と連携しながら、生物多様性情報をＧＢ

ＩＦに提供した。ＧＢＩＦで蓄積されたデータ

は、ＩＰＢＥＳでの評価の際の重要な基盤デー

タとなることが期待されている。 

製品評価技術基盤機構は、生物遺伝資源の収

集・保存・分譲を行うとともに、これらの資源

に関する情報（系統的位置付け、遺伝子に関す

る情報等）を整備・拡充し、幅広く提供してい

る。また、微生物資源の保存と持続可能な利用

を目指した15か国・地域28機関のネットワー
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ク活動に参加し、各国との協力関係を構築する

など、生物多様性条約を踏まえたアジア諸国に

おける生物遺伝資源の利用を積極的に支援し

ている。さらに、微生物等の生物資源データを

集約した横断的データベースとして「生物資源

データプラットフォーム（ＤＢＲＰ1）」を構築

し、生物資源とその関連情報へワンストップで

アクセスできるデータプラットフォームとし

て運用している。 

食糧生産や気候調整等で人間社会と密接に

関わる海洋生態系は、近年、汚染・温暖化・ 乱

獲等の環境ストレスにさらされており、これら

を踏まえた海洋生態系の理解・保全・利用が課

題となっている。このため、文部科学省は、「海

洋資源利用促進技術開発プログラム」のうち

「海洋生物ビッグデータ活用技術高度化」にお

いて、既存のデータやデータ取得技術を基に

ビッグデータから新たな知見をみいだすこと

で、複雑で多様な海洋生態系を理解し、保全・

利用へと展開する研究開発を行っている。 

➍ 国民の行動変容の喚起 

環境省はナッジ等の行動科学の知見とＡＩ

／ＩｏＴ等の先端技術の組み合わせ（ＢＩ－Ｔ

ｅｃｈ）により、日常生活の様々な場面での自

発的な脱炭素型アクションを後押しする行動

変容モデルの構築・実証を進めている。 

また、成果を順次取りまとめ、国内及び国際

会議において諸外国のナッジ・ユニット等と共

に基調講演やパネルディスカッションを実施

するなど、広く一般も含めた情報共有や連携を

図っている。 

環境省は、国立環境研究所等と連携し、全国

で約10万組の親子を対象とした大規模かつ長

期の出生コホート調査「子どもの健康と環境に

関する全国調査（エコチル調査）」を平成22年

度から実施している。同調査においては、臍帯
さいたい

血、血液、尿、母乳、乳歯等の生体試料を採取

保存・分析するとともに、質問票等によるフォ

ローアップを行っている。 

これまでに発表された成果論文は、235本に

上り（令和３年12月末時点）、化学物質のばく

露や生活環境といった環境要因が、妊娠・分娩

時の異常や出生後の成長過程における子ども

の健康状態に与える影響等についての研究が

着実に進められている。また、エコチル調査参

加者のデータは、内閣府食品安全委員会におけ

る健康影響評価、妊婦の体重増加曲線や乳幼児

の発達指標の作成等に活用されている。 

これまでの成果は、シンポジウムの開催やス

テークホルダーとの対話事業等を通じて、国民

への情報発信や健康リスクを低減するための

啓発を行い、国民の行動変容を促進することに

取り組んでいる。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 

http://www.env.go.jp/chemi/ceh/ 

 

 

                                                  
1  Data and Biological Resource Platform 
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 ３ レジリエントで安全・安心な社会

の構築 

頻発化・激甚化する自然災害に対し、レジリ

エントな社会の構築を目指している。あわせて

サイバー空間等の新たな領域における攻撃や、

新たな生物学的な脅威から、国民生活及び経済

社会の安全・安心を確保するとともに、先端技

術の研究開発を推進し、適切な技術流出対策の

実施も行っていくこととしている。 

➊ 頻発化、激甚化する自然災害への対応 

１．予防力の向上 

文部科学省は、「首都圏を中心としたレジリ

エンス総合力向上プロジェクト」において、政

府関係機関、地方公共団体や民間企業等が保有

する地震観測データを統合し官民連携による

超高密度地震観測システムを構築するととも

に、実大三次元震動破壊実験施設を用いた非構

造部材（配管、天井等）を含む構造物の崩壊余

裕度に関するセンサー情報等を収集し、都市機

能維持の観点から官民一体の総合的な災害対

応や事業継続、個人の防災行動等に資する多種

多様かつ大量なデータを集積し、産官学で共

有・解析することで、新たな価値の創出につな

がる取組を進めている。 

国土交通省は、海上・港湾・航空技術研究

所等との相互協力の下、全国港湾海洋波浪情

報網（ＮＯＷＰＨＡＳ1）の構築・運営を行っ

ており、全国各地で観測された波浪・潮位観測

データを収集し、ウェブサイトを通じてリアル

タイムに広く公開している2。 

土木研究所は、顕在化・極端化してきた河川

災害の被害軽減技術開発及び顕在化してきた津

波や海面上昇による被害の軽減技術開発、突発

的な自然現象による土砂災害の防災・減災技術

の開発、極端気象がもたらす雪氷災害による被

害を軽減するための技術開発を実施している。 

                                                  
1  Nationwide Ocean Wave information network for Ports and HArbourS 
2  http://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/ 

  

建築研究所は、自然災害による損傷や倒壊の

防止等に資する建築物の構造安全性を確保す

るための技術開発や建築物の継続使用性を確

保するための技術開発等を実施している。 

海上・港湾・航空技術研究所は、地震災害の

軽減及び地震後の早期復旧・復興のため、沿岸

域における地震・津波による構造物の変形・性

能低下を予測し、沿岸域施設の安全性・信頼性

の向上を図るための研究を実施している。 

気象研究所は、大学等研究機関との連携の下、

令和４年出水期に西日本を中心とする水蒸気

の集中観測を実施する等により、線状降水帯の

発生・維持機構を解明するための研究を一丸と

なって加速化するため、令和４年２月に線状降

水帯の機構解明の研究を立ち上げた。さらに、

気象研究所は、局地的大雨をもたらす極端気象

現象を、二重偏波レーダやフェーズドアレイ

レーダー、ＧＰＳ等を用いてリアルタイムで検

知する観測・監視技術の開発に取り組んでいる。

また、局地的大雨を再現可能な高解像度の数値

予報モデルの開発など、局地的な現象による被

害軽減に寄与する気象情報の精度向上を目的

とし研究を推進している。 

２．予測力の向上 

我が国の地震調査研究は、地震調査研究推進

本部（本部長：文部科学大臣）（以下「地震本

部」という。）の下、関係行政機関や大学等が

密接に連携・協力しながら行われている。 

地震本部は、これまで地震の発生確率や規模

等の将来予測（長期評価）を行っている。隣接

する複数の領域を震源域とする東北地方太平

洋沖地震や活断層を起因とした熊本地震の発

生を踏まえ、長期評価の評価手法や公表方法を

順次見直しつつ実施している。また、東北地方

太平洋沖地震での津波による甚大な被害を踏

まえ、様々な地震に伴う津波の評価を実施して
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いる。 

文部科学省は、南海トラフ地震を対象とした

「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究

プロジェクト」を開始し、「通常と異なる現象」

が観測された場合の地震活動の推移を科学的

に評価する手法開発や、被害が見込まれる地域

を対象とした防災対策の在り方などの調査研

究を実施している。 

阪神・淡路大震災以降、陸域に地震観測網の

整備が進められてきた一方、海域の観測網につ

いては、陸域の観測網に比べて観測点数が非常

に少ない状況であった。このため、防災科学技

術研究所では、南海トラフ地震の想定震源域に

おいて、地震計、水圧計等を備えたリアルタイ

ムで観測可能な高密度海底ネットワークシス

テムである「地震・津波観測監視システム（Ｄ

ＯＮＥＴ1）」を運用している。また、今後も大

きな余震や津波が発生するおそれがある東北

地方太平洋沖において、地震・津波を直接検知

し、災害情報の正確かつ迅速な伝達に貢献する

「日本海溝海底地震津波観測網（S－ｎｅｔ2）」

を運用している。さらに、南海トラフ地震の想

定震源域のうち、まだ観測網を設置していない

高知県沖から日向灘の海域において、「南海ト

ラフ海底地震津波観測網（Ｎ－ｎｅｔ3）」の構

築を進めた（第２-２-１図）。 

                                                  
1  Dense Oceanfloor Network system for Earthquakes and Tsunamis 
2  Seafloor observation network for earthquakes and tsunamis along the Japan Trench 
3  Nankai Trough Seafloor Observation Network for Earthquakes and Tsunamis 
4  The Fundamental Volcano Observation Network 
5  Monitoring of Waves on Land and Seafloor 

火山分野においては、平成26年の御嶽
み た け

山の

噴火等を踏まえ、平成28年度から「次世代火山

研究・人材育成総合プロジェクト」を開始し、

火山災害の軽減に貢献するため、従前の観測研

究に加え、他分野との連携・融合を図り、「観

測・予測・対策」の一体的な研究の推進及び広

範な知識と高度な技術を有する火山研究者の

育成を行った。また、令和３年度から開始した

「火山機動観測実証研究事業」において、火山

の噴火発生や前兆現象発現などの緊急時等に、

迅速かつ効率的な機動観測を実現するために

必要な体制構築に係る実証研究を実施してい

る。 

国土技術政策総合研究所は、土砂・洪水氾濫

発生時の土砂到達範囲・堆積深を高精度に予測

するための計算手法の開発等の「激甚化する災

害への対応」を行っている。 

防災科学技術研究所は、日本全国の陸域を均

一かつ高密度に覆う約1,900点の高性能・高精

度な地震計により、人体に感じない微弱な震動

から大きな被害を及ぼす強震動に至る様々な

「揺れ」の観測を行っている。海域においては約

200点の地震計・津波計を運用しているほか、国

内16火山の「基盤的火山観測網（Ｖ－ｎｅｔ4）」

を含む、全国の陸域と海域を網羅する地震・津

波・火山観測網である「陸海統合地震津波火山

観測網（ＭＯＷＬＡＳ5）」の本格運用を

平成29年11月より開始した。ＭＯＷＬ

ＡＳを用いた地震や津波の即時予測、

火山活動の観測・予測の研究、実装を進

めており、気象庁に観測データの提供

を実施するほか、各研究機関や地方自

治体及び鉄道事業者をはじめとする民

間での観測データの活用を推進した。 

また、マルチセンシングに基づく土

砂・風水害の発生予測に関する研究、変

容する雪氷災害や沿岸災害等の自然災

■第２-２-１図／南海トラフ海底地震津波観測網
（Ｎ－ｎｅｔ）のイメージ図 

  

 
  
資料：文部科学省作成 
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害による被害の軽減に資する研究等を実施し

ている。例えば、ＡＩを用いた積雪・冠水など

の道路状況判別、過去の雨量統計情報に基づく

大雨の「稀
まれ

さ」を踏まえた豪雨災害危険域の抽

出、レーダと積雪変質モデル等を用いた高解像

度面的降積雪情報など新しい情報の創出、及び、

「雪おろシグナル」提供地域拡大、ニセコ吹き

だまり情報サイト構築、既存消雪装置ＩｏＴ化

による降雪・融雪情報の自治体提供など雪氷防

災情報の社会適用、雲レーダ1を用いたゲリラ

豪雨早期予測技術の開発等に取り組んでおり、

開発された技術を活用し、民間企業との協働に

よるイノベーション創出を進めている。 

気象庁は、文部科学省と協力して地震に関す

る基盤的調査観測網のデータを収集し、処理・

分析を行い、その成果を防災情報等に活用する

とともに地震調査研究推進本部地震調査委員

会等に提供している。また、自動震源決定処理

手法（ＰＦ法2）を開発し導入するとともに、

緊急地震速報については、東北地方太平洋沖地

震で課題となった同時多発地震及び巨大地震

に対応するため、ＩＰＦ法3及びＰＬＵＭ法4

を導入し、更なる高度化のための技術開発を防

災科学技術研究所等と協力して進めている。津

波については、沖合の津波観測波形から沿岸の

津波の高さを精度良く予測する手法（ｔＦＩＳ

Ｈ5）を導入している。  

気象研究所は、津波災害軽減のための津波地

震などに対応した即時的規模推定や沖合の津

波観測データを活用した津波予測の技術開発、

南海トラフで発生する地震の規模、破壊領域や

ゆっくりすべりの即時把握に関する研究、火山

活動評価・予測の高度化のための監視手法の開

発などを実施している。 

産業技術総合研究所は、防災・減災等に資す

                                                  
1  雨や雪が降る前の、雲の状態を観測することができる気象レーダ 
2  Phase combination Forward search 
3  Integrated Particle Filter法。同時に複数の地震が発生した場合でも、震源を精度良く推定する手法。京都大学防災研究所と協力して開発 
4  Propagation of Local Undamped Motion法。強く揺れる地域が非常に広範囲に及ぶ大規模地震でも、震度を適切に予測する手法 
5  tsunami Forecasting based on Inversion for initial sea-Surface Height 
6  令和４年３月末現在で、全国に約1,300点 
7  Global Navigation Satellite System 
8  Very Long Baseline Interferometry：数十億光年の彼方

か な た

から、地球に届く電波を利用し、数千kmもの距離を数mmの誤差で測る技術 
9  Interferometric Synthetic Aperture Radar: 人工衛星で宇宙から地球表面の変動を監視する技術 

る地質情報整備のため、活断層・津波堆積物調

査や活火山の地質調査を行い、その結果を公表

している。全国の主要活断層に関しては、地震

発生確率や最新活動時期が不明な活断層のう

ち５つ（標津
し べ つ

、津軽山地西縁、濃尾、菊川、雲

仙）を調査し、地震発生確率や規模の算出に必

要なデータ等を取得した。また、活断層データ

ベースのデータ更新やシステム改善を実施し

た。津波堆積物については、日本海溝南部の千

葉県九十九里浜において、歴史記録にない約

1,000年前の津波浸水の証拠を提示し、それを

説明するための波源の断層モデルを構築した。

そのほか、南海トラフ巨大地震の短期予測に資

する地下水等総合観測点を運用・整備し、地下

水位（水圧）、地下水温、地殻歪
ひずみ

や地震波の常

時観測を継続した。 

火山に関しては、噴火活動があった福徳岡ノ

場及び阿蘇中岳に対して、衛星データ解析や現

地調査、火山噴出物の観測・分析等を行い、現

在の噴火の規模・様式等の解明や今後の活動推

移予測に資する情報を取得し、関係省庁や自治

体等への情報提供やウェブ発信を実施した。 

海洋研究開発機構は、南海トラフの想定震源

域や日本周辺海域・西太平洋域において、研究

船や各種観測機器等を用いて海域地震や火山

に関わる調査・観測を大学等の関係機関と連携

して実施している。さらに、これら観測によっ

て得られるデータを解析する手法を高度化し、

大規模かつ高精度な数値シミュレーションに

より地震・火山活動の推移予測を行っている。 

国土地理院は、電子基準点6等によるＧＮ

ＳＳ7連続観測、超長基線電波干渉法（ＶＬＢ

Ｉ8）、干渉合成開口レーダー（ＩｎＳＡＲ9）

等を用いた地殻変動やプレート運動の観測、

解析及びその高度化のための研究開発を実
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施している。また、気象庁、防災科学技術研

究所、神奈川県温泉地学研究所、東京大学地

震研究所等による火山周辺のＧＮＳＳ観測

点のデータも含めた火山ＧＮＳＳ統合解析

を実施し、火山周辺の地殻変動のより詳細な

監視を行っている。 

海上保安庁は、ＧＮＳＳ測位と音響測距を組

み合わせた海底地殻変動観測や海底地形等の

調査を推進し、その結果を随時公表している。 

気象庁は、線状降水帯の予測精度向上等に向

けた取組を強化・加速化している。令和３年６

月には、線状降水帯の発生をいち早くお知らせ

する「顕著な大雨に関する気象情報」の運用や、

九州の西から南東の沖合を中心に海上保安庁

と連携した洋上観測を開始した。 

 

 

  

我が国では大都市の多くが海に面した平野部に立地

しており、ひとたび大地震が発生すると、湾岸地域で液

状化現象が生じたり軟弱地盤によって揺れが増幅した

りして、都市インフラに甚大な被害が生じる。このよう

な災害リスクを適切に評価し効率的に都市インフラを

整備するために、地下浅部の地質地盤に関する情報が

極めて重要である。しかし、従来の平面的な地質図では

地下の地質構造を正確に表現することが難しかった。

そうした背景を踏まえ、産業技術総合研究所では、都市

域の地下地質を３次元的に可視化する新たな地質図

「地質地盤図」の整備を進めており、平成30年には千葉

県北部地域、令和３年には東京都区部の地質地盤図を

ウェブ公開した。 

地質地盤図は、独自に掘削採取したボーリングコア

試料に見られる地層の特徴や年代、物性などを基に基

準となる地質層序を構築した上で、自治体から提供を

受けた数万地点分もの土木・建築用ボーリングデータ

について地層の対比を行い、地下の地質構造を３次元

的に解析することで作成されている。地質地盤図の整

備により、最終氷期（最盛期は約２万年前）に海面の低

下によって形成された谷を埋める軟弱な堆積物（沖積

層）の分布がこれまでにない精度で描き出された。さら

に、良好な地盤と考えられていた武蔵野台地の地下に

も、軟らかい泥層が谷埋め状に分布することも明らか

になった。地質地盤図では、地下の地層の３次元的な広

がりをパソコン画面上で立体図として、誰でも簡単に閲覧することができる。また、任意箇所の地質断面図

を作成することができ、興味のあるエリアを拡大して詳細に見ることも可能である。今後、地質地盤図の利

活用が進むことにより、地質災害リスク評価や都市インフラ整備の高精度化・効率化が進展するだけでなく、

地下水流動や地質汚染調査、不動産取引などへの貢献も期待される。 
  

 

資料／東京都区部の地質地盤図 

提供：産業技術総合研究所 

2-5 

  

地下の地質構造を立体的に表現する次世代の地質図（地質地盤図） 
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３．対応力の向上 

ＳＩＰ第１期「レジリエントな防災・減災機

能の強化」（平成26～30年度）において開発し

た、災害情報を電子地図上で集約し、関係機関

での情報共有を可能とするシステムである「基

盤的防災情報流通ネットワーク」（ＳＩＰ４Ｄ1）

を活用し、令和３年７月１日からの大雨、令和

３年８月の大雨において、内閣府（防災担当）

が運用する「災害時情報集約支援チーム（Ｉ

ＳＵＴ2）」が、関係府省庁や地方自治体、指定

公共機関の災害対応に対して情報面からの支

援を行った。また、平成30年度より開始したＳ

ＩＰ第２期「国家レジリエンス（防災・減災）

の強化」において、衛星、ＡＩやビッグデータ

等の最新の科学技術を最大限活用した災害発

生時に国や市町村の意思決定の支援を行う情

報システムを構築するため、研究開発及び社会

実装を推進している。災害時にＳＮＳ上で、Ａ

Ｉを活用し人間に代わって自動的に被災者と

対話するシステムである防災チャットボット

等について、自治体等との実証実験を通じた研

究開発を進めている。 

また、準天頂衛星システム「みちびき」のサー

ビスを平成30年11月１日に開始し、みちびき

を経由して防災気象情報の提供を行う災害・危

機管理通報サービス及び避難所等における避

難者の安否情報を収集する安否確認サービス

の提供を行っている。 

総務省は、情報通信等の耐災害性の強化や被

災地の被災状況等を把握するためのＩＣＴの

研究開発を行っている。また、これまで総務省

が実施してきた災害時に被災地へ搬入して通

信を迅速に応急復旧させることが可能な通信

設備（移動式ＩＣＴユニット）等の研究成果の

社会実装や国内外への展開を推進している。 

防災科学技術研究所は、各種自然災害の情報

を共有・利活用するシステムの開発に関する研

究を実施するとともに、必要となる実証と、指

                                                  
1  Shared Information Platform for Disaster Management 
2  Information SUpport Team 
3  Polarimetric and Interferometric Airborne Synthetic Aperture Radar 

定公共機関としての役割に基づく行政におけ

る災害対応の情報支援を行っている。令和３年

７月１日からの大雨、令和３年８月の大雨にお

いては、「ＳＩＰ４Ｄ」に収集された情報や被

災地で収集された情報を一元的に集約し、各災

害に関連した過去の情報や分析結果等ととも

に、「防災クロスビュー」（bosaiXview；一般公

開）やＩＳＵＴ－ＳＩＴＥ（災害対応機関に限

定公開）と呼ばれる地図を表示するウェブサイ

トを介して災害対応機関へ情報発信を行い、状

況認識の統一等を支援した。 

消防庁消防研究センターでは、令和３年度か

らの新たな５年間の研究計画を設定し、①ド

ローンなどを活用した土砂災害時の消防活動

能力向上に係る研究開発、②地震発生時の市街

地火災による被害を抑制するための研究開発、

③危険物施設における地震災害を抑制するた

めの研究を自然災害への対応として進めてい

るところである。 

情報通信研究機構は、天候等にかかわらず災

害発生時における被災地の地表状況を随時・臨

機に観測可能な航空機搭載合成開口レーダ（Ｐ

ｉ－ＳＡＲ3）の高度化を実施している。また、

機構等が開発した、公衆通信網途絶地域におい

てサーバ機能を内蔵する可搬型通信装置同士

を物理的に移動させ、装置同士が接近時に高速

無線通信を行うことにより情報を同期して共

有できるシステムについては、自治体への導入

等が行われている。そのほか、ＳＮＳへの投稿

をリアルタイムに分析し災害関連情報を抽出

する情報分析技術の開発では、利便性を向上さ

せたユーザーインターフェースを整備し、自治

体等と連携して、防災訓練等での実証実験に取

り組んでいる。 

国土技術政策総合研究所は、地震を受けた地

方自治体の拠点建築物（庁舎等）の健全性迅速

判定技術の開発、災害後における居住継続のた

めの自立型エネルギーシステムの設計目標に
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関する研究を行っている。 

土木研究所は、国内外の水災害に対応するリ

スクマネジメント支援技術の開発、大地震に対

する構造物の被害最小化技術・早期復旧技術の

開発を実施している。 

宇宙航空研究開発機構は、陸域観測技術衛星

２号「だいち２号」（ＡＬＯＳ－２1）などの人

工衛星を活用した様々な災害の監視や被災状

況の把握に貢献している。 

また、新型コロナウイルス感染症の世界的な

流行を受けて、経済産業省は、EdTechの学校

への導入や在宅教育を促進するオンライン・コ

ンテンツの開発を進めることとした。また、越

境ＥＣ2の利活用促進や、デジタル商談プラッ

トフォームの構築、スマート保安の推進など、

非対面・遠隔での事業活動への支援を充実する

こととした。 

４．観測・予測データを統合した情報基盤

の構築等 

文部科学省は、「地球環境情報プラット

フォーム構築推進プログラム」において、地球

環境ビッグデータ（観測情報・予測情報等）を

蓄積・統合解析し、気候変動等の地球規模課題

の解決に資する情報基盤として、「データ統合・

解析システム（ＤＩＡＳ3）」を開発し、これま

でに国内外の研究開発を支えつつ、台風等によ

る洪水を予測するシステム等の成果を創出し

てきた。また、研究者や企業等国内外の多くの

ユーザーに長期的・安定的に利用されるための

運営体制を構築するとともに、エネルギー、気

象・気候、防災や農業等の社会的課題の解決に

資する共通基盤技術の開発を推進している。 

また、宇宙航空研究開発機構と共同で開発し

た超伝導サブミリ波リム放射サウンダ（ＳＭＩＬ

ＥＳ4）で取得されたデータを解析することに

                                                  
1  Advanced Land Observing Satellite-2 
2  Electronic Commerce 
3  Data Integration and Analysis System 
4  Superconducting Submillimeter-Wave Limb-Emission Sounder：大気の縁（リム）の方向にアンテナを向け、超伝導センサを使った高

感度低雑音受信機を用いて大気中の微量分子が自ら放射しているサブミリ波（300GHzから3,000GHzまでの周波数の電波をサブミリ波と
いう。このうち、ＳＭＩＬＥＳでは、624GHzから650GHzまでのサブミリ波を使用している。）を受信し、オゾンなどの量を測定する。 

5  Public/Private R&D Investment Strategic Expansion PrograM 

より、新たな知見に基づく地球環境変動への警

告を行うとともに、観測データの無償公開を令

和２年度より開始した。また、温室効果ガス観

測技術衛星ＧＯＳＡＴをはじめとした地球環

境観測データの独自な数理アルゴリズム解析

を推進している。さらに、電波の伝わり方に影

響を与える、太陽活動及び地球近傍の電磁環境

の監視・予警報を配信するとともに、宇宙環境

観測データの収集・管理・解析・公開を統合的

に行っている。また、これらの観測技術及び論

理モデルとＡＩを用いた予測技術を高度化す

る宇宙環境計測・予測技術の開発を進めている。 

さらに、気象庁では、「ひまわり８号」及び

「ひまわり９号」を運用し、熱帯低気圧や海面

水温等を観測しており、我が国のみならずアジ

ア太平洋地域の自然災害防止や気候変動監視

等に貢献している。 

➋ デジタル化等による効率的なインフ

ラマネジメント 

内閣府は、ＰＲＩＳＭ5（官民研究開発投資

拡大プログラム）「革新的建設・インフラ維持

管理技術／革新的防災・減災技術領域」におい

て、i-Constructionの推進等の関係府省の施策

に追加予算を配分し、これを加速することによ

り、イノベーション転換等を推進する。また、

着実かつ効率的なインフラメンテナンスを実

現するとともに、データの効果的な活用がもた

らすオープンイノベーションの加速を図るた

め、国と地方公共団体、民間のデータを連携さ

せる国土交通データプラットフォームの構築

を国土交通省と連携し、推進している。この取

組を中心に、内閣府において「連携型インフラ

データプラットフォーム」の構築を進め、令和

3年度にモデル事業においてデータ連携を試

行した。 
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国土交通省は、社会インフラの維持管理及び

災害対応の効果・効率の向上のためにロボット

の開発・導入を推進している。 

国土交通省は、調査・測量から設計、施工、

検査、維持管理・更新までのあらゆる建設生産

プロセスにおいてＩＣＴ等を活用する「 i-

Construction」を推進し、令和７年度までに建

設現場の生産性２割向上を目指している。さら

に、新型コロナウイルス感染症対策を契機とし

て、デジタル技術を活用して、管理者側の働き

方やユーザーに提供するサービス・手続なども

含めて、インフラ周りをスマートにし、従来の

「常識」を変革する「インフラ分野のＤＸ（デ

ジタル・トランスフォーメーション）」を推進

しており、例えば、３Ｄハザードマップを活用

したリアルに認識できるリスク情報の提供、現

場にいなくても現場管理が可能になるリモー

トでの立会いによる監督検査やデジタルデー

タを活用した鉄筋検査の試行、及び無人化施

工・自動化施工等に取り組んでいる。令和３年

度末には施策ごとの今後の具体的な工程や「実

現できる事項」を示したアクションプランを策

定した。令和４年はアクションプランの具体的

な工程に基づき、ＤＸによる変革に果敢に取り

組む「挑戦の年」として一層取組を加速化して

いく。 

国土地理院は、「i-Construction」を推進し、

インフラ分野のＤＸを加速させるため、調査・

測量、設計、施工、検査、維持管理・更新の各

工程で使用する位置情報の共通ルール「国家座

標」を整備している。また、３Ｄ測量の正確性・

効率性・信頼性向上に資する測量新技術に関す

る技術開発を行っている。 

国土技術政策総合研究所では、建設事業のＤ

Ｘ化による労働生産性向上に向けて、ＢＩＭ／

ＣＩＭ1モデル等のデジタルデータの活用に

向けたシステムの検討、新技術の活用・施工現

場データの分析に基づく建設技能者の作業改

善による労働生産性向上・安全性向上に繋がる

                                                  
1  Building Information Modeling/Construction Information Modeling/Management 

技術開発を行う「建設事業各段階のDXによる

抜本的な労働生産性向上に関する研究」を行っ

ている。そのほか、国土交通省本省関連部局と

連携し、既存の住宅・社会資本ストックの点検・

補修・更新等を効率化・高度化し、安全に利用

し続けるため、下水道施設の効率的な維持管理

手法の開発、既存建築物や敷地の利活用に関す

る手法・技術の開発を行っている。 

土木研究所は、橋
きょう

梁
りょう

、舗装及び管理用施設

を対象とした既設構造物の効果的（効率化・高

度化）なメンテナンスサイクルの実施に資する

手法の開発、並びに橋梁、土工構造物及びトン

ネルを対象とした管理レベルに対応した維持

管理や長寿命化を可能とする構造物の更新・新

設手法の開発、凍害・複合劣化等を受けるイン

フラの維持管理・更新技術の横断的（道路・河

川・港湾漁港・農業分野）技術開発と体系化に

ついて進めている。 

海上・港湾・航空技術研究所は、我が国の経

済・社会活動を支える沿岸域インフラの点検・

モニタリングに関する技術開発や、維持管理の

効率化及びライフサイクルコストの縮減に資

する研究を実施している。 

物質・材料研究機構は、社会インフラの長寿

命化・耐震化を推進するために、我が国が強み

を持つ材料分野において、インフラの点検・診

断技術、補修・更新技術、材料信頼性評価技術

や新規構造材料の研究開発の取組を総合的に

推進している。 

➌ 攻撃が多様化・高度化するサイバー空

間におけるセキュリティの確保 

「サイバーセキュリティ基本法」（平成26年

法律第104号）に基づき、サイバーセキュリ

ティに関する施策を総合的かつ効果的に推進

するため、内閣に設置された「サイバーセキュ

リティ戦略本部」（本部長：内閣官房長官）で

の検討を経て、令和３年９月28日に「サイバー

セキュリティ戦略」を閣議決定した。これに基
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づき、サイバーセキュリティに関する技術の研

究開発を推進している。 

内閣府は、平成30年度より、ＳＩＰ「ＩｏＴ

社会に対応したサイバー・フィジカル・セキュ

リティ」に取り組んでいる。本課題では、セキュ

アなSociety 5.0の実現に向け、ＩｏＴシステ

ム・サービス及び中小企業を含む大規模サプラ

イチェーン全体を守ることに活用できる「サイ

バー・フィジカル・セキュリティ対策基盤」の

開発と実証を行い、多様な社会インフラやサー

ビス、幅広いサプライチェーンを有する製造・

流通・ビル等の各産業分野への社会実装を推進

している。 

総務省は、情報通信研究機構等を通じて、サ

イバー攻撃観測やサイバーセキュリティ分野

の研究開発を推進している。さらに、当該研究

開発等を通じて得た技術的知見を活用して、巧

妙化・複雑化するサイバー攻撃に対し、実践的

な対処能力を持つセキュリティ人材を育成す

るため、同機構に組織した「ナショナルサイ

バートレーニングセンター」において、国の機

関、地方公共団体等を対象とした実践的サイ

バー防御演習（ＣＹＤＥＲ1）の実施や、若手

セキュリティ人材の育成（SecHack365）に取

り組んでいる。また、同機構が有するこれらの

技術・ノウハウや情報を中核として、同機構に

おいて、我が国のサイバーセキュリティ情報の

収集・分析とサイバーセキュリティ人材の育成

における産学の結節点となる「サイバーセキュ

リティ統合知的・人材育成基盤」（ＣＹＮＥＸ2）

を構築し、試験運用を実施している。経済産業

省は、ＩｏＴやＡＩによって実現される

「Society 5.0」におけるサプライチェーン全

体のサイバーセキュリティ確保を目的として、

産業に求められる対策の全体像を整理した「サ

イバー・フィジカル・セキュリティ対策フレー

ムワーク（ＣＰＳＦ）」を平成31年４月に策定

し、ＣＰＳＦに基づく産業分野別（工場、電力、

自動車等）のガイドラインの作成等を進めてい

                                                  
1  CYber Defense Exercise with Recurrence 
2  Cybersecurity Nexus 

る。また、ＣＰＳＦに連なる考え方として、サ

イバー空間におけるデータの取扱いやＩｏＴ

機器のセキュリティに係るフレームワークの

作成を進めている。平成30年11月に産業技術

総合研究所が設立した「サイバーフィジカルセ

キュリティ研究センター」では、サイバー空間

とフィジカル空間が融合する中で、高度化・複

雑化する脅威の分析と、脅威に対するセキュリ

ティ強化技術の研究開発を推進・実施している。

また重要インフラや我が国経済・社会の基盤を

支える産業における、サイバー攻撃に対する防

護力を強化するため、情報処理推進機構に設置

する産業サイバーセキュリティセンターにお

いて、官民の共同によりサイバーセキュリティ

対策の中核を担う人材の育成等の取組を推進

している。 

経済産業省は、非対面・遠隔での活動の基盤

として、サイバーセキュリティに関する検証技

術構築支援や中小企業の対策支援を行うとと

もに、中小企業のデジタル化促進のための設備

投資を後押しすることとしている。 

➍ 新たな生物学的な脅威への対応 

新型コロナウイルス感染症に対する研究開

発等については、治療法、診断法、ワクチン等

に関する研究開発等に対して支援を行ってい

る。 

治療法については、新型コロナウイルスの国

内感染例が確認されて以降、迅速に治療薬を創

出する観点から、当初は既存治療薬を用いてそ

の有効性・安全性の検討を行うドラッグリポジ

ショニングによる研究開発を中心に日本医療

研究開発機構を通じて支援してきたところで

ある。また、新規創薬の観点から、基礎研究及

び臨床研究等に対して支援を行い、SARS-CoV-

2増殖阻害活性を示す複数の新規化合物を見

出す等の成果が得られている。 

診断法についても日本医療研究開発機構を

通じ、遺伝子増幅の検査に関する迅速診断キッ
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ト、抗原迅速診断キット、検査試薬等の基盤的

研究を支援し、実用化されたほか、抗体検査

キットの性能評価結果については、厚生労働行

政推進調査事業費補助金による研究事業にお

いて作成された新型コロナウイルス感染症（Ｃ

ＯＶＩＤ－19）診療の手引きに反映された。ま

た、ウイルス等感染症対策技術の開発事業にお

いて、感染症の課題解決につながる研究開発や、

新型コロナウイルス感染症対策の現場のニー

ズに対応した機器・システムの開発・実証等へ

の支援を実施した。 

ワクチンについては、国内におけるワクチン

の開発の加速・供給体制強化の要請に対応する

ため、日本医療研究開発機構を通じて、国内の

企業・大学等による基礎研究、非臨床研究、臨

床研究の実施を支援しており、治験の最終段階

に入ったものもある。 

また、今回のパンデミックを契機にわが国に

おいてワクチン開発を滞らせた要因を明らか

にし、解決に向けて政府が一体となって必要な

体制を再構築し、長期継続的に取り組む国家戦

略として「ワクチン開発・生産体制強化戦略」

（令和３年６月１日閣議決定）を策定した。こ

の戦略に基づき、今後の感染症有事に備えた平

時からの研究開発・生産体制強化のため、日本

医療研究開発機構に先進的研究開発戦略セン

ター（ＳＣＡＲＤＡ1（スカーダ））を設置し、

医学、免疫学等の様々な専門領域や、バイオ医

薬品の研究開発・実用化、マネジメントに精通

した人材によるリーダーシップの下、国内外の

感染症・ワクチンに関する情報収集・分析を幅

広く行う体制を整備し、ワクチン研究開発・実

用化の全体を俯瞰して研究開発支援を進めて

いる。この新たな体制の下では、新たな創薬手

法による産学官の実用化研究の集中的な支援、

世界トップレベルの研究開発拠点の形成、創薬

ベンチャーの育成等の事業に取り組む。また、

日本医療研究開発機構における取組の他にも、

デュアルユースのワクチン製造拠点の整備等、

                                                  
1  SCARDA: Strategic Center of Biomedical Advanced Vaccine Research and Development for Preparedness and Response 

ワクチンの迅速な開発・供給を可能にする体制

の構築のために必要な取組を行っている。 

そのほか、新型コロナウイルスの流行により、

グローバルな対応体制の必要性が改めて明ら

かになったことを踏まえ、日本医療研究開発機

構を通じた支援により、国内外の感染症研究基

盤の強化や基礎的研究を推進（「新興・再興感

染症研究基盤創生事業」（文部科学省所管））す

るとともに、感染症有事の抜本的強化として、

感染症危機対応医薬品等の実用化に向けた開

発研究まで一貫して推進している（「新興・再

興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研

究事業」（厚生労働省所管））。また、日本が主

導するアジア地域における臨床研究・治験を進

めるための基盤構築を進めているところであ

る（「アジア地域における臨床研究・治験ネッ

トワーク構築事業」（厚生労働省所管））。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

の早期探知のため、無症状者に焦点を当てたＰ

ＣＲ検査等を行うモニタリング検査を実施し

たほか、アカデミアや企業から研究テーマの公

募を行い、スーパーコンピュータ「富岳」を用

いた飛
ひ

沫
まつ

シミュレーションをはじめとする感

染拡大防止に資する新技術に係る研究開発や、

新規陽性者数・重症者数等の感染状況に関する

シミュレーションを実施した。 

➎ 宇宙・海洋分野等の安全・安心への脅

威への対応 

１．宇宙分野の研究開発の推進 

今日、測位・通信・観測等の宇宙システムは、

我が国の安全保障や経済・社会活動を支えると

ともに、Society 5.0の実現に向けた基盤とし

ても、重要性が高まっている。こうした中、宇

宙活動は官民共創の時代を迎え、広範な分野で

宇宙利用による産業の活性化が図られてきて

いる。また、宇宙探査の進展により、人類の活

動領域が地球軌道を越えて月面、深宇宙へと拡

大しつつある中、「はやぶさ２」による小惑星
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からのサンプル回収の成功は、我が国の科学技

術の水準の高さを世界に示し、その力に対する

国民の期待を高めた。宇宙は科学技術のフロン

ティア及び経済成長の推進力として、更にその

重要性を増しており、我が国におけるイノベー

ションの創出の面でも大きな推進力になり得

る。 

こうした認識の下、政府は「宇宙基本計画」

（令和２年６月30日閣議決定）に基づき、我が

国の宇宙開発利用を国家戦略として、総合的か

つ計画的に強力に推進している。 

（１）宇宙輸送システム 

宇宙輸送システムは、人工衛星等の打上げを

担う宇宙開発利用の重要な柱であり、希望する

時期や軌道に人工衛星を打ち上げる能力は自

立性確保の観点から不可欠な技術基盤といえ

る。我が国は、自立的に宇宙活動を行う能力を

維持・発展させるとともに、国際競争力を確保

するため、平成26年度からＨ３ロケットの開

発に着手し、各種燃焼試験等を実施している。

また、イプシロンロケットについて、より一層

の打上げコスト低減と基幹ロケットの高い信

頼性との両立や衛星の運用性向上等により国

際競争力を強化することを目的として、令和２

年度からイプシロンSロケットの開発を進め

ている。 

                                                  
1  National Aeronautics and Space Administraction 
2  Global Precipitation Measurement 

（２）衛星測位システム 

内閣府は、準天頂衛星システム「みちびき」

について、平成30年11月１日に４機体制によ

る高精度測位サービスを開始するとともに、令

和５年度を目途に確立する７機体制と機能・性

能向上に向け、５号機、６号機及び７号機の開

発を進めている。また、「みちびき」の利用拡

大に向けて関係府省が連携し、自動車や農業機

械の自動走行、物流や防災分野など様々な実証

実験を進めている。 

（３）衛星通信・放送システム 

2020年代に国際競争力を持つ次世代静止

通信衛星を実現する観点から、総務省と文部科

学省が連携し、電気推進技術や大電力発電、フ

レキシブルペイロード技術等の技術実証のた

め、令和５年度の打上げを目指して、平成28年

度から技術試験衛星９号機の開発を行ってい

る。 

（４）衛星地球観測システム 

環境省は、平成20年度に打ち上げたＧＯＳ

ＡＴ及び平成30年度に打ち上げたＧＯＳＡＴ

－２により、全球の二酸化炭素とメタンの濃度

が地球規模で年々上昇している状況を明らか

にしてきた。このミッションを発展的に継承

し、脱炭素社会に向けた施策効果の把握を目

指し、後継機ＧＯＳＡＴ－ＧＷを令和５年度

の打ち上げに向け開発を進めている。 

宇宙航空研究開発機構は、地球規模での水

循環・気候変動メカニズムの解明を目的に平

成24年５月に打ち上げた「しずく」（ＧＣＯＭ

－Ｗ）及び平成29年12月に打ち上げた「しき

さい」（ＧＣＯＭ－Ｃ）の運用を行っている。「し

ずく」は、平成26年２月に米国航空宇宙局（Ｎ

ＡＳＡ1）との国際協力プロジェクトとして打

ち上げた全球降水観測計画（ＧＰＭ2）主衛星

のデータとともに気象庁において利用され、降

水予測精度向上に貢献するなど、気象予報や漁

H-ⅡAロケット43号機の打上げ 
提供：宇宙航空研究開発機構 
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場把握等の幅広い分野で活用されるとともに、

「しきさい」は、海外の大規模な森林火災の把

握にも活用されている。現在、水循環観測と温

室効果ガス観測のミッションの継続と観測能

力の更なる強化を目指して「しずく」と「いぶ

き２号」の各々の後継センサを相乗り搭載する

「温室効果ガス・水循環観測技術衛星」（ＧＯ

ＳＡＴ－ＧＷ）の開発を進めている。 

また、平成26年５月に打ち上げられた「だい

ち２号」は、様々な災害の監視や被災状況の把

握、森林や極域の氷の観測等を通じ、防災・災

害対策や地球温暖化対策などの地球規模課題

の解決に貢献している。現在、広域かつ高分解

能な撮像が可能な先進光学衛星（ＡＬＯＳ－３）

や先進レーダ衛星（ＡＬＯＳ－４）の開発を進

めている。また、令和２年11月に光データ中継

衛星の打上げを行い、これらの衛星間の光通信

の実証に向けた取組も進めており、災害発生時

の被災地の衛星データを即時に地上へ中継す

ることが可能となるなど、将来的に迅速な災害

対策に貢献することが期待されている。 

なお、我が国の人工衛星の安定的な運用に向

けて、文部科学省及び宇宙航空研究開発機構は、

平成14年度から宇宙状況把握システム（ＳＳ

Ａ1システム）を構築・運用し、地上からスペー

スデブリ（宇宙ゴミ）等の把握を行ってきてお

り、今後、令和５年度を目指して、防衛省をは

じめ政府機関一体となった新たなＳＳＡシス

テムの構築を進めることとしている。 

（５）宇宙科学・探査 

宇宙科学の分野においては、宇宙航空研究開

発機構が中心となり、世界初のＸ線の撮像と分

光を同時に行う人工衛星の開発・運用や、小惑

星探査機「はやぶさ」による小惑星「イトカワ」

からのサンプル回収など、Ｘ線・赤外線天文観

測や月・惑星探査などの分野で世界トップレベ

ルの業績を上げている。平成27年12月に金星

                                                  
1  Space Situational Awareness 
2  Smart Lander for Investigating Moon 
3  X-Ray Imaging and Spectroscopy Mission 

周回軌道へ投入された金星探査機「あかつき」

は、金星大気における「スーパーローテーショ

ン」の維持メカニズムの解明につながる成果を

上げ、平成26年12月に打ち上げた「はやぶさ

２」は、小惑星「リュウグウ」に到着後、小惑

星表面への人工クレーター作成、ひとつの小惑

星への２度の着陸成功など数々の世界初の快

挙を成し遂げた。令和２年12月に地球近傍に

帰還した「はやぶさ２」は、搭載するカプセル

を地球に向けて分離しカプセルはオーストラ

リアの砂漠地帯で回収された。カプセル内には

リュウグウ由来のサンプルが確認され、現在、

国内外の研究機関で詳細な分析が行われてお

り、探査機本体は、新たな小惑星の探査に向

かっている（令和13年到着予定）。 

このほか、欧州宇宙機関との国際協力による

水星探査計画（BepiColombo）の水星磁気圏探

査機「みお」（平成30年10月打上げ）が水星に

向けて航行中であり、我が国初となる月への無

人着陸を目指す小型月着陸実証機（ＳＬＩＭ2）

やＸ線分光撮像衛星（ＸＲＩＳＭ3）（共に令和

提供：宇宙航空研究開発機構 

光データ中継衛星 
提供：宇宙航空研究開発機構 
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４年度打上げ予定）、火星衛星からサンプルリ

ターンを行う火星衛星探査計画（ＭＭＸ1）（令

和６年度打上げ予定）の開発など、国際的な地

位の確立や人類のフロンティア拡大に資する

宇宙科学分野の研究開発を推進している。 

また、総務省では、後述の国際宇宙探査計画

（アルテミス計画）へ我が国が参画を決定した

ことを踏まえ、月面活動においてエネルギー資

源として活用が期待される水資源の地表面探

査を実現するため、令和３年度から、テラヘル

ツ波を用いた月面の広域な水エネルギー資源

探査の研究開発を開始している。 

（６）有人宇宙活動 

国際宇宙ステーション（ＩＳＳ2）計画3は、

日本・米国・欧州・カナダ・ロシアの５極（15

か国）共同の国際協力プロジェクトである。我

が国は、日本実験棟「きぼう」及び宇宙ステー

ション補給機「こうのとり」（ＨＴＶ4）の開発・

運用や日本人宇宙飛行士のＩＳＳ長期滞在に

より本計画に参加している。これまでに、有人・

無人宇宙技術の獲得、国際的地位の確立、宇宙

産業の振興、宇宙環境利用による社会的利益及

び青少年育成等の多様な成果を上げてきてい

る。「こうのとり」は、2009年（平成21年）の

初号機から2020年（令和２年）の９号機まで

の全てにおいてミッションを成功させており、

最大約６トンという世界最大級の補給能力や、

一度に複数の大型実験装置の搭載など「こうの

とり」のみが備える機能などによりＩＳＳの利

用・運用を支えてきた。現在は、「こうのとり」

で培った経験を活かし、開発・運用コストを削

減しつつ、輸送能力の向上を目指し、後継機で

ある新型宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ－Ｘ）

の開発を進めている。 

また、2021年（令和３年）４月には、約半

年間のＩＳＳ長期滞在から帰還間近の野口聡

                                                  
1  Martian Moons eXploration 
2  International Space Station 
3  日本・米国・欧州・カナダ・ロシアの政府間協定に基づき地球周回低軌道（約400 km）上に有人宇宙ステーションを建設、運用、利用す

る国際協力プロジェクト 
4  H-Ⅱ Transfer Vehicle 

一宇宙飛行士と、滞在を開始した星出彰彦宇宙

飛行士の日本人宇宙飛行士２名がＩＳＳに同

時に滞在することになった。星出宇宙飛行士は

日本人２人目となるＩＳＳ船長を務め、同年

11月に帰還した。さらに、同年11月から2022

年（令和４年）３月まで、宇宙航空研究開発機

構において新しい日本人宇宙飛行士の募集を

実施した。 

（７）国際宇宙探査 

国際宇宙探査計画「アルテミス計画」は、月

周回有人拠点「ゲートウェイ」の建設や将来の

火星有人探査に向けた技術実証、月面での持続

的な有人活動などを民間企業の参画を得なが

ら国際協力により進めていく、米国が主導する

計画である。我が国は、2019年（令和元年）

10月にアルテミス計画への参画を決定し、欧

州及びカナダも参画を表明している。上記決定

を踏まえ、2020年（令和２年）７月には、文

部科学省と米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）との間

で、月探査協力に関する共同宣言に署名した。

その後、12月には、日本政府とＮＡＳＡとの間

で、ゲートウェイのための協力に関する了解覚

書への署名が行われ、我が国がゲートウェイへ

の機器等を提供することや、ＮＡＳＡが日本人

宇宙飛行士のゲートウェイ搭乗機会を複数回

提供することなど、共同宣言において確認され

た協力内容を可能とする法的枠組みが設けら

れた。 

（８）宇宙の利用を促進するための取組 

文部科学省は、人工衛星に係る潜在的なユー

ザーや利用形態の開拓など、宇宙利用の裾野の

拡大を目的とした「宇宙航空科学技術推進委託

費」により産学官の英知を幅広く活用する仕組

みを構築した。これにより、宇宙航空分野の人

材育成及び防災、環境等の分野における実用化
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を見据えた宇宙利用技術の研究開発等を引き

続き行っている。 

経済産業省は、石油資源の遠隔探知能力の

向上等を可能とするハイパースペクトルセ

ンサ（ＨＩＳＵＩ1）の開発を進めており、令

和元年12月に国際宇宙ステーションの日本実

験棟「きぼう」に搭載後、令和３年度は取得デー

タの解析・利用実証を実施した。また、民生分

野の技術等を活用した低価格・高性能な宇宙用

部品・コンポーネントの開発支援と軌道上実証

機会の提供及び量産・コンステレーション化を

見据えた低価格・高性能な小型衛星汎用バス開

発・実証等を行っている。加えて、ビッグデー

タ化する宇宙データの利用拡大の観点から、政

府衛星データをオープン＆フリー化するとと

もに、ユーザーにとって衛星データを利用しや

すい環境を提供するため、衛星データプラット

フォーム（Tellus）の整備を進めた。 

 

 

  

近年、国際社会において宇宙開発利用の拡大に向けた取組が活発化している。我が国においては、宇宙に

おける国際競争力を強化していくための重要な要素の１つとして、月や火星での持続的な有人活動で活用が

期待される、QOL（Quality of Life）重視型の持続可能な食料供給システムの開発に取り組もうとしている。 

農林水産省では、内閣府が創設した「宇宙開発利用加速化戦略プログラム」の一環として、令和３年度か

ら「月面等における長期滞在を支える高度資源循環型食料供給システムの開発」戦略プロジェクトを開始し

た。本プロジェクトでは、将来の月面基地での食料生産を想定した閉鎖空間において、①イネ、ダイズ、イモ

類などの作物を対象とした環境制御による栽培技術と発酵系等を利用した資源再生技術を組み合わせた高効

率な食料供給システムの開発、②閉鎖隔離環境における心身の健康や良好な人間関係等の維持・向上を図る

ための食によるQOLマネジメントシステムの開発等を行うこととしている。 

これらを通じ、将来の宇宙での食料供給の実現に向けて研究開発を進めることにより、我が国の食料生産

技術の向上が図られ、世界の食糧問題の解消等へ波及することが期待される。 
  

 

 
  

 

＜参考URL＞ 農水省ホームページ 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/sanki/soumu/ 

uchushoku.html  
  

 

 

                                                  
1  Hyperspectral Imager SUIte 

資料／資源循環型食料供給システムの開発 
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宇宙における食料供給システムの開発を実施 
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２．海洋分野の研究開発の推進 

四方を海に囲まれ、世界有数の広大な管轄海

域を有する我が国は、海洋科学技術を国家戦略

上重要な科学技術として捉え、科学技術の多義

性を踏まえつつ、長期的視野に立って継続的に

取組を強化していく必要がある。また、海洋の

生物資源や生態系の保全、エネルギー・鉱物資

源確保、地球温暖化や海洋プラスチックごみな

どの地球規模課題への対応、地震・津波・火山

等の脅威への対策、北極域の持続的な利活用、

海洋産業の競争力強化等において、海洋に関す

る科学的知見の収集・活用に取り組むことは重

要である。 

内閣府は、総合海洋政策本部と一体となって、

第３期海洋基本計画（平成30年５月15日閣議

決定）と整合を図りつつ、海洋に関する技術開

発課題等の解決に向けた取組を推進している。 

文部科学省は、第３期海洋基本計画の策定等

を踏まえ、科学技術・学術審議会海洋開発分科

会において平成28年に策定された「海洋科学

技術に係る研究開発計画」を平成31年１月に

改訂し、未来の産業創造に向けたイノベーショ

ン創出に資する海洋科学技術分野の研究開発

を推進している。 

海洋研究開発機構は、船舶や探査機、観測機

器等を用いて深海底・氷海域等のアクセス困難

な場所を含めた海洋における調査・研究を行い、

得られたデータを用いたシミュレーションや

データのアーカイブ・発信を行っている。また、

これらの技術を活用し、いまだ十分に解明され

ていない領域の実態を解明するための基礎研

究を推進している。 

（１）海洋の調査・観測技術 

海洋研究開発機構は、海底下に広がる微生物

生命圏や海溝型地震及び津波の発生メカニズ

ム、海底資源の成因や存在の可能性等を解明

するため、地球深部探査船「ちきゅう」の掘

削技術やＤＯＮＥＴを用いたリアルタイム観

測技術等の開発を進めるとともに、それらの技

術を活用した調査・研究・技術開発を実施して

いる。また、大きな災害をもたらす巨大地震や

津波等、深海底から生じる諸現象の実態を理解

するため、研究船や有人潜水調査船「しんかい

6500」、無人探査機等を用いた地殻構造探査

等により、日本列島周辺海域から太平洋全域を

対象に調査研究を行っている。 

（２）海洋の持続的な開発・利用等に資

する技術 

文部科学省は、大学等が有する高度な技術や

知見を幅広く活用し、海洋生態系や海洋環境等

の海洋情報をより効率的かつ高精度に把握す

る観測・計測技術の研究開発を「海洋資源利用

促進技術開発プログラム」のうち「海洋情報把

握技術開発」において実施している。 

海洋研究開発機構は、我が国の海洋の産業利

用の促進に貢献するため、生物・非生物の両面

から海洋における物質循環と有用資源の成因

の理解を進め、得られた科学的知見、データ、

技術及びサンプルを関連産業に展開している。 

地球深部探査船「ちきゅう」 
提供：海洋研究開発機構 

有人潜水調査船「しんかい6500」 
提供：海洋研究開発機構 
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（３）海洋の安全確保と環境保全に資する

技術 

食糧生産や気候調整等で人間社会と密接に

関わる海洋生態系は、近年、汚染・温暖化・ 乱

獲等の環境ストレスにさらされており、これら

を踏まえた海洋生態系の理解・保全・利用が課

題となっている。このため、文部科学省は、「海

洋資源利用促進技術開発プログラム」のうち

「海洋生物ビッグデータ活用技術高度化」にお

いて、既存のデータやデータ取得技術を基に

ビッグデータから新たな知見を見いだすこと

で、複雑で多様な海洋生態系を理解し、保全・

利用へと展開する研究開発を行っている。 

海上・港湾・航空技術研究所は、海洋資源・

エネルギー開発に係る基盤的技術の基礎とな

る海洋構造物の安全性評価手法及び環境負荷

軽減手法の開発・高度化に関する研究を行って

いる。 

海上保安庁は、海上交通の安全確保及び運航

効率の向上のため、船舶の動静情報等を収集す

るとともに、これらのビッグデータを解析する

ことにより海上における船舶交通流を予測し、

船舶にフィードバックするシステムの開発を

行っている。 

 

 

  

令和３年８月13日、小笠原諸島最南端部に位置する福徳岡ノ場海底火山が噴火し、大量の軽石を放出しま

した。浮遊する軽石は軽石筏
いかだ

と呼ばれる大きな集団を形成して、海流や風の影響を受けながら海上を漂流し

ました。その大部分は東から西方向へと漂流し、10月初旬ごろから沖縄・奄美等の琉球列島に漂着し始め、

現地の海上交通や漁業、観光等にも影響を及ぼしました。さらに、軽石は黒潮等の海流に乗り、伊豆諸島等

にも漂着したことが確認されています。 

福徳岡ノ場由来の軽石が琉球列島に漂着したのは今回が初めてではなく、昭和61年の噴火の際にも琉球列

島で軽石漂着が確認されました。しかし、今回のように、浜や港全体を埋め尽くしたという記録はこれまで

になく、白い砂浜に漂着した灰色の軽石は目立ち、多くの人の関心の的となりました。 

軽石は、爆発的な噴火で噴出したマグマが、急冷されて固まったものです。地下のマグマには大量のガス

が溶け込んでいますが、噴火に伴って、マグマからほとんどのガスが放出されます。時間をかけてマグマが

固まると、ガスが抜けて緻密な岩石になりますが、今回のような高い噴煙を形成する爆発的な噴火をすると、

ガスが膨張しながらマグマが固まるため、空
くう

隙
げき

の多い岩石（軽石）となります。空隙のため全体の密度は水

よりも軽くなり、沈まずに長い期間漂流を続けることになります。軽石中の鉱物に含まれている化学成分を

分析した結果、今回のマグマには、地殻よりも深いところで生まれた玄武岩マグマが含まれていることが明

らかになりました。したがって、マントルで生まれた玄武岩マグマが地殻中のマグマ溜
た

まりに注入し、爆発

的な噴火を引き起こしたことが示唆されます。今後の更なる解析により、噴火のメカニズムの解明が期待さ

れます。 

また、海洋研究開発機構（ＪＡＭＳＴＥＣ1）では、10月中旬に琉球列島で軽石が問題になり始めたことを

きっかけに、どのように福徳岡ノ場から軽石が到達したかシミュレーションを行い、11月末には関東付近に

も漂着する可能性があることを予測しました。上記の予測計算は、軽石漂流の状況をおおよそ捉えていたと

はいえ、琉球列島以外の各地にも影響が広がる可能性を示唆していたことから、より精
せい

緻
ち

な予測計算が必要

とされました。そこで、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）と協力し、ＪＡＸＡが人工衛星で発見した軽石の

位置から漂流計算を行うことで、より現実に近づけた予測計算も行いました。実際に11月下旬には予測通り

まとまった量の軽石が伊豆諸島に到達し、メディアにも多く取り上げられました。また、ＪＡＭＳＴＥＣで

は、予測結果をYouTubeで公表しており、各地の自治体や漁業者などに活用されています。 
  

 

  

                                                  
1  Japan Agency for Marin-Earth Science and Technology 

2-7 

  

福徳岡ノ場噴火から噴出した大量の軽石漂流を読み解く 
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ＪＡＭＳＴＥＣでは平常時から、自動昇降型漂流ブイ「アルゴフロート」や船舶による海洋観測を継続的

に実施し、そこから得られた観測データを地球シミュレータ等のスーパーコンピュータを用いて解析するこ

とにより、海洋予測を行っています。この予測結果は公表され、基礎研究のみならず社会応用研究（漁業、海

の温暖化、海洋プラスチック等）にも活用されており、今回のようなシミュレーションにも対応できたとい

えます。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ http://www.jamstec.go.jp/j/jamstec_news/20211116 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

３．防衛分野の研究開発の推進 

「国家安全保障戦略」（平成25年12月17日

国家安全保障会議・閣議決定）において、「我

が国の高い技術力は、経済力や防衛力の基盤で

あることはもとより、国際社会が我が国に強く

求める価値ある資源でもある。このため、デュ

アル・ユース技術を含め、一層の技術の振興を

促し、我が国の技術力の強化を図る必要がある」

と掲げられている。国家安全保障戦略に基づき、

国家安全保障上の諸課題に対し、関係府省や産

学官の連携の下、必要な技術の研究開発を推進

することが求められている。 

防衛省は、防衛分野での将来における研究開

発に資することを期待し、先進的な民生技術に

ついての基礎研究を、公募・委託する安全保障

技術研究推進制度（第２-２-２図）を平成27年

度から実施している。また、令和３年度には技

術シンクタンク機能を立ち上げ将来の我が国

防衛にとって重要となる先進的な民生技術の

調査及び防衛分野への適用に向けた技術育成

方針の検討に資する分析を進めている。 

  

航空機から撮影された軽石の漂流 
提供：海上保安庁 

海上で採取された軽石。表面は噴火、漂流により円

摩されているが、内部は発泡し、ガラスが引き延ば

されて繊維状になったり、発泡してスポンジ状に

なったりしている。 
提供：海洋研究開発機構 
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■第２-２-２図／安全保障技術研究推進制度 
  

 
資料：防衛装備庁作成 

  

 

加えて、ＡＩ等の技術革新のサイクルが速く、

進展の速い民生先端技術を技術者と運用者が

一体となり速やかに取り込むことで、３年程度

の短期間での実用化を図る取組を平成29年度

より実施している。さらに、ゲーム・チェン

ジャーとなり得る防衛装備品の早期実用化の

ため、防衛省が実施する当該装備品のコア技術

の研究と並行し、関連する重要な構成技術を民

間企業等に研究委託する取組を令和４年度よ

り開始する。 

 

 

  

近年、人工知能（ＡＩ）技術は、医療、農業、物流等あらゆる分野において大きな影響を与えると期待され

ており、日々の暮らしを変えつつある。 

これは防衛分野においても同様であり、情報処理の高速化・省力化、状況判断・作戦立案、無人機を利用し

た高度な索敵等へのＡＩ技術の活用が期待され、米中をはじめ多くの国がＡＩ技術に係る研究開発に積極的

な投資を行い、装備品等への適用を着実に進めている。 

防衛省においても、ＡＩ技術をゲーム・チェンジャーとなり得る重要技術として、投資を行うとともに、

早期の適用を実現させるべく様々な取組を実施している。例えば、常時継続的な情報収集・警戒監視活動等

を効率的に実施するため、レーダ画像の識別をＡＩ技術により自動化する技術の研究、水中監視用無人機の

自律監視技術に関する研究等に着手している。その他、新たな取組として、令和４年１月から同年３月にか

けて実施した空対空戦闘に活用可能なＡＩモデルに関するコンペティションがあげられる。ＡＩ技術は民間

セクターでの技術進展が著しく、防衛分野への早

期の適用・高度化にあたっては、優れた民生技術

の発掘が重要となっており、コンペティションと

いった取組により、広く一般から情報を収集する

ことは、研究を促進させる効果的な手段の一つと

なっている。本コンペティションでは、677件の応

募があり、広く民間のＡＩ技術情報が収集された。

今後、防衛省において、上位入賞者のＡＩモデル

の優位性等を分析し、将来のＡＩ技術の研究に活

かしていく。 

今後も進展し続けるＡＩ技術を防衛分野で早期

実装させるためには、防衛省と企業・大学、産学

官の一層の連携が必要となる。 
   

2-8 

  

防衛分野におけるＡＩに係る研究開発 

ＡＩによる飛行モデル（イメージ） 
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４．警察におけるテロ対策に関する研究開

発の推進 

科学警察研究所においては、都市部における

放射線テロを想定した被害予測シミュレータ

の開発を実施している。疑似線源とスマート

フォンを活用した仮想放射線測定システムの

改良も進め、核セキュリティ事案を想定した初

動対処訓練や医療分野における放射線教育等

に活用している。 

また、国際テロで用いられている、市販原料

から製造される手製爆薬に関する威力・感度の

評価や実証試験を実施するとともに、爆発物原

料管理者対策に資する研究を実施している。 

➏ 安全・安心確保のための「知る」「育て

る」「生かす」「守る」取組 

内閣府は国内外の技術動向、社会経済動向、

安全保障など多様な視点から科学技術・イノ

ベーションに関する調査研究を行うシンクタ

ンク機能について令和５年度の本格的な立ち

上げを目指し、令和３年秋から令和４年度にか

けてシンクタンク機能に関する試行事業を実施

している。また、経済安全保障の確保・強化の

観点から、ＡＩや量子、宇宙、海洋等の技術分

野に関し、民生利用や公的利用への幅広い活用

を目指して先端的な重要技術の研究開発を進

める「経済安全保障重要技術育成プログラム」

について令和３年度補正予算により予算措置

し、令和４年３月に基金を造成した（令和４年

度中に公募を開始する予定。）。更に、研究活動

の国際化・オープン化に伴う新たなリスクに対

し、大学や研究機関における研究の健全性・公

正性（研究インテグリティ1）の自律的確保に

向けた取組を行った2。 

経済産業省は、令和３年度に、文部科学省等

の関係省庁と連携し、大学・研究機関等向けの

安全保障貿易管理説明会を開催するとともに

令和４年５月１日に施行する外為法の「みなし

                                                  
1  研究インテグリティは、研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求められる、研究の健全性・公正性を意味する。 
2  詳細は第２章第１節  ➎ １（６）研究活動の国際化・オープン化に伴う研究の健全性・公正性（研究インテグリティ）の自律的な確保にお

いて後述。 
3  Small Business Innovation Research 

輸出」管理の運用明確化の周知・説明、安全保

障貿易に係る機微技術管理ガイダンスの改訂

等を通じて、大学等の内部管理体制の強化及び

機微な技術の流出防止の取組を促進した。 

また、政府研究開発事業の契約に際し、安全

保障貿易管理体制の構築を求める安全保障貿

易管理の要件化の取組を進めるため、内閣府と

経済産業省が連携して資金配分機関や関係府

省等に対して働きかけを行った。 

機微技術の輸出管理のあり方などについて、

国際輸出管理レジームを含めた関係国間にお

いて議論を行っている。 

内閣情報調査室をはじめ、警察庁、公安調査

庁、外務省、防衛省の情報コミュニティ各省庁

は、相互に緊密な連携を保ちつつ、経済安全保

障分野を含む情報の収集活動等に当たってお

り、令和４年度当初予算では経済インテリジェ

ンスに係る人員について、約130人の定員増を

計上した。 

 ４ 価値共創型の新たな産業を創出

する基盤となるイノベーション・

エコシステムの形成 

社会のニーズを原動力として課題の解決に

挑むスタートアップを次々と生み出し、企業、

大学、公的研究機関等が多様性を確保しつつ相

互に連携して価値を共創する新たな産業基盤

が構築された社会を目指している。 

➊ 社会ニーズに基づくスタートアップ

創出・成長の支援 

１．ＳＢＩＲ制度による支援 

ＳＢＩＲ3制度においては、中小企業等経営

強化法（平成11年法律第18号）から科学技術・

イノベーション創出の活性化に関する法律（平

成20年法律第63号）へ根拠規定を移管したこ

とにより、イノベーション政策として省庁横断

の取組を強化するとともに、これまでの特定補
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助金等を指定補助金等、特定新技術補助金等に

改めた。特定新技術補助金等については、革新

的な研究開発を行う研究開発型スタートアッ

プ等への支出機会の増大を図るため、令和３年

度の支出目標額を約537億円に定めた。また、

関係８省（総務省、文部科学省、厚生労働省、

農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、

防衛省）で合計９の指定補助金等を指定し、公

募・執行に関する各省庁統一的な運用ルールを

定め、技術開発成果の事業化を促進するととも

に、日本政策金融公庫による特別利率による融

資等の事業化支援措置をスタートアップ企業

等に周知し、利用促進を図った。 

農林水産省は、生物系特定産業技術研究支援

センターを通じて、農林水産・食品分野におい

て新たなビジネスを創出するため、令和３年度

から技術シーズの創出から開発技術の事業化

までを一体的に支援する「スタートアップへの

総合的支援」を開始した。 

２．大学等発ベンチャーの支援 

大学等発ベンチャーの新規創設数は、一時期

減少傾向にあったが、近年は回復基調にあり、

令和２年度の実績は233件となった。 

科学技術振興機構は、「大学発新産業創出プ

ログラム（ＳＴＡＲＴ1）」を実施しており、起

業前段階から公的資金と民間の事業化ノウハ

ウ等を組み合わせることにより、ポストコロナ

の社会変革や社会課題解決につながる新規性

と社会的インパクトを有する大学等発スター

トアップを創出する取組への支援や、スタート

アップ・エコシステム拠点都市において、大学・

自治体・産業界のリソースを結集し、世界に伍

するスタートアップの創出に取り組むエコシ

ステムを構築する取組への支援を実施してい

る。「出資型新事業創出支援プログラム（ＳＵＣ

ＣＥＳＳ2）」では、科学技術振興機構の研究開

発成果を活用するベンチャー企業への出資等

                                                  
1  Program for Creating STart-ups from Advanced Research and Technology 
2  SUpport Program of Capital Contribution to Early-Stage CompanieS 
3  Plus参加9機関：新エネルギー・産業技術総合開発機構、日本医療研究開発機構、国際協力機構、科学技術振興機構、農業・食品産業技術

総合研究機構、日本貿易振興機構、情報処理推進機構、産業技術総合研究所、中小企業基盤整備機構 

を実施することにより、当該企業の事業活動を

通じて研究開発成果の実用化を促進している。 

経済産業省は、新エネルギー・産業技術総合

開発機構が令和２年度から実施している「官民

による若手研究者発掘支援事業」において、事

業化を目指す大学等の若手研究者と企業の

マッチングを伴走支援するとともに、企業との

共同研究費等の助成をしている。 

３．研究開発型スタートアップ支援事業 

経済産業省では、新エネルギー・産業技術総

合開発機構を通じて、我が国における技術シー

ズの発掘から事業化までを一体的に支援する

ため、創業前の起業家支援や、民間ベンチャー

キャピタル等と協調した起業後初期の研究開

発支援、事業会社と連携した事業化支援等、研

究開発型スタートアップの成長フェーズに応

じてシームレスに支援する「研究開発型スター

トアップ支援事業」を実施している。 

また、スタートアップ支援を行う９つの政府

系機関3は、令和２年７月に「スタートアップ・

エコシステムの形成に向けた支援に関する協

定書」を締結し、スタートアップ支援に関する

プラットフォーム（通称Plus（プラス）

“Platform for unified support for startups”）

を創設している。その活動の一環として、新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構において、ワ

ンストップ相談窓口「Plus One（プラスワン）」

を運用し、スタートアップへの支援制度に関す

る情報提供・相談対応等を行った。 

➋ 企業のイノベーション活動の促進 

経済産業省は、ISO56000シリーズの動向、

国内外のイノベーション経営に関する動向を

踏まえつつ、施策の検討を行っている。 

内閣府はオープンでアジャイルなイノベー

ションの創出に不可欠なオープンソースソフ

トウエア（ＯＳＳ）の経営上の重要性の理解促
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進とＯＳＳ活用に対する意識向上のため、企業

関係者が集う日本知的財産協会主催の研修会

でパネルディスカッションを実施した。 

➌ 産学官連携による新たな価値共創の

推進 

１．国内外の産学官連携活動の現状 

（１）大学等における産学官連携活動の実

施状況 

平成16年４月の国立大学法人化以降、総じ

て大学等における産学官連携活動は着実に実

績を上げている。令和２年度は、民間企業との

共同研究による大学等の研究費受入額は約

847億円（前年度6.3％増）、このうち１件当た

りの受入額が1,000万円以上の共同研究によ

る大学等の研究費受入額は約466億円（前年度

13.2％増）、また特許権実施等件数は２万

1,056件であり、前年度と比べて着実に増加し

ている（第２-２-３図）。 

 

■第２-２-３図／大学等における共同研究等の実績 
  

   
 

注：１．国公私立の大学等を対象 

  ２．大学等とは大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関を指す。 

  ３．特許権実施等件数は、実施許諾又は譲渡した特許権（「受ける権利」の段階のものも含む。）を指す。 

資料：文部科学省「令和２年度 大学等における産学連携等実施状況について」（令和４年２月１日公表） 
  

 

（２） 技術移転機関（ＴＬＯ）における活

動状況 

令和４年１月現在、32のＴＬＯ1が「大学等

における技術に関する研究成果の民間事業者

への移転の促進に関する法律」（平成10年法律

第52号）に基づき文部科学省及び経済産業省

の承認を受けている。 

この点、昨今の第４次産業革命への対応とも

相まって、大学における研究成果の社会還元を

一層進めることが産業技術の向上や新たな事

業分野の開拓に資することとなる。こうしたこ

とから、令和元年度より、文部科学省では、「イ

ノベーションマネジメントハブ形成支援事業」

を開始し、大学、産業界、ＴＬＯのネットワー

ク強化を図ることを通じて、大学における知的

財産の効果的活用や共同研究の構築に資する

                                                  
1  Technology Licensing Organization 

環境整備を推進している。 

２．大学等の産学官連携体制の整備 

政府は、我が国の大学・国立研究開発法人と

外国企業との共同研究等の産学官連携体制に関

し、安全保障貿易管理等に配慮した外国企業と

の連携に係るガイドラインの検討を開始した。 

文部科学省及び経済産業省は、企業から大

学・国立研究開発法人等への投資を今後10年

間で３倍に増やすことを目指す政府目標を踏

まえ、産業界から見た、大学・国立研究開発法

人が産学官連携機能を強化する上での課題と

それに対する処方箋を取りまとめた「産学官連

携による共同研究強化のためのガイドライン」

を平成28年11月に策定した。さらに、当該ガ

イドラインの実効性を向上させるために大学
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等におけるボトルネックの解消に向けた処方

箋と新たに産業界／企業における課題と処方

箋を体系化した追補版を令和２年６月に取り

まとめ、具体的な取組手法を整理したＦＡＱ1

を令和４年３月に公表し、その普及に努めてい

る。また、平成30年度から「オープンイノベー

ション機構の整備」を開始し、企業の事業戦略

に深く関わる大型共同研究（競争領域に重点）

を集中的にマネジメントする体制の整備を通

じて、大型共同研究の推進により民間投資の促

進を図っている。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

 
 

また、令和元年７月、文部科学省、一般社団

法人日本経済団体連合会及び経済産業省と共

同で「大学ファクトブック2019」を公表し、

産学官連携活動に関する大学の取組の「見える

化」を進めた。令和４年３月に最新のデータを

基に内容を更新した「大学ファクトブック

2022」を取りまとめた。 

農林水産省は、産学連携支援事業により、全

国に農林水産・食品産業分野を専門とする産学

連携コーディネーターを配置し、ニーズの収

集・把握、シーズの収集・提供を行うとともに、

産学官のマッチング支援や研究開発資金の紹

介・取得支援、商品化・事業化支援等を実施し

ている。 

３．産学官の共同研究開発の強化 

科学技術振興機構は、大学等の研究成果の実

用化促進のため、多様な技術シーズの掘り起こ

しや、先端的基礎研究成果を持つ研究者の企業

探索段階から、中核技術の構築や実用化開発の

                                                  
1  Frequently Asked Questions 
2  Adaptable and Seamless Technology transfer Program through targetdriven R&D 
3  National Institute of Information and Communications Technology 
4  Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries Research Network 

推進等を通じた企業への技術移転まで、ハンズ

オン支援を実施する「研究成果最適展開支援プ

ログラム（Ａ－ＳＴＥＰ2）」や、国から出資さ

れた資金等により、大学等の研究成果を用いて

企業が行う開発リスクを伴う大規模な事業化

開発を支援する「産学共同実用化開発事業（Ｎ

ｅｘＴＥＰ）」を実施している。 

経済産業省は、新エネルギー・産業技術総合

開発機構が令和２年度から実施している「官民

による若手研究者発掘支援事業」において、事

業化を目指す大学等の若手研究者と企業の

マッチングを伴走支援するとともに、企業との

共同研究費等の助成を通して、若手研究者の支

援と大学への民間投資額の３倍増を目指して

支援している。 

総務省は、情報通信研究機構が構築・運営し

ているＮＩＣＴ3総合テストベッドにより、産

学官連携によるＩｏＴや新世代ネットワーク

等の技術実証・社会実証を推進している。 

農林水産省は、農林水産関連の研究機関

を相互に接続する農林水産省研究ネット

ワーク（ＭＡＦＦＩＮ4）を構築・運営しており、

令和３年度現在で72機関が接続している。ＭＡ

ＦＦＩＮはフィリピンと接続しており、海外と

の研究情報流通の一翼を担っている。 

４．産学官協働の「場」の構築 

科学技術によるイノベーションを効率的に

かつ迅速に進めていくためには、産学官が協働

し、取り組むための「場」を構築することが必

要である。科学技術振興機構においては、下記

の（１）から（３）の事業について、令和元年

度より「共創の場形成支援」として大括
くく

り化し、

一体的に推進している。 
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（１） 知と人材が集積するイノベーショ

ン・エコシステムの形成 

科学技術振興機構は、ウィズ/ポストコロナ

時代を見据えつつ、国連の持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ1）に基づく未来のありたい社会像

の実現に向けた、バックキャスト型の研究開発

を行う産学官共創拠点の形成を支援するため、

令和２年度から「共創の場形成支援プログラム

（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」を実施しており、令和

３年度は35拠点の研究開発を推進している。 

（２） 革新的イノベーション創出拠点の形

成 

科学技術振興機構では平成25年度から「セ

ンター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ2）プ

ログラム」を実施しており、全18拠点で革新的

イノベーションを産学連携で実現するための

研究開発を推進している。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

 
 

 

 

 

（３）オープンイノベーションを加速する

産学共創プラットフォームの形成 

科学技術振興機構は、平成28年度より「産

学共創プラットフォーム共同研究推進プログ

ラム（ＯＰＥＲＡ3）」を実施しており、民間企

業とのマッチングファンドにより、複数企業か

ら成るコンソーシアム型の連携による非競争

領域における大型共同研究と博士課程学生等

の人材育成、大学の産学連携システム改革等と

を一体的に推進することにより、「組織」対「組

織」による本格的産学連携を実現し、我が国の

オープンイノベーションの本格的駆動を図っ

ている。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

 
 
 

（４） 産業技術総合研究所により技術シーズ

の発掘及び研究開発プログラムの発掘

及び研究開発プロジェクトの推進 

産業技術総合研究所は、産業技術に関する産

業界や社会からの多様なニーズを捉えながら、

技術シーズの発掘や研究開発プロジェクトの

推進を行っている。具体的な取組としては、

オープンイノベーションハブとしての「ＴＩＡ」

                                                  
1  Sustainable Development Goals 
2  Center of Innovation 
3  Program on Open Innovation Platform with Enterprises, Research Institute and Academia 

の活動を推進するとともに、共創の場の形成の

一環として16の技術研究組合に参画している

（令和４年３月31日現在）。 

５．オープンイノベーション拠点の形成 

（１）筑波研究学園都市 

筑波研究学園都市は、我が国における高水準

の試験研究・教育の拠点形成と東京の過密緩和

産学共創プラットフォーム 

共同研究推進プログラム（ＯＰＥＲＡ） 

https://www.jst.go.jp/opera/index.html 

センター・オブ・イノベーション 

（ＣＯＩ）プログラム 

https://www.jst.go.jp/coi/ 

共創の場形成支援プログラム 

https://www.jst.go.jp/pf/platform/index.html 

https://www.jst.go.jp/opera/index.html
https://www.jst.go.jp/coi/
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への寄与を目的として建設されており、29の

国等の試験研究・教育機関をはじめ、民間の研

究機関・企業等が立地しており、研究交流の促

進や国際的研究交流機能の整備等の諸施策を

推進している。 

ＴＩＡは、同都市にある公的４機関、産業技

術総合研究所、物質・材料研究機構、筑波大学、

高エネルギー加速器研究機構と東京大学、東北

大学を中心に運営されているオープンイノ

ベーション拠点である。第３期２年度目の令和

３年度においては、ＴＩＡ連携プログラム探索

推進事業「かけはし」では、企業連携による研

究課題を充実させる取組を強化し、ＳＤＧｓや

プレベンチャー醸成といった取組を行った。ま

た、Webを活用しながら、ＴＩＡの人材育成事

業として、ＴＩＡ連携大学院「サマー・オープ

ン・フェスティバル」を実施した。さらに若手

研究人材の育成を目的とする「Nanotech ＣＵ

ＰＡＬ1」は、事業最終年度にあたり、「人材育

成事業CUPAL 総括報告会」を開催した。 

（２）関西文化学術研究都市 

関西文化学術研究都市は、我が国及び世界の

文化・学術・研究の発展並びに国民経済の発展

に資するため、その拠点となる都市の建設を推

進している。令和３年度現在、150を超える施

設が立地しており、多様な研究活動等が展開さ

れている。 

６．多様な分野との産学連携を行う「オー

プンイノベーションの場」の推進 

農林水産省は、様々な分野の技術を農林水

産・食品分野に導入した産学官連携研究を促進

するため、「知」の集積と活用の場®の取組を推

進している。 

平成28年４月に「「知」の集積と活用の場®産

学官連携協議会」を立ち上げ、様々な分野から

4,235の研究者・生産者・企業等が会員となり、

特定の目的に向けた研究戦略・ビジネス構想作

りを行う172の研究開発プラットフォームが

活動している（令和４年２月時点）。さらに、

研究開発プラットフォーム内に研究コンソー

シアムが形成され、研究開発や成果の商品化・

事業化に向けた活動を展開している。 

７．技術シーズとニーズのマッチングを促

進する環境の醸成 

農林水産省は、農林水産・食品産業分野の研

究を行う民間企業、大学、公設試験研究機関（以

下、「公設試」という。）、独立行政法人等の技

術シーズを展示し、技術に対するニーズを有す

る機関との連携を促進するため、各省・各機関

と連携し「アグリビジネス創出フェア」を毎年

度開催している。令和３年度も、11月にリアル

とオンラインとのハイブリッド開催をし、新技

術の産業利用を進めている民間企業等から情

報発信を行い、全国から135機関が参加した。

３日間の来場者数は33,535人、約４か月間公

開した特設サイトの総ページビュー数は、

64,723に達した。 

文部科学省は、「地域イノベーション・エコ

システム形成プログラム」により、地域の競争

力の源泉（コア技術等）を核に地域内外の人材

や技術を取り込み、グローバル展開が可能な事

業化計画を策定し、リスクは高いが社会的イン

パクトが大きい事業化プロジェクトを支援し

ており、これまでに全21地域を採択した。 

 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

  

                                                  
1  Nanotech Career-up Alliance 

地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/program/1367366.htm 
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総務省は、「戦略的情報通信研究開発推進事

業（ＳＣＯＰＥ1）」において、「新たな情報通

信技術戦略の在り方 中間答申・第２次中間答

申・第４次中間答申」を踏まえた、Beyond 5G

時代に対応して、実用化・社会実装を意識した、

新たな価値の創造、社会システムの変革並びに

地域の活性化及び課題の解決に寄与するＩＣ

Ｔの研究開発を推進している。 

経済産業省は、令和２年度から開始した「産

学融合拠点創出事業」において、産学融合の先

導的取組とモデル拠点構築に向けた支援を行

い、大学を起点とするオープンイノベーション

の深化と更なる拡大を実現する産学融合を通

じた共通価値の創造を目指し支援している。 

農林水産省は、生物系特定産業技術研究支援

センターが実施する「イノベーション創出強化

研究推進事業」において、様々な分野の多様な

知識・技術等を結集した研究開発を重点的に推

進する提案公募型研究開発を支援することに

より、地域イノベーション戦略の推進に貢献し

ている。また、農林水産業・食品産業分野を専

門とする産学連携コーディネーターを全国に

配置し、ニーズの収集・把握、シーズの収集・

提供を行うとともに、産学官のマッチング支援

や研究開発資金の紹介・取得支援、商品化・事

業化支援等を通じ、地域における農林水産・食

品分野の研究開発の振興を図っている。そのほ

か、地域の研究開発と技術の普及促進を支援す

る地域マッチングフォーラムの開催等の取組

を進めている。 

産業技術総合研究所は、公設試等と人的交流

などを通して密接に連携して地域企業のニー

ズの発掘に努めるとともに、産業技術総合研究

所の技術シーズを活用した地域企業への技術

支援を行っている。具体的には、公設試等職員

やその幹部経験者等143名を地域企業への「橋

渡し」の調整役として「産総研イノベーション

コーディネータ」に委嘱・雇用し、産業技術連

携推進会議を通じて公設試相互及び公設試と

                                                  
1  Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme 
2  Exploration and Development of Global Entrepreneurship for NEXT generation 

産業技術総合研究所との協力体制を強化する

とともに、公設試職員の技術力向上や人材育成

を支援している。また、包括協定を締結するな

ど、地方自治体との連携を積極的に進め、地方

自治体の予算による補助事業の活用等により、

地域産業特性に応じた技術分野での連携を推

進している。このような産業技術総合研究所の

技術シーズを事業化につなぐ「橋渡し」を地域

及び全国レベルで行い、地域企業の技術競争力

強化に資することで地方創生に取り組んでい

る。 

➍ 世界に比肩するスタートアップ・エコ

システム拠点の形成 

内閣府、文部科学省、経済産業省では、スター

トアップ・エコシステムの形成とイノベーショ

ンによる社会課題解決の実現を目指して、令和

元年６月に「 Beyond Limits. Unlock Our 

Potential～世界に伍するスタートアップ・エ

コシステム拠点形成戦略～」を策定し、令和２

年にグローバル拠点都市４拠点、推進拠点都市

４拠点を選定。拠点都市のスタートアップに対

して、グローバル市場参入や海外投資家からの

投資の呼び込みを促すため「グローバルスター

トアップ・アクセラレーションプログラム」を

実施する等、政府、政府関係機関、民間サポー

ターによる集中支援を実施することで、世界に

伍するスタートアップ・エコシステム拠点の形

成を推進している。 

➎ 挑戦する人材の輩出 

我が国全体のアントレプレナーシップ醸成

をより一層促進するため、文部科学省では、「次

世代アントレプレナー育成事業（ＥＤＧＥ－Ｎ

ＥＸＴ2）」を平成29年度から実施するととも

に、裾野を拡大するため、全国の大学生等を対

象とした「全国アントレプレナーシップ人材育

成プログラム」を試行的に実施した。また、

科学技術振興機構において、「大学発新産業
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創出プログラム（ＳＴＡＲＴ）」の一環として、

スタートアップ・エコシステム拠点都市におい

て、アントレプレナーシップ教育を含めた大学

等の起業支援体制の構築支援を実施している。 

また、文部科学省は、複数の大学等でコン

ソーシアムを形成し、企業等とも連携して、研

究者の流動性を高めつつ、安定的な雇用を確保

しながらキャリアアップを図る「科学技術人材

育成のコンソーシアムの構築事業」を実施して

いる。 

文部科学省及び経済産業省は、人材の流動性

を高める上で、研究者等が複数の機関の間での

出向に関する協定等に基づき、各機関に雇用さ

れつつ、一定のエフォート管理の下、各機関に

おける役割に応じて研究・開発及び教育に従事

することを可能にする、クロスアポイントメン

ト制度を促進することが重要であるとの認識

の下、その実施に当たっての留意点や推奨され

る実施例等をまとめた「クロスアポイントメン

ト制度の基本的枠組みと留意点」を平成26年

12月に公表し、更にその追補版を令和２年６

月に公表して、制度の導入を促進している。 

➏ 国内において保持する必要性の高い

重要技術に関する研究開発の継続・技

術の承継 

産業技術総合研究所は、国内において保持す

る必要性の高い重要技術について、企業等での

研究継続が困難となった等の問題が生じた場

合、将来的に国内企業等へ当該技術が橋渡しさ

れることを想定した上で、可能な範囲で、様々

な受入制度を活用し、関係研究者の一時的雇用

や当該研究の一定期間引継・継続等の支援を行

うことを確認している。 

 ５ 次世代に引き継ぐ基盤となる都

市と地域づくり（スマートシティ

の展開） 

都市や地域における課題解決を図り、地域の

                                                  
1  都市オペレーティングシステムの略。スマートシティ実現のために、スマートシティを実現しようとする地域が共通的に活用する機能が集

約され、スマートシティで導入する様々な分野のサービスの導入を容易にさせることを実現するＩＴシステムの総称 

可能性を発揮しつつ新たな価値を創出し続け

ることができる多様で持続可能な都市や地域

が全国各地に生まれることで、あらゆるステー

クホルダーにとって人間としての活力を最大

限発揮できるような持続的な生活基盤を有す

る社会を目指している。 

➊ データの利活用を円滑にする基盤整

備・データ連携可能な都市ＯＳ1の展開 

内閣府は、スマートシティを構築する際の共

通の設計の枠組みである「スマートシティリ

ファレンスアーキテクチャ」（ＳＩＰ第２期

「ビッグデータ・ＡＩを活用したサイバー空間

基盤技術」の一環として作成、令和２年３月公

表）について、改訂のための課題整理のための

調査を実施している。 

内閣府は関係府省とともに、スーパーシティ

／スマートシティのデータ連携等に関する検

討を実施するとともに、総務省において、「ス

マートシティセキュリティガイドライン」を令

和３年６月に改定した。 

➋ スーパーシティを連携の核とした全国

へのスマートシティ創出事例の展開 

国家戦略特別区域法の一部を改正する法律

（令和２年法律第34号）に基づき、世界に先駆

けて未来の生活を先行実現する「まるごと未来

都市」を目指す「スーパーシティ」構想の実現

に向けた議論と取組を推進している。 

国家戦略特区諮問会議等の審議を経て、令和

４年４月、スーパーシティ型国家戦略特区とし

て茨城県つくば市及び大阪府大阪市が、デジタ

ル田園健康特区として、岡山県吉備中央町、長

野県茅野市及び石川県加賀市がそれぞれ指定

された。スーパーシティは、地域のデジタル化

と規制改革を行うことにより、ＤＸを進め幅広

い分野で未来社会の先行的な実現を目指すも

のである。また、デジタル田園健康特区は、デ

ジタル技術の活用によって、人口減少、少子高
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齢化など、特に地方部で問題になっている課題

に焦点を当て、地域の課題解決の先駆的モデル

を目指すものである。国家戦略特区においては、

引き続き、岩盤規制改革に取り組んでいくとと

もに、特段の弊害のない特区の成果については、

全国展開を加速的に進めていく。 

総合特区制度は、我が国の経済成長のエンジ

ンとなる産業・機能の集積拠点の形成を目的と

する「国際戦略総合特区」と、地域資源を最大

限活用した地域活性化の取組による地域力向

上を目的とする「地域活性化総合特区」からな

り、政府は、規制の特例措置、税制（国際戦略

総合特区のみ）・財政・金融上の支援措置など

により総合的に支援を行っている。 

関係府省は、スマートシティ官民連携プラッ

トフォームを通じた自治体と民間企業のマッ

チング支援や、スマートシティガイドブック

（令和３年４月公開）を活用した先行事例の横

展開・普及展開活動を通じ、先進的なサービス

の実装に向けた地域や民間主導の取組を促進

している。 

内閣府と関係府省は、「スマートシティ関連

事業に係る合同審議会」においてスマートシ

ティ関連事業の実施地域を合同で選定するな

ど、スマートシティの実装・普及に向けて各府

省事業を一体的に実施している。 

内閣府は関係府省とともに、スマートシティ

評価指標について検討を行い、その成果を国施

策のＫＰＩ・ロジックモデルの見直しや、地域

におけるＫＰＩ設定のための指針等に反映し

た。 

➌ 国際展開 

政府は、日本の「自由で開かれたスマートシ

ティ」のコンセプトの下、グローバル・スマー

トシティ・アライアンス（ＧＳＣＡ）等の国際

的な活動や、各種国際会議等において「スマー

トシティカタログ」等を活用し発信している。 

また、関係府省は、案件形成調査の実施や関

                                                  
1  Association of South East Asian Nations 

係国・都市の参加による「日ＡＳＥＡＮ1ス

マートシティ・ネットワーク ハイレベル会合」

（第３回：令和３年10月）の開催等「日ＡＳＥ

ＡＮスマートシティ・ネットワーク」の枠組み

を通じたスマートシティ展開に向けて取組を

推進している。 

さらに、関係府省は、国内外の標準の専門家

等と連携して、リファレンスアーキテクチャな

どを対象に、スマートシティに関連する国際標

準の活用を推進してきた。具体的には、スマー

トシティに関連する国際標準の活用と海外展

開に向けて、国内外の標準の専門家等と連携し

て、リファレンスアーキテクチャなどを対象に、

今後の国際標準の活用と海外展開に向けた国

際標準提案及び国内外の体制構築等について

検討を実施した。 

➍ 持続的活動を担う次世代人材の育成 

関係府省は、スマートシティの実現に必要な

人材育成等の課題について、先行する取組事例

を掲載したスマートシティガイドブックを取

りまとめ、令和３年４月に公開するとともに、

これらの運営上の課題解決の取組についての

検討を実施している。 

 6 様々な社会課題を解決するため

の研究開発・社会実装の推進と総

合知の活用 

人文・社会科学と自然科学の融合による「総

合知」を活用しつつ、我が国と価値観を共有す

る国・地域・国際機関等と連携して、社会課題

や課題の解決に向けて、研究開発と成果の社会

実装に取り組むことで、未来の産業創造や経済

成長と社会課題の解決が両立する社会を目指

している。 
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➊ 総合知を活用した未来社会像とエビ

デンスに基づく国家戦略の策定・推進 

１． 人間や社会の総合的理解と課題解決

に貢献する「総合知」 

内閣府では、人間や社会の総合的理解と課題

解決に貢献する「総合知」に関して、「総合知」

が求められる社会的背景を踏まえ、「総合知」

に関する基本的な考え方、さらに戦略的な推進

方策を検討し、中間取りまとめとして取りまと

めた。また、あわせて、理解を促進するための

参考資料として総合知の活用事例集と総合知

に関連する施策例の一覧を作成した。 

２．分野別戦略 

ＡＩ（第２章第１節  ➍参照）、バイオテク

ノロジー（第１章第３節参照）、量子技術、マ

テリアルや、宇宙（第２章第１節  ➎参照）、

海洋（第２章第１節  ➎参照）、環境エネル

ギー（第２章第１節  参照）、健康・医療、食

料・農林水産業（第２章第１節  ➊参照）等

の府省横断的に推進すべき分野については、国

家戦略に基づき、研究開発等を進めている。本

白書で他の箇所で記載していない分野別戦略

のうち、量子技術、マテリアルの分野別戦略に

ついて以下に記す。 

（１）量子技術 

量子科学技術（光・量子技術）は、例えば、

近年爆発的に増加しているデータの超高速処

理を可能とするなど、新たな価値創出の中核と

なる強みを有する基盤技術である。近年、量子

科学技術に関する世界的に研究開発が激化し

ており、米欧中を中心に海外では、政府主導で

研究開発戦略を策定し、研究開発投資額を増加

させている。さらに、世界各国の大手ＩＴ企業

も積極的な投資を進め、ベンチャー企業の設

立・資金調達も進んでいる。 

こうした量子科学技術の先進性やあらゆる

科学技術を支える基盤性と、国際的な動向に鑑

                                                  
1  Photonic Crystal Surface Emitting Lasers 
2  Light Detection And Ranging 

み、政府は令和２年１月に「量子技術イノベー

ション戦略」を策定し、その実現に向けて、「量

子技術イノベーション」を明確に位置付け、日

本の強みを活かし、①重点的な研究開発、②国

際協力、③研究開発拠点の形成、④知的財産・

国際標準化戦略、⑤優れた人材の育成・確保を

進めている。他方、量子技術イノベーション戦

略策定以降、コロナ禍によるＤＸ進展、カーボ

ンニュートラル、量子コンピュータの研究の急

速な加速等、急激に変化する社会環境に対する

量子技術の役割が増大していることを踏まえ、

生産性革命など我が国産業の成長機会の創出

やカーボンニュートラル等の社会課題のため

に量子技術を活用し、社会のトランスフォー

メーションを実現していくため、令和４年４月

に、量子未来社会ビジョンを策定した。今後は、

当該ビジョンを踏まえ、産学官一体となり、量

子コンピュータ、量子ソフトウェア、量子セ

キュリティ・ネットワーク、量子計測・センシ

ング／量子マテリアルの各領域における産業

振興や研究開発等に関する取組、イノベーショ

ン創出のための基盤的取組を強力に推進して

いく。 

内閣府では、平成30年度から実施している

「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩ

Ｐ）第２期」課題において、①レーザー加工、

②光・量子通信、③光電子情報処理と、これら

を統合したネットワーク型製造システムの研

究開発及び社会実装を推進している。中でも①

におけるフォトニック結晶レーザー（ＰＣＳＥ

Ｌ1）の研究開発では、従来の1/3の体積とい

う、クラス最小のＬｉＤＡＲ2システムの開発

に成功するとともに、超小型レーザー加工シス

テムに向けた更なる高輝度・高性能化に取り

組んでいる。また、令和２年６月、「官民研究

開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）」に「量

子技術領域」を設置し、官民の研究開発投資の

拡大に資する研究開発を支援している。さらに、

令和元年度にムーンショット型研究開発制度

1 

3 

3 

2 

2 
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において、「2050年までに、経済・産業・安全

保障を飛躍的に発展させる誤り耐性型汎用量

子コンピュータを実現」するというムーン

ショット目標を設定し、挑戦的な研究開発を推

進している。 

総務省及び情報通信研究機構は、計算機では

解読不可能な量子暗号技術や単一光子から情

報を取り出す量子信号処理に基づく量子通信

技術の研究開発に取り組んでいる。また、総務

省では、地上系の量子暗号通信の更なる長距離

化技術（長距離リンク技術及び中継技術）の研

究開発を推進している。さらに、地上系で開発

が進められている量子暗号技術を衛星通信に

導入するため、宇宙空間という制約の多い環境

下でも動作可能なシステムの構築、高速移動し

ている人工衛星からの光を地上局で正確に受

信できる技術及び超小型衛星にも搭載できる

技術の研究開発に取り組んでいる。加えて、令

和３年度より地上系及び衛星系ネットワーク

を統合したグローバル規模の量子暗号通信網

構築に向けた研究開発を実施している。 

文部科学省では、平成30年度から実施して

いる「光・量子飛躍フラッグシッププログラ

ム（Ｑ－ＬＥＡＰ）」において、①量子情報処

理（主に量子シミュレータ・量子コンピュータ）、

②量子計測・センシング、③次世代レーザーを

対象とし、プロトタイプによる実証を目指す研

究開発を行うFlagshipプロジェクトや基礎基

盤研究及び人材育成プログラム開発を推進し

ている。 

量子科学技術研究開発機構では、量子計測・

センシング等の量子科学技術を生命科学に応

用し、生命科学の革新や新たなイノベーション

の創生を目指す量子生命科学の基盤技術開発

に取り組んでいる。また、世界トップクラスの

量子科学技術研究開発プラットフォームの構

築を目指し、重粒子線がん治療装置の小型化・

高度化の研究、世界トップクラスの高強度レー

ザー（Ｊ－ＫＡＲＥＮ）やイオン照射研究施設

（ＴＩＡＲＡ1）などの量子ビーム施設を活用

した先端的研究を実施している。 

経済産業省では、平成30年度より開始した

「高効率・高速処理を可能とするＡＩチップ・

次世代コンピューティングの技術開発事業」に

おいて、社会に広範に存在している「組合せ最

適化問題」に特化した量子コンピュータ（量子

アニーリングマシン）の当該技術の開発領域を

拡大し、量子アニーリングマシンのハードウェ

アからソフトウェア、アプリケーションに至る

まで、一体的な開発を進めており、2019年度

からは新たに、共通ソフトとハードをつなぐイ

ンターフェイス集積回路の開発を開始した。加

えて、クラウドコンピューティングの進展など

により課題となっているデータセンターの消

費電力抑制に向けて、「超低消費電力型光エレ

クトロニクスの実装に向けた技術開発事業」に

おいて、電子回路と光回路を組み合わせた光エ

レクトロニクス技術の開発に取り組んだ。 

 

                                                  
1  Takasaki Ion Accelerators for Advanced Radiation 
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量子コンピュータを含む量子技術に関して、諸外国とのし烈な国家間競争を勝ち抜くため、内閣府では現

在、「量子技術イノベーション戦略」の改定を進めており、オールジャパンの体制の下で量子分野の重要課題

に関する研究開発を推進することとしている（参考１）。量子コンピュータは、重ね合わせ状態と量子もつれ

状態という量子力学特有の現象を利用した超並列計算処理が可能なことから、世界各国で研究開発が進めら

れている。ムーンショット型研究開発制度の目標６では、「2050年までに、経済・産業・安全保障を飛躍的に

発展させる誤り耐性型汎用量子コンピュータを実現」という野心的な目標を掲げ、７プロジェクトの研究開

発を進めている（参考２）。そのうちの１つ、「誤り耐性型大規模汎用光量子コンピュータの研究開発」のプ

ロジェクトでは、ラックサイズで大規模光量子コンピュータを実現するための基幹デバイスとなる光ファイ

バ接続型高性能スクィーズド光源モジュールを実現した。開発した光ファイバ結合型量子光源モジュールと

光通信用光学部品を用いることで、６テラヘルツ以上の広帯域にわたって量子ノイズが75％以上圧搾された

連続波のスクィーズド光の生成に、世界で初めて光ファイバ光学系で成功した。本成果は光通信デバイスを

用いた安定的かつメンテナンスフリーな閉じた系において、現実的な装置規模での光量子コンピュータ開発

を可能とし、実機開発を大きく前進させると期待されている。 

 

＜参考URL＞ 

１ 文部科学省ホームページ 

https://www.mext.go.jp/a_menu/ 

shinkou/ryoushi/mext_01422.html 

 

 

２ 内閣府ホームページ 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ 

moonshot/index.html 

 

 

 

 
  

（２）マテリアル 

マテリアル分野は、我が国が産学で高い競争

力を有するとともに、広範で多様な研究領域・

応用分野を支え、その横串的な性格から、異分

野融合・技術融合により不連続なイノベーショ

ンをもたらす鍵として広範な社会的課題の解

決に資する、未来の社会における新たな価値創

出のコアとなる基盤技術である。 

当該分野の重要性に鑑み、政府は令和３年４

月、2030年の社会像・産業像を見据え、Society 

5.0の実現、ＳＤＧｓの達成、資源・環境制約

の克服、強
きょう

靭
じん

な社会・産業の構築等に重要な

役割を果たす「マテリアル・イノベーションを

創出する力」、すなわち「マテリアル革新力」

を強化するための戦略（「マテリアル革新力強

化戦略」）を、統合イノベーション戦略推進会

議において決定した。同戦略では、国内に多様

な研究者や企業が数多く存在し、世界最高レベ

ルの研究開発基盤を有する我が国の強みを生

かし、産学官関係者の共通ビジョンの下、①革

新的マテリアルの開発と迅速な社会実装、②マ

テリアルデータと製造技術を活用したデータ

駆動型研究開発の促進、③国際競争力の持続的

強化等を強力に推進することとしている。 

文部科学省は、当該分野に係る基礎的・先導

的な研究から実用化を展望した技術開発まで

を戦略的に推進するとともに、研究開発拠点の

形成等への支援を実施している。具体的には、

最先端の研究設備とその活用のノウハウを有

する大学等の機関が緊密に連携し、全国的な共

用体制を構築することで、産学の利用者に対し

て最先端設備の利用機会と高度な技術支援を

提供する「ナノテクノロジープラットフォーム」

や、大学等において産学官が連携した体制を構

量子光源

N-bit光学遅延線
（光ファイバ）

ビームスプリッタ

1-bit光学遅延線
（光ファイバ）

1 bit遅延 ２Dクラスター状態

N bit遅延

量子光源 二次元的にもつれた状態

時間方向

・・・

万能な量子計算が可能な二次元クラスター状態の生成手法

実際のサイズ感

• ４つのスクィーズド光源
• ２つの遅延線（光ファイバ）
• ５つのビームスプリッタ

基本構成部品

N個

どんな規模の計算も実現可能

50 cm

基本構成部品 

提供：日本電信電話株式会社 

2-9 

  

世界初、ラックサイズで大規模光量子コンピュータを実現する基幹技術
開発に成功 ～光ファイバ統合型量子光源を開発～ 
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築し、革新的な機能を有するもののプロセス技

術の確立が必要となる革新的材料を社会実装

につなげるため、プロセス上の課題を解決する

ための学理・サイエンス基盤の構築を目指す

「材料の社会実装に向けたプロセスサイエン

ス構築事業（Materealize）」を実施している。 

また、「マテリアル革新力強化戦略」におい

て、データを基軸とした研究開発プラット

フォームの整備とマテリアルデータの利活用

促進の必要性が掲げられていることも踏まえ、

文部科学省では、令和３年度から、「ナノテク

ノロジープラットフォーム」の先端設備共用体

制を基盤として、多様な研究設備を持つハブと

特徴的な技術・装置を持つスポークから成るハ

ブ＆スポーク体制を新たに構築し、高品質な

データを創出することが可能な最先端設備の

共用体制基盤を全国的に整備する「マテリアル

先端リサーチインフラ」を開始した。本事業は、

物質・材料研究機構が設備するデータ中核拠点

を介し、産学のマテリアルデータを戦略的に収

集・蓄積・構造化して全国で利活用するための

プラットフォームの整備を進めている。加えて、

データ活用により超高速で革新的な材料研究

手法の開拓と、その全国への展開を目指す

「データ創出・活用型マテリアル研究開発プロ

ジェクト」について、令和３年度にフィージビ

リティ・スタディを実施し、令和４年度からの

本格研究開始に向けた検討を進めるなど、研究

データの創出、統合、利活用までを一気通貫し

た研究開発を推進している。 

さらに、物質・材料研究機構は、新物質・新

材料の創製に向けたブレークスルーを目指し、

物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤

的研究開発を行っている。量子やバイオ等、政

府の重点分野に貢献する革新的マテリアルの

研究開発を推進するほか、マテリアル分野のイ

ノベーション創出を強力に推進するため、基礎

研究と産業界のニーズの融合による革新的材

料創出の場や世界中の研究者が集うグローバ

ル拠点を構築するとともに、これらの活動を最

大化するための研究基盤の整備を行う事業と

して「革新的材料開発力強化プログラム～Ｍ3

（M－cube）～」を実施している。令和元年度

からは、革新的新材料の創出加速等に向けた研

究環境のスマートラボラトリ化のための取組

を実施しており、さらに令和２年度からは、

データ中核拠点として全国の先端共用設備か

ら創出されたマテリアルデータの戦略的な収

集・蓄積・ＡＩ解析までを含む利活用を可能と

するシステム整備を進めている。 

内閣府は、ＳＩＰ第１期「次世代海洋資源調

査技術」の成果を踏まえ、平成30年度より、Ｓ

ＩＰ第２期「革新的深海資源調査技術」として、

世界に先駆け、我が国の排他的経済水域の

2,000ｍ以深にある海底に賦存するレアアー

ス泥等の鉱物資源を効率的に調査し洋上に回

収する技術の開発を進めている。令和３年度は

南鳥島の調査海域のレアアースの概略資源量

評価により産業化が期待される規模のレア

アース資源の賦存を確認し、揚泥性能確認試験

も実施するなど、将来のレアアース生産に向け

た技術開発が着実に進展している。 

文部科学省及び経済産業省は、次世代自動車

や風力発電等に必要不可欠な原料であるレア

アース・レアメタル等の希少元素の調達制約の

克服や、省エネルギーを図るため、両省で連携

しつつ、材料の研究開発を行っている。 

文部科学省は、我が国の資源制約を克服し、

産業競争力の強化を図るため、元素の果たす機

能を理論的に解明し応用することにより、レア

アース・レアメタル等の希少元素を用いない全

く新しい材料の創製を行う「元素戦略プロジェ

クト（研究拠点形成型）」を推進している。 

経済産業省は、「輸送機器の抜本的な軽量化

に資する新構造材料等の技術開発事業」により、

従来以上に強力かつ希少金属の使用を大幅に

削減した磁性材料の開発等を行っている。また、

「資源循環システム高度化促進事業」により、

我が国の都市鉱山の有効利用を促進し、資源の

安定供給及び省資源・省エネルギー化を実現す

るため、廃製品・廃部品の自動選別技術、高効

率製錬技術及び動静脈情報連携システムの開
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発を行っている。さらに、「サプライチェーン

強靱化に資する技術開発・実証」により、供給

途絶リスクの高いレアアースのサプライ

チェーン強靱化に繋げるため、レアアースの使

用を極力減らす、又は使用しない高性能磁石の

開発や不純物等が多く利用が難しい低品位レ

アアースを利用するための技術開発等を行っ

ている。 

３．エビデンスに基づく戦略策定、未来社

会を具体化した政策の立案・推進 

未来社会像の検討に向けた長期的な変化の

探索・分析の一環として、文部科学省科学技術・

学術政策研究所は、５年ごとに科学技術予測調

査（昭和46年当初は科学技術庁にて実施）を

行っている。次回の第12回調査の実施に向け

て、令和２年度からは、科学技術や社会の早期

の兆しを捉えるホライズン・スキャニングとし

て、毎年、専門家に注目する科学技術等をアン

ケートし、専門家の知見を幅広く収集・蓄積し

ている。令和３年度からは、人文・社会科学分

野の専門家が第12回調査に参加できる体制の

構築を始めている。 

内閣府は、重要科学技術領域の探索・特定に

資するよう、論文情報等を活用した分析ツール

を開発し、研究動向の試行的な分析を実施して

いる。分析ツールで作成した科学技術領域の俯
ふ

瞰
かん

図等に有識者の専門的知見を加え、政策検討

に活用する仕組みの構築を進めている。また、

府省共通研究開発管理システム（ｅ-Ｒａｄ）

を通じて分析に必要となる各種データを収集

している。これらのデータも活用し、エビデン

スシステム（ｅ-ＣＳＴＩ1）において、研究費

と研究アウトプットに関する分析、研究設備・

機器の共用や外部資金の獲得状況に関する分

析、産業界の人材育成ニーズと学生の履修状況

に関する分析等を実施している。 

文部科学省科学技術・学術政策研究所は、科

学技術・イノベーションに関する政策形成及び

                                                  
1  Evidence data platform constructed by Council for Science, Technology and Innovation 

調査・分析・研究に活用するデータ等を体系的

かつ継続的に整備・蓄積していくためのデー

タ・情報基盤を構築し、また、調査・分析・研

究を行っている。当該基盤を活用した調査研究

の成果は、科学技術・イノベーション基本計画

の検討をはじめ、内閣府及び文部科学省の各種

政策審議会等に提供・活用されている。 

また、科学技術振興機構 研究開発戦略セン

ターは、国内外の科学技術・イノベーションや

関連する社会の動向の把握・俯瞰・分析を行い、

研究開発成果の最大化に向けた研究開発戦略

を検討し、科学技術・イノベーション政策立案

に資する提言等を行っている。技術の高度化・

複雑化の進展に伴い技術革新の重要性が増す

中、限られたリソースを戦略的に投じていくこ

とが一層求められている。こうした観点から、

新エネルギー・産業技術総合開発機構技術戦略

研究センターは、産業技術政策の策定に必要な

エビデンスや知見を提供する重要なプレイ

ヤーとして、グローバルかつ多様な視点で技

術・産業・政策動向を把握・分析し、産業技術

やエネルギー・環境技術分野の技術戦略の策定

及びこれに基づく重要なプロジェクトの構想

に政策当局と一体となって取り組んでいる。 

４．半導体の技術的優位性確保と安定供給

に向けた取組 

半導体は、デジタル化や脱炭素化、経済安全

保障の確保を支えるキーテクノロジーであり、

その技術的優位性の確保と安定供給体制の構

築に向け、諸外国に比肩する国策としての取組

が必要である。経済産業省としては、半導体・

デジタル産業戦略検討会議を開催し、令和３年

６月には半導体・デジタル産業戦略を打ち出し

ている。さらに、同年11月には、「我が国の半

導体産業の復活に向けた基本戦略」として更な

る具体化を行っている。基本戦略においては、

３段階にわたる取組方針を示しており、具体的

には、ステップ１として、半導体の国内製造基
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盤の整備に取り組み、ステップ２として、令和

７年以降に実用化が見込まれる次世代半導体

の製造技術開発を国際連携にて進めるととも

に、ステップ３として、令和12年以降を睨
にら

み

ゲームチェンジとなり得る光電融合などの将

来技術の開発などにも着手していくことを掲

げている。 

この戦略に基づき、令和３年度の補正予算に

おいては、ステップ１の実現に向けて、先端半

導体の製造基盤整備に6,170億円、サプライ

チェーン上の不可欠性の高い半導体の生産設

備刷新を推進するために470億円の予算を計

上した。また、ステップ２、ステップ３の実現

に向けて、①日米連携による超微細な次世代半

導体の製造技術や、②電気配線を光配線化する

ことで多量のデータを高速かつ低消費電力で

処理する光電融合などの将来技術について研

究開発を行うべく、同補正予算において1,100

億円の予算を計上している。さらに、この基本

戦略を実現していく上で不可欠な半導体産業

を担う人材の育成・確保についても、官民連携

による具体施策の推進を行っている。引き続き、

戦略に基づき、必要な施策を講じていく。 

５．ロボット開発に関する取組等 

経済産業省では、令和元年７月にロボットに

よる社会変革推進会議が取りまとめた「ロボッ

トによる社会変革推進計画」に基づき、「①ロ

ボットフレンドリーな環境の構築」、「②人材育

成の枠組みの構築」、「③中長期的課題に対応す

る研究開発体制の構築」、「④社会実装を加速す

るオープンイノベーション」に関する取組を進

めている。「ロボットフレンドリーな環境の構

築」については、施設管理、小売、食品製造、

物流倉庫の分野での研究開発を進め、ユーザー

視点のロボット開発や、データ連携、通信、施

設設計等に係る規格化・標準化を推進しており、

具体的な一例としては、施設管理分野において、

令和３年６月にメーカーを問わずロボットと

                                                  
1  The Consortium of Human Education for Future Robot System Integration 

エレベーターが通信連携するための統一規格

を策定したところである。「人材育成の枠組み

の構築」については、ロボットメーカー・シス

テムインテグレーターといった産業界と教育

機関が参画するかたちで令和２年６月に設立

した「未来ロボティクスエンジニア育成協議会

（ＣＨＥＲＳＩ1）」が、教員や学生を対象とす

る現場実習や教育カリキュラム等の策定に関

する支援を実施している。「中長期的課題に対

応する研究開発体制の構築」については、中長

期的な視点で次世代産業用ロボットの実現に

向けて、異分野の技術シーズをも取り込みつつ

基礎・応用研究を実施している。「社会実装を

加速するオープンイノベーション」については、

世界のロボットの叡智を集めて開催する競演

会として、令和３年度に「World Robot Summit 

2020」を開催した（愛知大会（９月）、福島大

会（10月））。 

６．地理空間情報の整備 

内閣官房地理空間情報活用推進室は、産学官

民が協調して高精度で利用価値の高い地理空

間情報を利用できる環境を整備し、これらを高

度に活用する「Ｇ空間社会」を実現するため、

令和４年３月18日に第４期地理空間情報活用

推進基本計画を策定した。 

➋ 社会課題解決のためのミッションオ

リエンテッド型の研究開発の推進 

１．ＳＩＰ 

令和５年度から開始する次期ＳＩＰについ

て、「第６期科学技術・イノベーション基本計

画」（令和３年３月26日閣議決定）に基づき、

取り組むべき課題について、我が国が目指す将

来像（Society 5.0）の実現に向けて、バック

キャストにより検討を進め、令和３年12月末

に課題候補（ターゲット領域）を決定した。各

課題候補について、大学、研究機関、企業、ベ

ンチャーなどから幅広く研究開発テーマのア
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イディアを募るため、令和４年１月から２月ま

での期間、情報提供依頼、いわゆるＲＦＩ1を

実施した。令和４年３月に、ＲＦＩの結果を

整理し、プログラムディレクター（ＰＤ）候補

の募集要件を検討した。（第１章第２節（２）

参照） 

 

<参考ＵＲＬ> 

次期ＳＩＰ課題候補に係る研究開発テーマの情報提供依頼（ＲＦＩ）～Society 5.0 の実現に

向けたアイディア募集～ 
https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20220119sip.html 

 

 

２．ムーンショット型研究開発制度 

ムーンショット型研究開発制度は、超高齢化

社会や地球温暖化問題など重要な社会課題に

対し、人々を魅了する野心的な目標（ムーン

ショット目標）を国が設定し、挑戦的な研究開

発を推進するものである。令和３年度は、既存

の７目標において総合知を活用して研究開発

を推進するとともに、総合知の活用に向けて目

標２、４、５、６で横断的支援（数理科学、Ｅ

ＬＳＩ）の公募を実施した。また、コロナ禍に

よる経済社会の変容等を想定し、若手研究者を

中心とした多様な研究者による調査研究を基

に、新たに２つのムーンショット目標（目標８、

目標９）を決定した。 

 

 

  

2050年、世界人口の増加に伴い食料需要の増大が予想される中、害虫防除は食料の安定的な生産のための

重要な課題となっている。ムーンショット型研究開発制度の目標５では、食料生産や消費に関する問題の解

決を目指し、「2050年までに、未利用の生物機能等のフル活用により、地球環境でムリ・ムダのない持続的な

食料供給産業を創出する」野心的な目標を掲げ、８プロジェクトの研究開発を実施している（参考１、参考

２）。そのうちの１つに、「先端的な物理手法と未利用の生物機能を駆使した害虫被害ゼロ農業の実現」のプ

ロジェクトがある。空中をすばやく飛び回る害虫を効率的に駆除することは、既存の防除技術では不可能で

ある。これを可能にする画期的な物理的手法として、害虫を高出力レーザーなどで駆除する技術開発が進め

られている。その実現にはピンポイントで害虫の位置を把握するとともに、検出から駆除までのタイムラグ

を解消する必要がある。プロジェクトでは、代表的な農業害虫であるハスモンヨトウ（ガの一種）の飛翔を

ステレオカメラにより撮影して３次元の位置を計測し、飛行パターンを調べた。次に、得られた飛行パター

ンをモデル化し、リアルタイムの画像から数ステップ先（0.03秒先）の位置を1.4cm程度の精度で予測できる

方法を新たに開発した。2025年までに、予測した位置にレーザーを照射して害虫を駆除する技術の実用化を

目指しており、化学農薬主体の防除法から脱却し、環境への負荷も少ない新しい害虫防除技術の実現が期待

される。 

 

＜参考URL＞ 

１ 内閣府ホームページ 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ 

moonshot/index.html 

 

 

 

２ 農水省ホームページ 

https://www.affrc.maff.go.jp/ 

docs/moonshot/moonshot.html 

 

 
   

                                                  
1  Request for Information 

レーザー狙撃による害虫防除システムの概略 
提供：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

2-10 
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３．社会技術研究開発センター 

科学技術振興機構 社会技術研究開発セン

ターは、少子高齢化、環境・エネルギー、安全

安心、防災・減災に代表されるＳＤＧｓを含む

様々な社会課題の解決や新たな科学技術の社

会実装に関して生じる倫理的・法制度的・社会

的課題への対応を行うために、自然科学及び人

文・社会科学の知見を活用し、多様なステーク

ホルダーとの共創による研究開発を実施して

いる。令和３年度には、新型コロナウイルス感

染症による影響など、様々な社会構造の変化に

より顕在化した社会課題である社会的孤立・孤

独の予防に関するプログラムを開始した。本プ

ログラムでは、社会的孤立の生成プロセスの解

明や、新生活に伴う孤独リスクの可視化、孤立・

孤独防止に資するコミュニティの醸成に向け

た取組等に関する研究開発を推進した。 

更に、科学技術振興機構 社会技術研究開発

センターは、社会における課題とその解決に必

要な科学技術の現状と可能性などを、多面的な

視点から把握・分析し、それらのエビデンスに

基づき、合理的なプロセスにより政策を形成す

るための手法や指標等の研究開発を公募事業

によって支援している（令和３年度より第３

期）。令和３年度は、令和２年度までに採択さ

れた16件に加え、新たに７件を採択し、研究開

発と成果の政策実装を推進した。 

４．福島国際研究教育機構 

福島イノベーション・コースト構想を更に発

展させて、研究開発、産業化及び人材育成の中

核となる福島国際研究教育機構の新設に向け

て、令和３年11月に「国際教育研究拠点の法人

形態等について」を復興推進会議で決定し、令

和４年２月には福島国際研究教育機構の設立

等のための「福島復興再生特別措置法の一部を

改正する法律案」を第208回国会に提出した。

同年３月には、福島国際研究教育機構の研究開

発、産業化、人材育成及び司令塔機能等につい

                                                  
1  令和元年度はＡＩ技術、建設・インフラ維持管理／防災・減災技術、バイオ技術。令和２年度は量子技術を追加 

て具体的な内容を定める「福島国際研究教育機

構基本構想」を復興推進会議で決定し、福島国

際研究教育機構の設立は令和５年４月とする

こととした。同基本構想の中で、福島国際研究

教育機構は、我が国の科学技術力の強化を牽引

し、イノベーションの創出により我が国の産業

競争力を世界最高の水準に引き上げる、世界に

冠たる「創造的復興の中核拠点」を目指すこと

とした。 

➌ 社会課題解決のための先進的な科学

技術の社会実装 

１．次期ＳＩＰでの取組 

令和５年度から開始する次期ＳＩＰについ

て、「第６期科学技術・イノベーション基本計

画」（令和３年３月26日閣議決定）に基づき、

取り組むべき課題について、我が国が目指す将

来像（Society 5.0）の実現に向けて、バック

キャストにより検討を進め、令和３年12月末

に課題候補（ターゲット領域）を決定した。各

課題候補について、大学、研究機関、企業、ベ

ンチャーなどから幅広く研究開発テーマのア

イディアを募るため、令和４年１月から２月

までの期間、情報提供依頼、いわゆるＲＦＩ

を実施した。令和４年３月に、ＲＦＩの結果を

整理し、プログラムディレクター（ＰＤ）候補

の募集要件を検討した。（第１章第２節  参

照） 

２． 官民研究開発投資拡大プログラム（Ｐ

ＲＩＳＭ）の推進 

ＰＲＩＳＭは、民間投資の誘発効果の高い領

域や研究開発成果の活用による政府支出の効

率化が期待される領域1に各府省庁施策を誘

導すること等を目的に平成30年度に創設した

プログラムである。総合科学技術・イノベー

ション会議が策定した各種戦略等を踏まえ、Ａ

Ｉ技術領域、革新的建設・インフラ維持管理技

術／革新的防災・減災技術領域、バイオ技術領

2 



    

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

  

 185 

第
２
章 

 

域、量子技術領域に重点化し配分を行ってきて

おり、令和３年度においては、これら４領域の

32施策に追加配分を実施した。今後も総合科

学技術・イノベーション会議が策定する又は改

正された各種戦略等を踏まえ、各府省庁の事業

の加速等により、官民の研究開発投資の拡大を

目指す（第１章第２節  参照）。 

３．政府事業への先進的な技術の導入 

科学技術・イノベーションの成果の社会実装

を加速させるよう、政府において率先して先進

的な技術の導入を図る政府事業のイノベー

ション化を推進していくことが重要である。こ

のため、内閣府においては、関係省庁と連携し

て、公共事業をはじめとして幅広い分野の政府

事業のイノベーション化等を推進している。 

➍ 知的財産・標準の国際的・戦略的な活

用による社会課題の解決・国際市場の

獲得等の推進 

１．知的財産戦略及び国際標準戦略の推進 

経済のグローバル化が進展するとともに、経

済成長の源泉である様々な知的な活動の重要

性が高まる中、我が国の産業競争力強化と国民

生活の向上のためには、我が国が高度な技術や

豊かな文化を創造し、それをビジネスの創出や

拡大に結び付けていくことが重要となってい

る。その基盤となるのが知的財産戦略である。 

令和３年７月、知的財産戦略本部は、「知的

財産推進計画2021」を決定した。同計画は、

コロナ後のニュー・ノーマルの下におけるデジ

タル化・グリーン化競争を我が国が勝ち抜くた

め、冒頭部「基本認識」において知財を取り巻

く状況について整理した上で、「競争力の源泉

たる知財の投資・活用を促す資本・金融市場の

機能強化」、「優位な市場拡大に向けた標準の戦

略的な活用の推進」、「21世紀の最重要知財と

なったデータの活用促進に向けた環境整備」、

「デジタル時代に適合したコンテンツ戦略」、

「スタートアップ・中小企業/農業分野の知財

活用強化」、「知財活用を支える制度・運用・人

材基盤の強化」、「クールジャパン戦略の再構築」

の重点７施策に整理されており、同計画に沿っ

て、知的財産戦略本部の主導の下、関係府省と

共に知的財産戦略を推進している。 

２．国際標準の戦略的活用への積極的対応 

グローバル市場における我が国産業の国際

競争力強化のため、我が国官民による国際標準

の戦略的な活用を推進する必要がある。このた

め、まず政府全体として、司令塔機能及び体制

を整備し、「統合イノベーション戦略推進会議」

に設置した「標準活用推進タスクフォース」の

下、関係省庁連携で重点的に取り組むべき施策

を推進している。具体的には、関係省庁による

重要施策がより進展するよう、ＰＲＩＳＭの枠

組みを活用した標準活用加速化支援事業を通

じて、予算追加配分による支援を行った。また、

スマートシティ、スマート農業等、社会課題の

解決や国際市場の獲得等の点で重要な分野等

における国際標準の戦略的な活用について、海

外政府・企業動向や国際市場環境等を踏まえて

推進するとともに、必要な分野を包括的に特

定・整理して対応する仕組みの整備を進めてい

る。 

また、政府の研究開発プロジェクトや規制・

制度等との連携等も通じて、国際標準の戦略的

活用に係る企業行動の変容を促す環境の整備

や、政府系機関等が協働して民間企業等による

実践的な活動を支援するプラットフォーム体

制の整備等を進めている。 

具体的には、研究開発段階における標準化活

動をより適切に実施するため、新エネルギー・

産業技術総合開発機構において、技術戦略策定

時や研究開発プロジェクト実施時等の各段階

において、標準の戦略的な活用を意識した取組

を実施した。 

また、経済産業省は省エネルギー等に関する

国際標準の獲得・普及促進事業委託費（省エネ

ルギー等国際標準開発（国際電気標準分野））

制度の１つとして、化合物パワー半導体の品

質・信頼性試験法に関する国際標準化を実施し

2 
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ている。産業技術総合研究所を中心として、複

数の民間企業が参画し一般社団法人電子情報

技術産業協会が連携する体制において推進し

ている。そのほか、戦略的に重要な研究開発

テーマや産業横断的なテーマについて、国立研

究開発法人や民間企業と連携して国際標準化

活動を推進している。そのほか、戦略的に重要

な研究開発テーマや産業横断的なテーマにつ

いて、国立研究開発法人や民間企業と連携して

国際標準化活動を推進するための体制整備を

行っている。人材育成施策としては、「標準化

人材を育成する３つのアクションプラン」（平

成28年度公表）に基づき、国際標準化をリード

する若手人材を育成するための研修を実施す

るとともに、標準化教育に関する大学教員向け

の教材等の公開や大学における標準化講義へ

の経済産業省職員派遣などを通じて標準化人

材育成を支援するほか、一般財団法人日本規格

協会による標準化資格制度を設けている。 

海外との協力においては、国際標準化活動に

おける欧州及びアジア諸国との連携や、アジア

諸国の積極的な参加を促進することを目的と

した技術協力を行っている。令和３年度は、ア

ジア太平洋地域の24か国・地域の標準化機関

が集まる会議や、日中韓三か国の標準化機関が

参加する会議及びアジア諸国の標準化機関等

との二国間会議に参加し、標準化協力分野につ

いて議論を行った。また、国際標準化機構（Ｉ

ＳＯ1）・国際電気標準会議（ＩＥＣ2）と連携

したアジア地域向けの人材育成セミナーを実

施したほか、アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ
3 ）基準・適合性小委員会では、国際整合化や

規格開発・普及のためのプロジェクトを進める

など、国際標準化活動におけるアジア地域との

連携強化に取り組んでいる。 

総務省は、情報通信審議会等の提言を踏まえ、

                                                  
1  International Organization for Standardization 
2  International Electrotechnical Comission 
3  Asia Pacific Economic Cooperation 
4  International Telecommunication Union 
5  Technical Committee 
6  Patent Prosecution Highway 
7  Patent Cooperation Treaty 

我が国の情報通信技術（ＩＣＴ）の国際標準へ

の反映を目指して、研究開発等も実施しながら、

国際電気通信連合（ＩＴＵ4）等のデジュール

標準化機関や、フォーラム標準化機関における

標準化活動を推進している。令和３年度は、

「Beyond 5G 推進戦略」（令和２年６月策定）

等を踏まえ、産学官の主要プレイヤーが結集し

た「Beyond 5G 新経営戦略センター」（令和２

年12月18日設立）の下、研究開発初期段階か

らの戦略的な知財の取得や標準化活動の推進

に取り組んでいる。 

国土交通省及び厚生労働省は、上下水道分野

で国際展開を目指す我が国の企業が、高い競争

性を発揮できる国際市場を形成することを目

的として、戦略的な国際標準化を推進している。 

現在、「飲料水、汚水及び雨水に関するシス

テムとサービス」（ＩＳＯ/ＴＣ5224）、「汚泥

の回収、再生利用、処理及び廃棄」（ＩＳＯ/Ｔ

Ｃ275）、「水の再利用」（ＩＳＯ /ＴＣ 282）

等へ積極的・主導的に参画している。 

３．特許審査の国際的な取組 

日本企業がグローバルな事業展開を円滑に

行うことができるよう、国際的な知財インフラ

の整備が重要である。このため、特許庁は、あ

る国で最初に特許可能と判断された出願に基

づいて、他国において早期に審査が受けられる

制度である「特許審査ハイウェイ（ＰＰＨ6）」

を45か国・地域との間で実施している（令和４

年１月時点）。また、我が国の特許庁と米国特

許商標庁は、日米両国に特許出願した発明につ

いて、日米の特許審査官がそれぞれ先行技術文

献調査を実施し、その調査結果及び見解を共有

した後に最初の審査結果を送付する日米協働

調査試行プログラムを平成27年８月１日から

実施している。さらに、ＰＣＴ7国際出願につ
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いて、日米欧中韓の5庁が協働して国際調査報

告を作成するＰＣＴ協働調査試行プログラム

を令和２年６月30日まで実施した。 

４． 国の研究開発プロジェクトにおける

知的財産（知的財産権・研究開発デー

タ）マネジメント 

（１）特許権等の知的財産権に関する取組 

経済産業省は、国の研究開発の成果を最大限

事業化に結び付けるため、「委託研究開発にお

ける知的財産マネジメントに関する運用ガイ

ドライン」（平成27年５月）に基づき、国の委

託による研究開発プロジェクトごとに適切な

知的財産マネジメントを実施している。 

農林水産省は、農林水産分野に係る国の研究

開発において、「農林水産研究における知的財

産に関する方針」（平成28年２月）に基づき、

研究の開始段階から研究成果の社会実装を想

定した知的財産マネジメントに取り組んでい

る。 

（２）研究開発データに関する取組 

経済産業省は、研究開発データの利活用促進

を通じた新たなビジネスの創出や競争力の強

化を図るため「委託研究開発におけるデータマ

ネジメントに関する運用ガイドライン」（平成

29年12月）に基づき、平成30年３月より、ナ

ショプロデータカタログ1に利活用可能な研

究開発データを掲載している。 

５．特許情報等の整備・提供 

特許庁は、工業所有権情報・研修館が運営する

                                                  
1  https://www.meti.go.jp/policy/innovation_policy/datamanagement.html 

  
2  https://www.j-platpat.inpit.go.jp/ 

  
3  Foreign Patent Information Service https://www.foreignsearch2.jpo.go.jp/ 

  

「特許情報プラットフォーム（Ｊ－ＰｌａｔＰａ

ｔ2）」や、「外国特許情報サービス（ＦＯＰＩ

ＳＥＲ3）」を通じて、我が国の特許情報及び、

我が国のユーザーからのニーズが大きい諸外

国の特許情報を提供している。 

そのほか、工業所有権情報・研修館では、企

業や大学、公的試験研究機関等が実施許諾又は

権利譲渡の意思を持つ「開放特許」「リサーチ

ツール特許」の情報を収録したデータベース

サービスを提供している。 

６．早期審査の実施 

特許庁は、特許の権利化のタイミングに対す

る出願人の多様なニーズに応えるため、一定の

要件の下に、早期に審査を行う「早期審査」を

実施している。 

７．特許審査体制の整備・強化 

特許庁は、令和３年度においても、任期満了

を迎えた任期付審査官の一部を再採用するな

ど、審査処理能力の維持・向上のため、引き続

き審査体制の整備・強化を図った。 

８．事業戦略対応まとめ審査の実施 

特許庁は、知的財産戦略に基づいた出願に対

応するための審査体制について検討を進め、事

業で活用される知的財産の包括的な取得を支

援するため、国内外の事業に結び付く複数の知

的財産（特許・意匠・商標）を対象として、分

野横断的に事業展開の時期に合わせて審査・権

利化を行う「事業戦略対応まとめ審査」を実施

している。 
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９．技術動向調査の実施・公表 

研究開発戦略と知的財産戦略との連携が求

められている中、特許庁は、新市場の創出が期

待される分野、国の政策として推進すべき技術

分野を中心に、特許出願動向等を調査し、その

結果を公表している。 

10．専門家による知財活用の支援 

特許庁は、大学において権利化されていない

優れた研究成果の発掘等を支援する「知財戦略

デザイナー派遣事業」を実施している。また、

工業所有権情報・研修館を通じて、競争的な公

的資金が投入された研究開発プロジェクトを

推進する大学や研究開発コンソーシアム等を

支援する「知的財産プロデューサー派遣事業」

や、事業化を目指す産学連携活動を展開する大

学を支援する「産学連携知的財産アドバイザー

派遣事業」も実施している。令和３年度は、知

財戦略デザイナー16名を20大学に、知的財産

プロデューサー21名を54プロジェクトに、産

学連携知的財産アドバイザー10名を18大学

に派遣した。 

農林水産省は、国の研究事業等において、大

学、国立研究開発法人、公設試験場等が連携し

て実施する研究計画の作成支援を行うため、知

的財産の戦略的活用など技術経営（ＭＯＴ1）

的視点の導入も含め、全国に約140人の農林水

産・食品産業分野を専門とするコーディネー

ターを配置している。 

11．技術情報の管理に関する取組 

平成30年５月に成立した改正産業競争力強

化法において、事業者が保有する重要情報の適

切な管理に対し国が認定した機関から認証を

受けることができる「技術情報管理認証制度」

を創設した（令和４年３月末現在、６件の機関

を認定）。令和３年度は、適切な技術情報管理

の構築に向けたアドバイス等を行う専門家の

派遣（90回派遣）や、制度に関心の高い業界団

                                                  
1  Management of Technology 

体等との連携、研修素材・パンフレットの作成、

メールマガジンの配信による広報活動等に加

え、制度の普及・改善に向けた有識者会議等（検

討会４回、ＷＧ３回）を開催した。 

12．研究成果の権利化支援と活用促進 

科学技術振興機構は、優れた研究成果の発

掘・特許化を支援するために、一貫した取組を

進めている。具体的には、「知財活用支援事業」

において、大学等における研究成果の戦略的な

外国特許取得の支援、各大学等に散在している

特許権等の集約・パッケージ化による活用促進

を実施するなど、大学等の知的財産の総合的活

用を支援している。 

➎ 科学技術外交の戦略的な推進 

１．科学技術外交の戦略的な推進 

グローバル化が進展する中で、我が国の科学

技術・イノベーションを推進するとともに、そ

の成果を活用し、国際社会における我が国の存

在感や信頼性を向上させるため、科学技術・イ

ノベーションの国際活動と外務省参与（外務大

臣科学技術顧問）を通じた取組を含む科学技術

外交を一体的に推進していくことが必要であ

る。 

（１）国際的な枠組みの活用 

ア 主要国首脳会議（サミット）関連活動 

2008年（平成20年）、当時の議長国であった

我が国の発案により、Ｇ８科学技術大臣会合が

当時の岸田文雄・内閣府特命担当大臣（科学技

術政策）の主催で開催された。以後、2013年

（平成25年）英国、さらには2015年（平成27

年）ドイツ、2016年（平成28年）日本（茨城

県つくば市）、2017年（平成29年）イタリア、

2020年（令和２年）米国、2021年（令和３年）

英国と定期的に開催されている。同会合は、内

閣府特命担当大臣（科学技術政策）と諸外国の

閣僚との政策協議等を通じて、科学技術を活用
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した地球規模の諸問題等への対処、諸外国と連

携した科学技術政策を巡る国際的な議論への

主体的な貢献等を開催目的としている。2021

年（令和３年）７月には、英国主催によりオン

ライン開催され、６月に発出された首脳宣言の

附属文書「Ｇ７研究協約」を踏まえ、国際研究

協力の重要性や、直面する課題について連携し

て取り組んでいく方針を確認した。 

2008年（平成20年）の会合での議論を踏ま

え設立された国際的研究施設に関する高級実

務者会合（ＧＳＯ1）については、国際的な研

究施設に関する情報共有や国際協力に係る枠

組み等について検討が行われている。気候中立

実現のための戦略研究ネットワーク（2021年、

低炭素社会国際研究ネットワークから名称変

更）は、2021年12月、「気候中立で持続可能な

社会実現に向けた行動を加速する」をテーマに

年次会合を開催した。同年次会合では2つの基

調講演と、産業の脱炭素化、雇用、国際協力、

ファイナンスについて4つのテーマ別セッ

ションが実施され、2日間で23か国・地域から

のべ140名の専門家・研究者が参加した。なお、

同ネットワークには、2022年（令和4年）現在、

我が国を含む7か国17の研究機関が参加して

いる。 

イ アジア・太平洋経済協力（ＡＰＥＣ） 

ＡＰＥＣ科学技術イノベーション政策パー

トナーシップ（ＰＰＳＴＩ2）は、共同プロジェ

クトやワークショップ等を通じたＡＰＥＣ地

域の科学技術・イノベーション推進を目的に開

催されており、2021年（令和３年）８月に第

18回会合が、2022年（令和４年）２月に第19

回会合がオンラインで開催され、ＰＰＳＴＩの

活動計画等について議論が行われた。 

                                                  
1  The meeting of the Group of Senior Officials 
2  Policy Partnership for Science, Technology and Innovation 
3  Cooperation on Science, Technology and Innovation 
4  ASEAN-Japan Cooperation Comittee on Science and Technology 
5  Asia-Pacific Regional Space Agency Forum 
6  The Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services 

ウ 東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ） 

我が国とＡＳＥＡＮ科学技術イノベーショ

ン委員会（ＣＯＳＴＩ3）の協力枠組みとして、

日・ＡＳＥＡＮ科学技術協力委員会（ＡＪＣＣ

ＳＴ4）が毎年開催されており、我が国では文

部科学省を中心として対応している。

2018年（平成30年）のＡＪＣＣＳＴ－９

で合意された「日ＡＳＥＡＮ ＳＴＩ for ＳＤ

Ｇｓブリッジングイニシアティブ」の下、日Ａ

ＳＥＡＮ共同研究成果の社会実装を強化する

ための協力を継続している。 

エ その他 

ⅰ）アジア・太平洋地域宇宙機関会議（ＡＰ

ＲＳＡＦ5） 

我が国は、アジア・太平洋地域での宇宙活動、

利用に関する情報交換並びに多国間協力推進

の場として、1993年（平成５年）から毎年１

回程度、ＡＰＲＳＡＦを主催しており、13か国

60名が参加した第１回から、第27回（2021年

（令和３年））には48か国・地域、２国際機関

から約843名が参加登録する同地域最大規模

の宇宙関連会議となっている。第27回は、新型

コロナウイルス感染症の拡大を受け、オンライ

ンで開催したが、現地開催とほぼ同様、若しく

はそれ以上の参加が得られ、同地域においてＡ

ＰＲＳＡＦが安定的な求心力があることが窺
うかが

われた。また、再編された分科会やワーク

ショップでは、外部専門家と連携することで多

様な観点で活発に議論された。 

 

ⅱ） 生物多様性及び生態系サービスに関す

る政府間科学‐政策プラットフォーム

（ＩＰＢＥＳ6） 

生物多様性と生態系サービスに関する動向

を科学的に評価し、科学と政策のつながりを強
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化する政府間のプラットフォームとして

2012年（平成24年）４月に設立された政府間

組織である。加盟国等の参加による ＩＰＢＥ

Ｓ総会第８回会合が2021年（令和３年）６月

にオンラインで開催された。 

 

ⅲ）地球観測に関する政府間会合（ＧＥＯ1） 

2015年（平成27年）11月に開催された閣僚

級会合で承認された「ＧＥＯ戦略計画2016-

2025」に基づき、「全球地球観測システム（Ｇ

ＥＯＳＳ2）」の構築を推進する国際的な枠組

みであり、2022年（令和４年）３月時点で253

の国及び国際機関等が参加している。 

2021年（令和３年）11月にアジア・オセア

ニア地域を対象とした第14回ＡＯＧＥＯ3シ

ンポジウムを我が国主導で開催し、研究者や実

務者がこれまでの取組の紹介や意見交換など

を行い、アジア・オセアニア地域特有の社会課

題の解決に向けた、共通認識や今後の活動を記

した「アジア・オセアニアＧＥＯ宣言2021」

を採択した。 

 

ⅳ）気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ） 

気候変動に関する最新の科学的知見につい

て取りまとめた報告書を作成し、各国政府の気

候変動に関する政策に科学的な基礎を与える

ことを目的として、1988年（昭和63年）に世

界気象機関（ＷＭＯ4）と国連環境計画（ＵＮ

ＥＰ5）により設立された。2021年（令和３年）

８月に第６次評価報告書第１作業部会報告書、

2022年（令和４年）２月に同第２作業部会報

告書が公表された。 

 

ⅴ）Innovation for Cool Earth Forum（ＩＣ

ＥＦ） 

ＩＣＥＦは、地球温暖化問題を解決する鍵で

                                                  
1  Group on Earth Observations 
2  Global Earth Observation System of System 
3  Asia-Oceania Group on Earth Observations 
4  World Meteorological Organization 
5  United Nations Environment Programme 
6  Arctic Science Ministerial 

ある「イノベーション」促進のため、世界の産

学官のリーダーが議論するための知のプラッ

トフォームとして、2014年（平成26年）から

毎年開催している国際会議である。2021年

（令和３年）10月６～７日、オンライン開催さ

れた第８回年次総会では、「 Pathways to 

Carbon Neutrality by 2050: Accelerating the 

pace of global decarbonization」をメインテー

マに掲げ、2050年のカーボンニュートラルに

向けた具体的かつ現実的な議論に焦点が置か

れた。２日間の会合を通じ、各国政府機関、産

業界、学界、国際機関等の約87か国・地域から

2,000名以上が参加した。 

 

ⅵ）Research and Development 20 for Clean 

Energy Technologies（ＲＤ20） 

ＲＤ20は、二酸化炭素大幅削減に向けた非

連続なイノベーション創出を目的として、G20

各国の研究機関からリーダーを集めた国際会

議である。令和３年（2021年）10月にオンラ

イン開催された第３回会合では、カーボン

ニュートラルの実現に向けて議論した成果を

リーダーズステートメントとして発表すると

ともに、共同プロジェクトの創出を目指したタ

スクフォース活動を開始した。 

 

ⅶ）北極科学大臣会合（ＡＳＭ6） 

第３回北極科学大臣会合（ＡＳＭ３）を、日

本とアイスランドの共催により、令和３年

（2021年）５月８日（土）～９日（日）にア

ジアで初となる東京で開催した。本会合は、北

極における研究観測や主要な社会的課題対応

の推進等を目的とした閣僚級会合であり、「持

続可能な北極のための知識」をテーマに参加

国・団体が議論を行い、北極域の科学分野の国

際連携の推進、北極域の理解の加速と、北極域
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における政策決定の基になる科学の支援に関

する共同声明を取りまとめた。 

 

ⅷ）グローバルリサーチカウンシル（ＧＲＣ1） 

世界各国の主要な学術振興機関の長による

国際会議であるＧＲＣ第９回年次会合が、

2021年（令和３年）5月24日（月）～28日（金）

に、南アフリカ国立研究財団（ＮＲＦ2）と英

国UKリサーチ・イノベーション（ＵＫＲＩ）

の共同主催によりダーバン（南アフリカ）を主

催地としてオンラインで開催され、71か国か

ら70機関の長等が出席し、研究支援を取り巻

く課題と学術振興機関が果たしていくべき役

割について議論を交わした。 

（２）国際機関との連携 

ア 国際連合システム（ＵＮシステム） 

ⅰ） 持続可能な開発目標のための科学技術

イノベーション（「ＳＴＩ for ＳＤＧｓ」） 

国連機関間タスクチーム（ＵＮ-ＩＡＴＴ3）

が、世界各国でＳＴＩ for ＳＤＧｓロードマッ

プの策定を促進させるために2019年（令和元

年）に開始した「グローバル・パイロット・プ

ログラム」パートナー国として、我が国は

2020年度（令和２年度）より世界銀行への拠

出を通じてケニアの農家へのデジタル金融

サービス（ＤＦＳ4）の提供を推進するための

支援を行い、2021年度（令和３年度）にはケ

ニア政府に対してＤＦＳに関するエコシステ

ム構築に向けたロードマップを提案した。 

また、開発途上国での社会的課題・ニー

ズを把握する取組を実施している国連開発

計画（ＵＮＤＰ5 ）への拠出を通じて、現地で

求められるニーズを踏まえて我が国の企業等

                                                  
1  Global Research Council 
2  The National Research Foundation of South Africa 
3  UN Interagenecy Task Team on STI for SDGs 
4  Digital Financial Services 
5  United Nations Development Programme 
6  United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization 
7  Intergovernmental Oceanographic Commission 
8  Intergovernmental Hydrological Programme 
9  Man and the Biosphere 
10  International Bioethics Committee 
11  Intergovernmental Bioethics Committee 

が事業化を検討する「Japan SDGｓ Innovation 

Challenge for UNDP Accelerator Labs」を

2020年（令和２年）より実施している。2021

年度（令和３年）には、新たに３か国の課題に

ついて、日本のステークホルダーによる解決策

と事業化の検討を開始した。 

さらに、2019年度（令和元年度）より実施

してきたＳＴＩ for ＳＤＧｓプラットフォー

ムの構築に関する委託調査により、世界食糧計

画（ＷＦＰ）の協力の下で開発途上国である４

か国の課題を現地関係者と日本企業等からの

参加者が協働で分析し、解決方法や事業化を検

討するプログラムを開発・実証し、その成果と

して運用マニュアルを作成し公開した。 

 

ⅱ）国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ6、

ユネスコ） 

我が国は、国連の専門機関であるユネスコの

多岐にわたる科学技術分野の事業活動に積極

的に参加協力をしている。ユネスコでは、政府

間海洋学委員会（ＩＯＣ7）、政府間水文学計画

（ＩＨＰ8）、人間と生物圏（ＭＡＢ9）計画、

ユネスコ世界ジオパーク、国際生命倫理委員会

（ＩＢＣ10）、政府間生命倫理委員会（ＩＧＢ

Ｃ11）等において、地球規模課題解決のための

事業や国際的なルール作り等が行われている。

我が国は、ユネスコへの信託基金の拠出等を通

じ、アジア・太平洋地域等における科学分野の

人材育成事業や持続可能な開発のための国連

海洋科学の10年（2021年（令和３年）～2030

年（令和12年））に関する支援事業等を実施し

ており、また、各委員会へ専門委員を派遣し、

議論に参画するなど、ユネスコの活動を推進し

ている。また、2021年（令和３年）11月の第
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41回ユネスコ総会で採択されたオープンサイ

エンスに関する勧告及びＡＩの倫理に関する

勧告については、勧告策定のための諮問委員会

や地域コンサルテーション、政府間委員会に我

が国の専門家を派遣するなど、様々な貢献を果

たした。 

 

ⅲ）持続可能な開発のための国連海洋科学 

の10年（2021-2030） 

持続可能な開発のための国連海洋科学の10

年とは、海洋科学の推進により、持続可能な開

発目標（ＳＤＧ14等）を達成するため、2021

～2030年（令和３年～令和12年）の10年間に

集中的に取組を実施する国際枠組みである。

2021年（令和３年）１月から開始されている。 

実施計画では、10年間の取組で目指す社会

的成果として、きれいな海、健全で回復力のあ

る海、予測できる海、安全な海、持続的に収穫

できる生産的な海、万人に開かれ誰もが平等に

利用できる海、心揺さぶる魅力的な海の７つが

掲げられており、そのために、海洋汚染の減少

や海洋生態系の保全から、海洋リテラシーの向

上と人類の行動変容まで10の挑戦課題に取り

組むこととされている。我が国は、これらの社

会的成果への貢献を目指し、2021年（令和３

年）２月に発足した国内委員会等の枠組みを通

じて関係省庁・機関を含む産官学民の連携を促

進し、国内・地域間・国際レベルにおいて様々

な取組を推進している。 

イ 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ1） 

ＯＥＣＤでは、閣僚理事会、科学技術政策

委員会（ＣＳＴＰ2）、デジタル経済政策委員

会（ＣＤＥＰ3）、産業・イノベーション・起業

委員会（ＣＩＩＥ4）、原子力機関（ＮＥＡ5）、

                                                  
1  Organisation for Economic Co-operation and Development 
2  Committee for Scientific and Technological Policy 
3  Committee on Digital Economy Policy 
4  Committee on Industry, Innovation and Entrepreneurship 
5  Nuclear Energy Agency 
6  International Energy Agency 
7  OECD Global Science Forum 
8  Working Party on Innovation and Technology Policy 
9  Working Party on Biotechnology, Nanotechnology and Converging Technologies 
10  Working Party of National Experts on Science and Technology Indicators 

国際エネルギー機関（ＩＥＡ6）等を通じ、加

盟国間の意見・経験等及び情報の交換、人材の

交流、統計資料等の作成をはじめとした科学技

術に関する活動が行われている。 

ＣＳＴＰでは、科学技術政策に関する情報交

換・意見交換が行われるとともに、科学技術・

イノベーションが経済成長に果たす役割、研究

体制の整備強化、研究開発における政府と民間

の役割、国際的な研究開発協力の在り方等につ

いて検討が行われている。また、ＣＳＴＰには、

グローバル・サイエンス・フォーラム（ＧＳ

Ｆ7）、イノベーション・技術政策作業部会（Ｔ

ＩＰ8）、バイオ・ナノ・コンバージング・テク

ノロジー作業部会（ＢＮＣＴ9）及び科学技術

指標各国専門家作業部会（ＮＥＳＴＩ10）の４

つのサブグループが設置されている。 

 

ⅰ）グローバル・サイエンス・フォーラム 

（ＧＳＦ） 

ＧＳＦでは、地球規模課題の解決に向けた国

際連携の在り方等が議論されている。2021年

（令和３年）は、プロジェクトの成果として「危

機時の科学動員」、「大型研究基盤（ＶＬＲＩ

ｓ）」、「グローバルな研究エコシステムにおけ

るインテグリティとセキュリティ」、「将来の研

究人材」のプロジェクトを実施している。 

 

ⅱ）イノベーション・技術政策作業部会 

（ＴＩＰ） 

ＴＩＰでは、科学技術・イノベーションを政

策的に経済成長に結び付けるための検討を

行っており、2020年（令和２年）は、産学官

及び市民参加の共創、持続的かつ包摂的な成長

のためのイノベーション政策等について議論

を行った。 
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ⅲ）バイオ・ナノ・コンバージング・テクノ

ロジー作業部会（ＢＮＣＴ） 

ＢＮＣＴは、バイオテクノロジーを有効に活

用し、持続可能な経済成長や人類の繁栄に役立

てるための政策提言や、ナノテクノロジーの波

及効果、研究と研究インフラの国際化などのプ

ロジェクトを進めている。 

 

ⅳ）科学技術指標各国専門家作業部会 

（ＮＥＳＴＩ） 

ＮＥＳＴＩは、統計作業に関して監督・指揮・

調整等を行うとともに、科学技術・イノベー

ション政策の推進に資する指標や定量的分析

の展開に寄与している。具体的には、研究開発

費や科学技術人材等の科学技術・イノベーショ

ン関連指標について、国際比較のための枠組み、

調査方法や指標の開発に関する議論等を行っ

ている。 

ウ 国際科学技術センター（ＩＳＴＣ1） 

ＩＳＴＣは、旧ソ連邦諸国における大量破壊

兵器開発に従事していた研究者・技術者が参画

する平和目的の研究開発プロジェクトを支援

することを目的として、1994年（平成６年）

３月に設立された国際機関であり、現在では旧

ソ連圏に限らず広い地域で科学者の従事する

研究活動等を支援し、日本、米国、ＥＵ、韓国、

ノルウェーが資金を拠出している。 

（３）研究機関の活用 

ア 東アジア・ＡＳＥＡＮ経済研究センター

（ＥＲＩＡ2） 

ＥＲＩＡは、東アジア経済統合の推進に向け

政策研究・提言を行う機関であり、「経済統合

の深化」、「開発格差の縮小」及び「持続可能な

経済成長」を３つの柱として、イノベーション

政策等を含む幅広い分野にわたり、研究事業、

                                                  
1  International Science and Technology Center 
2  Economic Research Institute for ASEAN and East Asia 
3  Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 
4  Strategic International Collaborative Research Program 

シンポジウム事業及び人材育成事業を実施し

ている。 

（４） 科学技術・イノベーションに関する

戦略的国際活動の推進 

我が国が地球規模の問題解決において先導

的役割を担い、世界の中で確たる地位を維持す

るためには、科学技術・イノベーション政策を

国際協調及び協力の観点から戦略的に進めて

いく必要がある。 

文部科学省は、2008年度（平成20年度）よ

り地球規模課題対応国際科学技術協力プログ

ラム（ＳＡＴＲＥＰＳ3）を実施し、我が国の

優れた科学技術とＯＤＡとの連携により、アジ

ア等の開発途上国と、環境・エネルギー、生物

資源、防災、感染症分野において地球規模の課

題解決につながる国際共同研究を推進してい

る。また、2009年度（平成21年度）より、「戦

略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ4）」

を実施し、戦略的な国際協力によるイノベー

ション創出を目指し、省庁間合意に基づくイ

コールパートナーシップ（対等な協力関係）の

下、相手国・地域のポテンシャル・分野と協力

フェーズに応じた多様な国際共同研究を推進

している。さらに、2014年度（平成26年度）

より「日本・アジア青少年サイエンス交流事業

（さくらサイエンスプラン）」を実施し、アジ

アを中心とする国・地域の青少年の日本の最先

端の科学技術への関心を高めるとともに、海外

の優秀な科学技術イノベーション人材の将来

の獲得に資するため科学技術分野での海外と

の青少年交流を促進してきた。令和３年度から

は「国際青少年サイエンス交流事業（さくらサ

イエンスプログラム）」と名称を改め、対象を

世界の国・地域の青少年に拡大するとともに、

自然科学分野に加えて人文・社会科学分野の交

流も対象としている（第２章第２節  ➎参1 
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照）。 

環境省は、アジア太平洋地域での研究者の能

力向上、共通の問題解決を目的とする「アジア

太平洋地球変動研究ネットワーク（ＡＰＮ1）」

を支援している。2021年（令和3年）2月には

第24回政府間会合等が開催され、更なる活動

の展開に向けた第５次戦略計画が採択された。

また、アジア地域の低炭素成長に向け、最新の

研究成果や知見の共有を目的とする「低炭素ア

ジア研究ネットワーク（ＬｏＣＡＲＮｅｔ2）」

の第９回年次会合を2021年（令和３年）３月

にオンラインで開催した。 

（５）諸外国との協力 

ア 欧米諸国等との協力 

我が国と欧米諸国等との協力活動について

は、ライフサイエンス、ナノテクノロジー・材

料、環境、原子力、宇宙開発等の先端研究分野

での科学技術協力を推進している。具体的には、

二国間科学技術協力協定に基づく科学技術協

力合同委員会の開催や、情報交換、研究者の交

流、共同研究の実施等の協力を進めている。 

米国との間では、1988年（昭和63年）６月

に署名された日米科学技術協力協定に基づき、

日米科学技術協力合同高級委員会（大臣級）や

日米科学技術協力合同実務級委員会（実務級）

が設置され、2021年（令和３年）６月には第

16回日米科学技術協力合同実務級委員会を開

催し、科学技術政策、既存の協力及び新たな協

働分野に関し意見交換を行った。また、2021

年（令和３年）４月の日米首脳会談で「日米競

争力・強靱性（コア）パートナーシップ」を立

ち上げ、ＡＩ、量子、宇宙、バイオテクノロジー、

健康・医療等の重要分野における協力を推進す

ることを確認した。これに基づき、量子分野で

は第16回日米科学技術協力合同実務級委員会

において、文部科学省と米国エネルギー省の間

で、量子技術に係る事業取決めに署名した。 

また、ＳＩＣＯＲＰでは2021年（令和３年）

                                                  
1  Asia-Pacific Network for Global Change Research 
2  Low Carbon Asia Research Network 

から非医療分野における新型コロナウイルス

感染症（ＣＯＶＩＤ－19）関連研究、新型コロ

ナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－19）により求

められる新たな生活態様に資するデジタルサ

イエンス分野の研究を実施している。 

ＥＵとの間では、2021年（令和３年）5月に

開催された第27回日ＥＵ定期首脳協議で、日

ＥＵグリーン・アライアンスに関する文書が発

出された。また、総務省と欧州委員会の間では、

2019年（令和元年）11月から第５次日ＥＵ共

同公募としてeHealth分野の研究開発課題を

募集し、2020年（令和２年）10月に１件を採

択し、2021年度（令和３年度）も継続して研

究開発を実施している。2021年（令和３年）

６月には米国、スペイン、10月には英国、11

月にはノルウェー、ＥＵ、2022年（令和４年）

３月にはイスラエル、カナダとの間でそれぞれ

科学技術協力合同委員会を開催し、双方間にお

ける科学技術協力の更なる促進について議論

が行われた。 

イ 中国、韓国、ロシアとの協力 

中国とは、2018年（平成30年）８月に文部

科学省と中国科学技術部との間で署名された

協力覚書に基づき、ＳＩＣＯＲＰ「国際共同研

究拠点」（環境・エネルギー分野）が実施され

ている。 

日中韓３か国の枠組みでは、文部科学省科学

技術・学術政策研究所と中韓の科学技術政策研

究機関が協力して開催している日中韓科学技

術政策セミナーが、２年連続でオンライン形式

で開催された。 

ロシアとは、2017年（平成29年）９月に文

部科学省とロシア教育科学省との間で署名さ

れた協力覚書に基づき、優先協力分野である

「北極研究を含む合理的な自然利用」及び「エ

ネルギー効率」、「原子力科学」に関して日露間

の共同研究を実施してきた 。 
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ウ ＡＳＥＡＮ諸国、インドとの協力 

アジアには、環境・エネルギー、食料、水、

防災、感染症など、問題解決に当たって我が国

の科学技術を生かせる領域が多く、このような

アジア共通の問題の解決に積極的な役割を果

たし、この地域における相互信頼、相互利益の

関係を構築していく必要がある。 

文部科学省は、科学技術振興機構と協力して、

2012年（平成24年）６月に、研究開発力を強

化するとともに、アジア諸国が共通して抱える

課題の解決を目指し多国間の共同研究を行う

「ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム」を発足さ

せた。同プログラムは、東アジアサミット参加

国の機関が参加し、「材料（ナノテクノロジー）」、

「農業（食料）」、「代替エネルギー」、「ヘルス

リサーチ（感染症、がん）」、「防災」、「環境（気

候変動、海洋科学）」、「イノベーションに向け

た先端融合」の７分野を対象にしている。なお、

ヘルスリサーチ分野については、2015年（平

成27年）４月から日本医療研究開発機構にお

いて支援している。また、2020年度（令和２

年）には、新型コロナウイルス感染症に関する

共同研究プロジェクトの緊急公募を行った。 

このほか、ＳＩＣＯＲＰ「国際共同研究拠点」

として、2015年（平成27年）９月よりＡＳＥ

ＡＮ地域（環境・エネルギー、生物資源、生物

多様性、防災分野）、2016年（平成28年）10

月よりインド（ＩＣＴ分野）において支援を開

始した。イノベーションの創出、日本の科学技

術力の向上、相手国・地域との研究協力基盤の

強化を目的として、日本の「顔の見える」持続

的な共同研究・協力を推進するとともにネット

ワークの形成や若手研究者の育成を図ってい

る。また、2020年11月には、インドとの間で

第10回日・インド科学技術協力合同委員会を

テレビ会議形式で開催し、科学技術分野におけ

る協力が継続的に推進されていることを歓迎

した。 

                                                  
1  Tokyo International Conference on African Development 
2  African-Japan Collaborative Research 
3  Official Development Assistance 
4  Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development 

エ その他の国との協力 

その他の国との間でも、情報交換、研究者の

交流、共同研究の実施等の科学技術協力が進め

られている。2019年（令和元年）第７回アフ

リカ開発会議（ＴＩＣＡＤ７1）の公式サイド

イベントとして文部科学省が開催した「ＳＴＩ 

for ＳＤＧｓについての日本アフリカ大臣対話」

での議論を踏まえ、同年12月に、新たに、日本

と南アフリカを核として３か国以上の日・アフ

リカ多国間共同研究を行うプログラム「ＡＪ―

ＣＯＲＥ2」の研究公募が開始され、2021年

（令和３年）２月に４件が採択された。 

アジア、アフリカや中南米等の開発途上国と

の科学技術協力については、これらの国々の

ニーズを踏まえ、地球規模課題の解決と将来的

な社会実装に向けた国際共同研究を推進する

ため、文部科学省、科学技術振興機構及び日本

医療研究開発機構並びに外務省及び国際協力

機構が連携し、我が国の優れた科学技術と政府

開発援助（ＯＤＡ3）を組み合わせた「地球規

模課題対応国際科学技術協力プログラム（ＳＡ

ＴＲＥＰＳ4）」を実施している。平成20年度

から令和３年度（2008年度から2021年度）に、

環境・エネルギー、生物資源、防災や感染症分

野において、53か国で168件（地域別ではアジ

ア91件、アフリカ42件、中南米25件等）を採

択している。 

文部科学省は、我が国のＳＡＴＲＥＰＳに参

加する大学に留学を希望する者を国費外国人

留学生として採用する、国際共同研究と留学生

制度を組み合わせた取組を実施している。これ

により、国際共同研究に参画する相手国の若手

研究者等が、我が国で学位を取得することが可

能になるなど、人材育成にも寄与する協力を進

めている。 
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（６） 研究活動の国際化・オープン化に伴

う研究の健全性・公正性（研究イン

テグリティ）の自律的な確保 

研究活動の国際化、オープン化に伴う新たな

リスクへ適切に対応していく観点から、研究者

や大学・研究機関等が研究の健全性・公正性（研

究インテグリティ）を自律的に確保することが

重要であるため、令和３年４月に統合イノベー

ション戦略推進会議において「研究活動の国際

化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研

究インテグリティの確保に係る政府としての

対応方針について」を決定した。これに基づき、

令和３年12月に、研究者に対し所属研究機関

や研究資金配分機関への適切な情報提出を求

めることを明確にするため、「競争的研究費の

適正な執行に関する指針」の改定を行った。 

２．研究の公正性の確保 

研究者が社会の多様なステークホルダーと

の信頼関係を構築するためには、研究の公正性

の確保が前提であり、研究不正行為に対する不

断の対応が科学技術・イノベーションへの社会

的な信頼や負
ふ

託
たく

に応え、その推進力を向上させ

るものであることを、研究者及び大学等の研究

機関は十分に認識する必要がある。 

公正な研究活動の推進については、文部科学

省では、「研究活動における不正行為への対応

等に関するガイドライン」（平成26年８月26

日文部科学大臣決定）に基づき、研究機関にお

ける体制整備等の取組の徹底を図るとともに、

日本学術振興会、科学技術振興機構及び日本医

療研究開発機構と連携し、研究機関による研究

倫理教育の実施等を支援するなどの取組を

行っている。 

研究費の不正使用の防止については、文部科

学省では、「研究機関における公的研究費の管

理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成19

年２月15日文部科学大臣決定。以下「ガイドラ

イン」という。）に基づき、研究機関における公

的研究費の適正な管理を促すとともに、研究機

関の取組を支援するための指導・助言を行って

いる。さらに、令和３年２月にガイドラインを

改正し、研究費不正防止対策の強化を図ってい

る。経済産業省では、「研究活動の不正行為への

対応に関する指針」（平成27年１月15日改正）

及び「公的研究費の不正な使用等の対応に関す

る指針」（平成27年１月15日改正）により対応

を行うなど、関係府省においてもそれぞれの指

針等に基づき対応を行っている。 

また、不正行為等に関与した者等の情報を関

係府省で共有し、「競争的研究費の適正な執行

に関する指針」（令和３年12月17日改正競争

的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）

に基づき、関係府省全ての競争的研究費への応

募資格制限等を行っている。

 

 
第２節 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化 

研究者の内在的な動機に基づく研究が、人類

の知識の領域を開拓し、その積み重ねが人類の

繁栄を支えてきた。人材の育成や研究インフラ

の整備、多様な研究に挑戦できる文化を実現し、

「知」を育む研究環境を整備するために行って

いる政府の施策を報告する。 

 １ 多様で卓越した研究を生み出す

環境の再構築 

知のフロンティアを開拓する多様で卓越し

た研究成果を生み出すため、研究者が一人ひと

りに内在する多様性に富む問題意識に基づき、

その能力をいかんなく発揮し、課題解決へのあ

くなき挑戦を続けられる環境の実現を目指し

ている。 
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➊ 博士後期課程学生の処遇向上とキャ

リアパスの拡大 

文部科学省では、優秀で志のある博士後期課

程学生が研究に専念するための経済的支援及

び博士人材が産業界等を含め幅広く活躍する

ためのキャリアパス整備を一体として行う実

力と意欲のある大学を支援するため、令和３年

度より「科学技術イノベーション創出に向けた

大学フェローシップ創設事業」を開始したほか、

科学技術振興機構を中心に、新たに「次世代研

究者挑戦的研究プログラム（ＳＰＲＩＮＧ1）」

にも取り組んでいる。 

また、日本学術振興会は、我が国の学術研究

の将来を担う優秀な博士後期課程の学生に対し

て研究奨励金を支給する「特別研究員（ＤＣ2）

事業」を実施している。 

日本学生支援機構は、意欲と能力があるにも

かかわらず、経済的な理由により進学等が困難

な学生に対する奨学金事業を実施しており、大

学院で無利子奨学金の貸与を受けた者のうち、

在学中に特に優れた業績を上げた学生の奨学

金について返還免除を行っている。なお、平成

30年度入学者より、博士課程の大学院業績優

秀者免除制度の拡充を行い、博士後期課程学生

の経済的負担を軽減することによって、進学を

促進している。 

これらの事業などにより、「研究力強化・若

手研究者支援総合パッケージ（令和２年１月

23日総合科学技術・イノベーション会議）」に

おいて示された政府目標である約15,000人の

博士後期課程学生への経済的支援の実現が見

込まれており、今後は第６期基本計画の目標で

ある約22,500人規模の支援を目指していく。 

また、博士課程学生の処遇向上に向けて、第

６期基本計画や「ポストドクター等の雇用・育

成に関するガイドライン」（令和２年12月３日

科学技術・学術審議会人材委員会）を踏まえ、

競争的研究費制度において、博士課程学生の積

                                                  
1  Support for Pioneering Research Initiated by the Next Generation 
2  Doctoral course 
3  Principal Investigator 

極的なリサーチアシスタント（ＲＡ）等として

の活用と、それに伴うＲＡ経費の適切な対価の

支払を促進している。 

文部科学省は、産業界と大学が連携して大学

院教育を行い、博士後期課程において研究力に

裏打ちされた実践力を養成する長期・有給のイ

ンターンシップをジョブ型研究インターン

シップ（先行的・試行的取組）として令和３年

度から大学院博士後期課程学生を対象に開始

し、多様なキャリアパスの実現に向けて取組を

進めている。 

また、国家公務員における博士号取得者の専

門的知識や研究経験を踏まえた待遇改善につ

いて、内閣人事局・人事院・内閣府・文部科学

省を中心としてヒアリング等を実施し、検討を

進めている。 

➋ 大学等において若手研究者が活躍で

きる環境の整備 

令和元年６月21日に閣議決定した「統合イ

ノベーション戦略2019」に基づき、研究機関

において適切に執行される体制の構築を前提

として、研究活動に従事するエフォートに応じ、

研究代表者本人の希望により、競争的研究費の

直接経費から研究代表者（Ｐｌ3）への人件費

を支出可能とした。これにより、研究機関にお

いて、適切な費用負担に基づき、確保した財源

により、研究に集中できる環境整備等による研

究代表者の研究パフォーマンス向上、若手研究

者をはじめとした多様かつ優秀な人材の確保

等を通じた機関の研究力強化に資する取組に

活用することができ、研究者及び研究機関双方

の研究力の向上が期待される。 

文部科学省は、雇用財源に外部資金（競争的

研究費、共同研究費、寄附金等）を活用するこ

とで捻出された学内財源を若手ポスト増設や

研究支援体制の整備などに充てる取組や、シニ

ア研究者に対する年俸制やクロスアポイント
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メント制度の活用、外部資金による任期付き雇

用への転換の促進などを通じて、組織全体で若

手研究者のポストの確保と、若手の育成・活躍

促進を後押しし、持続可能な研究体制を構築す

る取組の優良事例を盛り込んだ、国立大学法人

等人事給与マネジメント改革に関するガイド

ライン（追補版）を作成し、令和３年12月21

日に公表した。 

また、研究者の研究環境の整備に向けては、

リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）等

の研究マネジメント人材の育成・活躍促進も重

要であり、大学等におけるＵＲＡの更なる充実

を図るため、「リサーチ・アドミニストレータ

―活動の強化に関する検討会」において、その

知識・能力の向上と実務能力の可視化に資する

ものとして認定制度の導入に向けた論点整理

が取りまとめられた（平成30年９月）。この論

点整理を踏まえ、令和元年度及び令和２年度に

認定制度の導入に向けた調査研究等を実施し、

令和３年度には「リサーチ・アドミニストレー

ター等のマネジメント人材に係る質保証制度

の実施」事業において、ＵＲＡの質保証（認定）

制度の運用が開始された。 

また、平成25年度より世界水準の優れた研

究大学群を増強するため、「研究大学強化促進

事業」を実施し、定量的な指標（エビデンス）

に基づき採択した22の大学等研究機関に対す

る研究マネジメント人材（ＵＲＡを含む。）群

の確実な配置や集中的な研究環境改革の支援

を通じて、我が国全体の研究力強化を図ってい

る。 

我が国の研究生産性の向上を図るため国内

外の先進事例の知見を取り入れ、世界トップク

ラスの研究者育成に向けたプログラムを開発

し、トップジャーナルへの論文掲載や海外資金

の獲得等に向けた支援体制など、研究室単位で

はなく組織的な研究者育成システムの構築を

                                                  
1  https://jrecin.jst.go.jp 

  
2  Japan Graduates Database 

目指す「世界で活躍できる研究者戦略育成事業」

を令和元年度より実施し、令和３年度において

は５機関を支援している。 

また、優れた若手研究者が産学官の研究機関

において、安定かつ自立した研究環境を得て自

主的・自立的な研究に専念できるよう研究者及

び研究機関に対して支援を行う「卓越研究員事

業」 を平成28年度より実施している。令和３

年度までに、本事業を通じて創出されたポスト

において、少なくとも441名（令和４年３月31

日現在）の若手研究者が安定かつ自立した研究

環境を確保している。 

その他にも、若手研究者等の流動性を高めつ

つ安定的な雇用を確保することによって、キャ

リアアップを図るとともに、キャリアパスの多

様化を進める仕組みを構築する大学等を支援

する「科学技術人材育成のコンソーシアムの構

築事業」を実施し、令和３年度においては10拠

点が取組を行っている。 

科学技術振興機構は、産学官で連携し、研究

者や研究支援人材を対象とした求人・求職情報

など、当該人材のキャリア開発に資する情報の

提供及び活用支援を行うため、「研究人材の

キャリア支援ポータルサイト（ＪＲＥＣ－ＩＮ 

Portal1）」を運営している。 

文部科学省科学技術・学術政策研究所では、

平成30年度博士課程修了者に対し、修了から

1.5年後の雇用状況、処遇等の追跡調査を実施

し、第４次報告書として令和４年１月に公表を

行ったほか、博士課程の前段階である修士課程

修了予定者に対し、博士課程への進学予定や経

済状況、キャリア意識等の調査を実施し、令和

２年度修了者分の報告書として令和３年６月

に公表した。また、博士人材の活躍状況を把握

する情報基盤である博士人材データベース（Ｊ

ＧＲＡＤ2）について、令和３年９月にシステ

ム更新を行い、利用者の利便性を向上させた。 
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文部科学省科学技術・学術政策研究所（ＮＩＳＴＥＰ1）では、日本の研究力の現状を、論文データ等を用

いて分析しています。これらの分析結果は令和元年度の科学技術白書において、日本の研究力が諸外国と比

べて相対的に低下傾向にあることを示す際にも用いられていました。白書等を通じて日本の現状に対する共

通認識が形成される中、最近では、日本の研究力を向上するための手段・方策に対する示唆についてもＮＩ

ＳＴＥＰに求められるようになってきています。 

このようなニーズに対応するには、研究者数や研究開発費といったインプットと論文数のようなアウト

プットの間を結ぶ、研究のプロセスを理解することが重要であるとの問題意識に基づき、ＮＩＳＴＥＰでは

令和２年度より「研究活動把握データベースを用いた研究活動の実態把握（研究室パネル調査）」を実施して

います。当調査では、自然科学系の大学教員や大学教員が所属する研究室・研究グループの基礎的な情報、

大学教員が実施する研究プロジェクトのポートフォリオや具体的な研究プロジェクトの内容等の項目につい

て、令和２年度から令和６年度にかけて継続して収集していく予定です。 

令和２年度に実施した初年度調査の回答結果の分析を通じて、①職位の上昇によるマネジメント範囲の広

がり、②研究室・研究グループの構造の分野間差、③助教の独立性と価値観の状況、④研究実施における学

生の重要性、⑤研究プロジェクトの目的・成果の多様性といった点について示唆が得られました。図表は、

理学分野の教員を対象に研究に対する価値観を職位別に示した結果です。助教が「安定した職」を重視する

との認識を示す割合が高い一方で、「知的好奇心」や「挑戦的研究」については、教授において重視するとの

割合が一番高い様子が見えています。2021年（令和３年）のノーベル物理学賞を受賞した眞鍋淑郎博士が、

研究における好奇心の重要性を指摘されていましたが、それを踏まえるとやや心配なデータといえます。研

究室パネル調査からは、助教には任期付きの立場の方が多いこと、助教が研究活動に用いる資金の約半分は

上司の獲得した外部資金からまかなわれていることなども明らかになっており、これらの要因が助教の価値

観に影響を及ぼしている可能性があります。 

令和４年度以降は、調査実施に加えて分析を本格化させることにより、研究室パネル調査から得られる知

見を、科学技術・学術政策立案のための基礎資料として文部科学省や総合科学技術・イノベーション会議に

提供していく予定です。 
  

 

 
   

                                                  
1  National Institute of Science and Technology Policy 
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提供：文部科学省科学技術・学術政策研究所 

出典『研究活動把握データベースを用いた研究活動の実態把握(研究室パネル調査2020)：基礎的な発見事実』 

   文部科学省科学技術・学術政策研究所、2021、 調査資料-314 

2-11 

  

研究室・研究グループの活動を可視化する: 研究室パネル調査 
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➌ 女性研究者の活躍促進 

女性研究者がその能力を発揮し、活躍できる

環境を整えることは、我が国の科学技術・イノ

ベーションの活発化や男女共同参画の推進に

寄与するものである。我が国では、女性研究者

の登用や活躍支援を進めることにより、女性研

究者の割合は年々増加傾向にあるものの、令和

３年３月31日現在で17.5％であり、先進諸国

と比較すると依然として低い水準にある（第２

-２-４図）。第６期基本計画では、大学の研究者

の採用に占める女性の割合に関する成果目標

として、2025年までに理学系20％、工学系

15％、農学系30％、医学・歯学・薬学系合わ

せて30％、人文科学系45％、社会科学系30％

を目指すとしている。 

 

■第２-２-４図／各国における女性研究者の割合 
  

 
  

  
注：１．韓国は2020年、英国、米国、ドイツは2019年、

フランスは2017年時点のデータ 

２．米国については、研究者ではなく、科学専門職

（科学工学の学士レベル以上を保有し、科学に

関する専門的職業に従事している者。ただし科

学には社会科学を含む。）を対象としている。 

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」、OECD

“Main Science and Technology Indicators”、

NSF“Science and Engineering Indicators 2022”

に基づき文部科学省作成 

 

内閣府は、ウェブサイト「理工チャレンジ（リ

コチャレ）1」において、理工系分野での女性

の活躍を推進している大学や企業等の取組や

イベント、理工系分野で活躍する女性からの

メッセージ等を情報提供している。また、令和

３年７月にオンラインシンポジウム「進路で人

生どう変わる？ 理系で広がる私の未来2021」

を同ウェブサイト上に掲載し、全国の女子中高

生とその保護者・教員へ向けて、理工系で活躍

する多様なロールモデルからのメッセージを

配信した。 

文部科学省は、出産・育児等のライフイベン

トと研究との両立や女性研究者の研究力向上

を通じたリーダーの育成を一体的に推進する

ダイバーシティの実現に向けた大学等の取組

を支援するため、「ダイバーシティ研究環境実

現イニシアティブ」を実施しており、令和３年

                                                  
1  https://www.gender.go.jp/c-challenge/ 

  
2  Restart Postdoctoral Fellowship 研究活動を再開（Restart）する博士取得後の研究者の意味 

度においては124機関が取組を行っている。 

日本学術振興会は、出産・育児により研究を

中断した研究者に対して、研究奨励金を支給し、

研究復帰を支援する「特別研究員（ＲＰＤ2）

事業」を実施している。 

科学技術振興機構は、科学技術分野で活躍す

る女性研究者・技術者、女子学生などと女子中

高生の交流機会の提供や実験教室、出前授業の

実施などを通して女子中高生の理系分野に対

する興味・関心を喚起し、理系進路選択を支援

する「女子中高生の理系進路選択支援プログラ

ム」を実施している。 

産業技術総合研究所は、全国20の大学や研

究機関から成る組織（ダイバーシティ・サポー

ト・オフィス）の運営に携わり、参加機関と連

携してダイバーシティ推進に関する情報共有

や意見交換を行っている。また、大学・企業と
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の連携・協働で女性活躍推進法行動計画を実践

し、より広いネットワークの下、相互に研究者

等のワーク・ライフ・バランスの実現やキャリ

ア形成を支援し、意識啓発を進めるなどダイ

バーシティ推進に努めている。 

➍ 基礎研究・学術研究の振興 

１．国立大学について 

各国立大学法人は、知識集約型社会において

知をリードし、イノベーションを創出する知と

人材の集積地点としての役割を担うほか、全国

への戦略的な配置により、地域の教育研究拠点

として、各地域のポテンシャルを引き出し、地

方創生に貢献する役割を担うなど、社会変革の

原動力となっている。 

我が国が知識集約型社会へのパラダイムシ

フトや高等教育のグローバル化、地域分散型社

会の形成等の課題に直面する中、国立大学が

Society 5.0の実現に向けた人材育成やイノ

ベーション創出の中核としての役割を果たす

ためには、教育研究の継続性・安定性に配慮し

つつ、大学改革をしっかり進めていく環境を整

えていくことが必要である。 

令和３年度予算においては、国立大学法人運

営費交付金は１兆790億円を計上しており、教

育研究活動に必要な経費については、対前年度

実質増額を確保するなど、教育研究の充実を

図ったところである。 

また、令和４年度から始まる第４期中期目標

期間における国立大学法人運営費交付金の在

り方については、６月に取りまとめられた有識

者会議の審議まとめを踏まえ、各大学のミッ

ションを実現・加速化するための支援を充実す

るとともに、「成果を中心とする実績状況に基

づく配分」の見直しにより、改革インセンティ

ブの一層の向上を図ることとしている。 

２．科学研究費助成事業の改革・強化 

文部科学省及び日本学術振興会は科学研究

費助成事業（科研費）を実施している。科研費

は、人文学・社会科学から自然科学までの全て

の分野にわたり、あらゆる学術研究を対象とす

る競争的研究費であり、研究の多様性を確保し

つつ独創的な研究活動を支援することにより、

研究活動の裾野の拡大を図り、持続的な研究の

発展と重厚な知的蓄積の形成に資する役割を

果たしている。令和３年度は、主な研究種目全

体で約10万件の新たな応募のうち、ピアレ

ビュー（研究者コミュニティから選ばれた研究

者による審査）によって約２万7,000件を採択

し、数年間継続する研究課題を含めて約８万

4,000件を支援している（令和３年度予算額

2,377億円）。 

科研費は、これまでも制度を不断に見直し、

基金化の導入や、審査システムの見直し、若手

支援プランの充実をはじめとする抜本的な改

革を進めてきた。令和３年度においては、若手

研究者の挑戦を促し、トップレベル研究者が率

いる優れた研究チームの国際共同研究を強力

に推進するため、「国際先導研究」を創設した

ほか、一定の要件の下、「若手研究（２回目）」

と「挑戦的研究（開拓）」との重複応募・受給

制限を、令和５年度公募より緩和することを決

定するなどの制度改善を行った。今後も、更な

る学術研究の振興に向け、科研費制度の不断の

見直しを行い支援の充実を図っていく。 

３．戦略的創造研究推進事業 

科学技術振興機構が実施している「戦略的創

造研究推進事業（新技術シーズ創出）」及び日

本医療研究開発機構が実施している「革新的先

端研究開発支援事業」では、国が戦略的に定め

た目標の下、大学等の研究者から提案を募り、

組織・分野の枠を超えた時限的な研究体制を構

築して、戦略的な基礎研究を推進するとともに、

有望な成果について研究を加速・深化している。

研究者の独創的・挑戦的なアイディアを喚起し、

多様な分野の研究者による異分野融合研究を

促すため、戦略目標等を大括
くく

り化する等の制度

改革を進めており、令和３年度目標として、文

部科学省では以下の８つを設定した。 
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（１） 戦略的創造研究推進事業（新技術

シーズ創出） 

・資源循環の実現に向けた結合・分解の精密

制御 

・複雑な輸送・移動現象の統合的理解と予

測・制御の高度化 

・Society 5.0時代の安心・安全・信頼を支え

る基盤ソフトウェア技術 

・『バイオDX』による科学的発見の追究 

・元素戦略を基軸とした未踏の多元素・複

合・準安定物質探査空間の開拓 

・「総合知」で築くポストコロナ社会の技術

基盤 

・ヒトのマルチセンシングネットワークの

統合的理解と制御機構の解明※ 

（２） 革新的先端研究開発支援事業 

・感染症創薬科学の新潮流 

・ヒトのマルチセンシングネットワークの

統合的理解と制御機構の解明※ 

 

 ※戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ

創出）と革新的先端研究開発支援事業の

共通の目標 

４．創発的研究の推進 

若手を中心とした独立前後の研究者に対し、

自らの野心的な構想に専念できる環境を長期

的に提供することで、破壊的イノベーションを

もたらし得る成果の創出を目指す「創発的研究

支援事業」を科学技術振興機構に造成した基金

により実施しており、令和２年度から２回の公

募で計511件の研究課題を採択している。また、

採択研究課題をリサーチ・アシスタント（ＲＡ）

として支える博士課程学生等に対する追加支

援を実施しており、令和３年度予算により当該

支援の更なる充実を図った。 

５．大学・大学共同利用機関における共同

利用・共同研究の推進 

我が国の学術研究の発展には、最先端の大型

装置や貴重な資料・データ等を、個々の大学の

枠を越えて全国の研究者が利用し、共同研究を

行う「共同利用・共同研究体制」が大きく貢献

しており、主に大学共同利用機関や、文部科学

大臣の認定を受けた国公私立大学の共同利用・

共同研究拠点1によって担われている。 

学術研究の大型プロジェクトは、最先端の大

型研究装置等により人類未踏の研究課題に挑

み世界の学術研究を先導し、また、国内外の優

れた研究者を結集し、国際的な研究拠点を形成

するとともに、国内外の研究機関に対し研究活

動の共通基盤を提供しており、文部科学省では

「大規模学術フロンティア促進事業」としてこ

うしたプロジェクトを支援している。その代表

的な例としては、平成27年度の梶田隆章・東京

大学宇宙線研究所長のノーベル物理学賞受賞

につながる研究成果を上げたスーパーカミ

オカンデ（ＳＫ）やその次世代計画であるハ

イパーカミオカンデ（ＨＫ）計画が挙げられ

る。ＨＫは、ＳＫを飛躍的に上回る観測性能を

備え、陽子崩壊探索やニュートリノ研究を通じ

た新たな物理法則の発見や素粒子と宇宙の謎

を解き明かすことを目指しており、令和元年度

より建設に着手している。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

○ 大規模学術フロンティア促進事業 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kyoten/20200826-mxt_gakkikan-1383666_001.pdf 

 

                                                  
1  令和４年４月現在、59大学107拠点（国際共同利用・共同研究拠点５大学７拠点を含む。）が認定を受けて活動している。 
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多くの研究評価で、論文の被引用数等の計量データが利用されています。この利用が適切であれば、計量

データは、専門家（ピア）による評定をより妥当、公正にするための補完となり得ます。しかしながら、デー

タを補完材料として利用するのではなく、データに主導され、引きずられた評価が往々にして行われていま

す。このような状況に対し、科学計量学の研究者はこれまでもしばしば警告を発し、計量データの適切な利

用のあり方を論じてきましたが、それらが結実したものがライデン声明といえます。 

ライデン声明の基礎となったのは、2014年（平成26年）９月にオランダのライデン大学で開催された第19

回科学技術指標国際会議（ＳＴＩ2014）におけるDr. Diana Hicks （Georgia Institute of Technology）の基調

講演です。そこでなされた議論をまとめて、Hicksら５名の連名で、2015年（平成27年）のNature誌に「研究

計量に関するライデン声明」（“The Leiden Manifesto for research metrics”）が公表されました1。ライデン

声明は10項目の原則（principles）から成り、研究評価における計量データの利用についてのベストプラクティ

スや注意点を示したものであり、研究者、管理者、評価者の全てに対するガイドラインと考えられます。以

下に、ライデン声明の10の原則の見出し文のみを記します。 

原則１ 定量的評価は、専門家による定性的評定の支援に用いるべきである。 

原則２ 機関、グループ又は研究者の研究目的に照らして業績を測定せよ。 

原則３ 優れた地域的研究を保護せよ。 

原則４ データ収集と分析のプロセスをオープン、透明、かつ単純に保て。 

原則５ 被評価者がデータと分析過程を確認できるようにすべきである。 

原則６ 分野により発表と引用の慣行は異なることに留意せよ。 

原則７ 個々の研究者の評定は、そのポートフォリオの定性的判定に基づくべきである。 

原則８ 不適切な具体性や誤った精緻性を避けよ。 

原則９ 評定と指標のシステム全体への効果を認識せよ。 

原則10 指標を定期的に吟味し、改善せよ。 

ライデン声明のホームページ2から、Nature記事へのほか、各国語への翻訳記事やビデオへのリンクが張ら

れています。Natureの記事を引用した論文は710件に及びますが（2022年（令和４年）３月１日にWeb of 

Science Core Collectionにより調査）、主要なものとして、ライデン声明のオルトメトリクスへの適用可能性

を論じたもの3、学術図書館の立場からライデン声明の実用性を考察したもの4、大学での研究評価への計量

書誌学データの利用はライデン声明に沿って行うよう図書館が主唱すべきと主張したもの5等があります。日

本においても、研究活動の把握に論文分析が用いられる場面が多くなっていますが、ライデン声明に指摘さ

れている留意点を踏まえた上での活用が必要です。 

 

出典 

小野寺夏生、伊神正貫（2016）。研究計量に関するライデン声明について。STI Horizon, 2 

(4), 35-39. http://doi.org/10.15108/stih.00050 

 

参考文献 

1 Hicks, D., Wouters, P., Waltman, L., de Rijcke, S. and Rafols, I. (2015). The Leiden Manifesto for research 

metrics. Nature, 2015, 520 (7548), 429-431. https://doi.org/10.1038/520429a 

2 Leiden manifesto for research Metrics. http://www.leidenmanifesto.org/ 

3 Bornmann, L. and Haunschild, R. (2016). To what extent does the Leiden manifesto also apply to altmetrics?  

A discussion of the manifesto against the background of research into altmetrics. Online Inf. Rev., 40 (4), 

529-543. https://doi.org/10.1108/OIR-09-2015-0314 

4 Coombs, S. K. and Peters, I. (2017). The Leiden Manifesto under review: what libraries can learn from it. 

Digital LIB. Perspectives, 33 (4), 324-338. https://doi.org/10.1108/DLP-01-2017-0004 

5 Webster, B. M. (2017). Principles to guide reliable and ethical research evaluation using metric-based indicators of 

impact. Perform. Meas. Metr., 18 (1), 5-8. https://doi.org/10.1108/PMM-06-2016-0025 
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➎ 国際共同研究・国際頭脳循環の推進 

１．国際研究ネットワークの充実 

（１）我が国の研究者の国際流動の現状 

令和４年度に公表した「国際研究交流の概況」

によれば、我が国における研究者の短期派遣者

数は、調査開始以降、増加傾向が見られたが、

令和２年度は前年度に比べて大きく減少した。

また、中・長期派遣者数は、平成20年度以降、

おおむね4,000から5,000人の水準で推移し

てきたが、令和２年度は前年度に比べて大きく

減少した（第２-２-５図）。 

我が国の大学や独立行政法人等の外国人研

究者の短期受入者数は、平成21年度まで増加

傾向であったところ、東日本大震災等の影響に

より平成23年度にかけて減少し、その後回復

したが、令和２年度は前年度に比べて大きく減

少した。また、中・長期受入者数は、平成12年

度以降、おおむね１万2,000から１万5,000人

の水準で推移していたが、短期受入れに比べ程

度は小さいものの令和２年度は大きく減少し

た（第２-２-６図）。 

これらの大きな減少は、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響が令和元年度については令

和２年１月から３月までの３か月間であった

ものが、令和２年度は一年を通じて影響があっ

たためである。 

 

■第２-２-５図／海外への派遣研究者数（短期／中・長期）の推移 
  

 

 
  

注：１．本調査では、30日以内の期間を「短期」とし、30日を超える期間を「中・長期」としている。 

  ２．平成22年度調査からポストドクター・特別研究員等を対象に含めている。 

資料：文部科学省「国際研究交流の概況」（令和４年度公表） 
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■第２-２-６図／海外への受入研究者数（短期／中・長期）の推移 
  

 
  

注：１．本調査では、30日以内の期間を「短期」とし、30日を超える期間を「中・長期」としている。 

  ２．平成22年度調査からポストドクター・特別研究員等を対象に含めている。 

  ３．平成25年度調査から、同年度内で同一研究者を日本国内の複数機関で受け入れた場合の重複は排除している。 

資料：文部科学省「国際研究交流の概況」（令和４年度公表） 
  

 
 

（２）研究者の国際交流を促進するための

取組 

世界規模で進む頭脳循環の流れの中におい

て、我が国の研究者及び研究グループが国際的

研究・人材ネットワークの中心に位置付けられ、

またそれを維持していくことができるように、

取組を進めている。 

日本学術振興会は、国際舞台で活躍できる我

が国の若手研究者の育成を図るため、若手研究

者を海外に派遣する諸事業や諸外国の優秀な

研究者を招
しょう

聘
へい

する事業を実施するほか、科学

研究費助成事業（科研費）において、令和３年

度には、「国際先導研究」を創設し、高い研究

実績と国際ネットワークを有するトップレベ

ル研究者が率いる優秀な研究チームの下、若手

（ポスドク・博士課程学生）の参画を要件とし、

国際共同研究を通じて長期の海外派遣・交流や

自立支援を行うことにより、世界と戦える優秀

な若手研究者の育成を推進している。 

また、我が国における学術の将来を担う国際

的視野に富む有能な研究者を養成・確保するた

め、優れた若手研究者が海外の特定の大学等研

                                                  
1  Cross-border Postdoctoral Fellow 

究機関において長期間研究に専念できるよう

支援する「海外特別研究員事業」や、博士後期

課程学生等の海外渡航支援として「若手研究者

海外挑戦プログラム」等を実施している。 

さらに、国際コミュニティの中核に位置する

一流の大学・研究機関において挑戦的な研究に

取り組みながら、著名な研究者等とのネット

ワーク形成に取り組む優れた若手研究者に対

して研究奨励金を支給する「国際競争力強化研

究員事業（特別研究員（ＣＰＤ1））」を令和元

年度より実施している。 

優れた外国人研究者に対し、我が国の大学等

において研究活動に従事する機会を提供する

とともに、我が国の大学等の研究環境の国際化

に資するため、「外国人研究者招へい事業」に

より外国人特別研究員等の受入れを実施して

いるほか、「二国間交流事業」により我が国と

諸外国の研究チームの持続的ネットワーク形

成を支援している。 

また、アジア・太平洋・アフリカ地域の若

手研究者の育成と相互のネットワーク形成の

ため「ＨＯＰＥミーティング」を開催し、同地
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域から選抜された大学院生等とノーベル賞受

賞者をはじめとする世界の著名研究者が交流

する機会を提供している。 

科学技術振興機構は、海外の優秀な人材の獲

得につなげるため、アジアを中心とする41の

国・地域から青少年を短期で我が国に招聘「日

本・アジア青少年交流事業（さくらサイエンス

プラン）」を平成26年度から実施している。令

和３年度からは「国際青少年サイエンス交流事

業（さくらサイエンスプログラム）」と名称を

改め、対象を世界の国・地域の青少年に拡大す

るとともに、自然科学分野に加えて人文・社会

科学分野の交流も対象としている。 

２．国際的な研究助成プログラム 

ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プ

ログラム（ＨＦＳＰ）は、1987年（昭和62年）

６月のベネチア・サミットにおいて我が国が提

唱した国際的な研究助成プログラムで、生体の

持つ複雑な機能の解明のための基礎的な国際

共同研究などを推進し、またその成果を広く人

類全体の利益に供することを目的としている。

現在、日本・オーストラリア・カナダ・ＥＵ・

フランス・ドイツ・インド・イスラエル・イタ

リア・韓国・ニュージーランド・シンガポール・

スイス・英国・米国の計15か国・極が加盟し、

フランス・ストラスブールに置かれた国際

ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プロ

グラム機構（ＨＦＳＰＯ、理事長：長田重一・

大阪大学特任教授）により運営されている。我

が国は本プログラム創設以来積極的な支援を

行い、プログラム運営において重要な役割を

担っている。 

本プログラムでは、国際共同研究チームへの

研究費助成（研究グラント）、若手研究者が国

外で研究を行うための旅費、滞在費等の助成

（フェローシップ）及び受賞者会合の開催等が

実施されている。1990年度の事業開始から30

年以上が経過し、この間、ＨＦＳＰＯは約

                                                  
1  Broader Approach 

1,200件の研究課題、4,400名余りの世界の研

究者に対して研究グラントを支援するととも

に、約3,400名の若手研究者に対してフェロー

シップの助成を実施してきた。国際的協力によ

る、独創的・野心的・学際的な研究を支援する

本プログラムでは、過去に研究グラントに採択

された受賞者の中から、2018年（平成30年）

にノーベル生理学・医学賞を受賞された本
ほん

庶
じょ

佑
たすく

・京都大学特別教授はじめ28名のノーベル

賞受賞者を輩出するなど、世界的に高く評価さ

れている。 

３．国際共同研究の推進と世界トップレベ

ルの研究拠点の形成 

我が国が世界の研究ネットワークの主要な

一角に位置付けられ、世界の中で存在感を発揮

していくためには、国際共同研究を戦略的に推

進するとともに、国内に国際頭脳循環の中核と

なる研究拠点を形成することが重要である。 

（１）諸外国との国際共同研究 

ア ＩＴＥＲ（イーター）計画等 

ＩＴＥＲ計画は、核融合エネルギーの実現に

向け、世界７極35か国の国際協力により実施

されており、近い時期での運転開始を目指し、

フランス・カダラッシュにおいてＩＴＥＲの建

設作業が本格化している。我が国は、ＩＴＥＲ

の主要な機器である超伝導コイルの製作等を

進めている（第２章第１節  ➋参照）。また、

日欧協力によりＩＴＥＲ計画を補完・支援する

先進的核融合研究開発である幅広いアプロー

チ（ＢＡ1）活動を青森県六ヶ所村及び茨城県

那
な

珂
か

市で推進している。 

  

２ 
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イ 国際宇宙ステーション（ＩＳＳ） 

我が国は、日本実験棟「きぼう」及び宇宙ス

テーション補給機「こうのとり」（ＨＴＶ1）の

運用、日本人宇宙飛行士のＩＳＳ2長期滞在等

によりＩＳＳ計画に参加している（第２章第１

節  ➎参照）。 

ウ 国際宇宙探査 

我が国は、令和元年10月、宇宙開発戦略本部

において、国際宇宙探査（アルテミス計画）へ

の参画を決定した。令和２年12月には、日本政

府とＮＡＳＡとの間で、アルテミス計画の中核

を担う月周回有人拠点「ゲートウェイ」のため

の協力に関する了解覚書が締結された（第２章

第１節  ➎参照） 

エ 国際深海科学掘削計画（ＩＯＤＰ） 

ＩＯＤＰ3は、地球環境変動、地球内部構造

や地殻内生命圏等の解明を目的とした日米欧

主導の多国間国際共同プログラムで、2013年

（平成25年）10月から実施されている。我が

国が提供し、科学掘削船としては世界最高レベ

ルの性能を有する地球深部探査船「ちきゅう」

及び米国が提供する掘削船を主力掘削船とし、

欧州が提供する特定任務掘削船を加えた複数

の掘削船を用いて世界各地の深海底の掘削を

行っている。2020年（令和２年）10月、さら

に2050年（令和32年）までの2050 Science 

Frameworkを策定、次期の活動に向けて科学的

目標を明らかにしている。 

オ 大型ハドロン衝突型加速器（ＬＨＣ） 

現在、ＬＨＣ計画4においては、ＬＨＣの高

輝度化（ＨＬ－ＬＨＣ5計画）が進められてい

る。 

                                                  
1  H-Ⅱ Transfer Vehicle 
2  International Space Station 
3  International Ocean Discovery Program 
4  Large Hadron Collider：欧州合同原子核研究機関（ＣＥＲＮ）の巨大な円形加速器を用いて、宇宙創成時（ビッグバン直後）の状態を再

現し、未知の粒子の発見や、物質の究極の内部構造の探索を行う実験計画であり、CERN加盟国と日本、米国等による国際協力の下で進め
られている。 

5  High Luminosity-Large Hadron Collider 
6  International Linear Collider 
7  World Premier International Research Center Initiative 
8  Okinawa Institute of Science and Technology Graduate University 

カ その他 

国際リニアコライダー（ＩＬＣ6）計画につ

いては、ヒッグス粒子の性質をより詳細に解明

することを目指した国際プロジェクトであり、

国際研究者コミュニティで検討されている。 

（２）世界トップレベル研究拠点の形成に

向けた取組 

文部科学省は、「世界トップレベル研究拠点

プログラム（ＷＰＩ7）」により、高度に国際化

された研究環境と世界トップレベルの研究水

準を誇る「国際頭脳循環のハブ」となる拠点の

充実・強化を進めている。具体的には、国内外

のトップサイエンティストらによるきめ細や

かな進捗管理の下で、１拠点当たり７億円程度

を10年間支援し、令和３年度末時点で14拠点

が活動している（ https://www.jsps.go.jp/j-

toplevel/04_saitaku.html）。令

和２年には、これまでのミッ

ションを高度化し、「次代を先

導する価値創造」を加えた新

たなミッションを策定し、こ

の新たなミッションの下、今後、定期的・計画

的な拠点形成を進めることとしている。 

（３）その他の研究大学等に関する取組 

世界水準の優れた研究大学群を増強するため、

研究マネジメント人材の確保・活用と大学改革・

集中的な研究環境改革の一体的な推進を支援・

促進し、我が国全体の研究力強化を図るため、

「研究大学強化促進事業」を実施している。 

内閣府は、沖縄科学技術大学院大学（ＯＩＳ

Ｔ8）について、世界最高水準の教育・研究を

行うための規模拡充に向けた取組を支援して

いる。 

3 

3 
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➏ 研究時間の確保 

１．ＵＲＡの活用 

研究者のみならず、多様な人材の育成・活躍

促進が重要であり、文部科学省では、研究者の

研究活動活性化のための環境整備、大学等の研

究開発マネジメント強化及び科学技術人材の

研究職以外への多様なキャリアパスの確立を

図る観点も含め、リサーチ・アドミニストレー

ター（ＵＲＡ）の支援方策について調査研究等

を実施している。 

平成25年度より世界水準の優れた研究大学

群を増強するため、「研究大学強化促進事業」

を実施し、定量的な指標（エビデンス）に基づ

き採択した22の大学等研究機関に対する研究

マネジメント人材（ＵＲＡを含む。）群の確実

な配置や集中的な研究環境改革の支援を通じ

て、我が国全体の研究力強化を図っている。 

また、大学等におけるＵＲＡの更なる充実を

図るため、令和３年度には「リサーチ・アドミ

ニストレーター等のマネジメント人材に係る

質保証制度の実施」事業において、ＵＲＡの質

保証（認定）制度の運用が開始された（第２章

第２節  ➋参照）。 

２．研究支援サービス・パートナーシップ

認定制度（Ａ－ＰＲＡＳ） 

文部科学省は、令和元年10月に、民間事業者

が行う研究支援サービスのうち、一定の要件を

満たすサービスを「研究支援サービス・パート

ナーシップ」として認定する「研究支援サービ

ス・パートナーシップ認定制度（Ａ－ＰＲＡＳ
1）」を創設した。認定することを通じ、研究者

の研究時間確保を含めた研究環境を向上させ、

我が国における科学技術の推進及びイノベー

ションの創出を加速するとともに、研究支援

サービスに関する多様な取組の発展を支援す

ることを目的とし、令和２年度までに９件の

サービスを認定した。令和３年度は認定した

サービスについてその普及を促進すべく、利活

用促進のための調査を実施した。 

 

 

 

３．大学の事務処理の簡素化、デジタル化 

文部科学省は、各大学、高等専門学校及び大

学共同利用機関に対して、事務処理手続の簡素

化、デジタル化を図るべく、公募申請する教員

等の希望に応じて電子的な手続きを認めるな

ど柔軟な対応を求めてきている。令和３年６月

には、各大学等の求人公募書類の作成に係る応

募者の負担軽減の観点から、各大学等が指定す

る様式以外の様式で作成された履歴書や業績

リスト等の書類を応募書類として活用するこ

とを可能とする等、柔軟な対応の検討を各大学

等に対して促しており、その後、各大学等の教

務担当者向け会議等で累次にわたり周知して

いる。 

                                                  
1  Accreditation of Partnership on Research Assistance Service 

４．競争的研究費の事務手続に係るルール

の統一化・簡素化 

政府全体として、研究者の事務負担軽減によ

る研究時間の確保及び研究費の効果的・効率的

な使用のため、研究費の使い勝手の向上を目的

とした制度改善に取り組んでいる。研究者の事

務負担を軽減し、研究時間の確保を図る観点か

ら、従来の「競争的資金」に該当する事業とそ

れ以外の公募型の研究費である各事業を「競争

的研究費」として一本化し、これまで競争的資

金の使用に関して統一化・簡素化したルールに

ついて、競争的資金以外の研究資金にも適用を

拡大するとともに、各事業が個別に定めていた

応募様式を統一し、府省共通研究開発管理シス

１ 

研究支援サービス・パートナーシップ認定制度 
https://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/kihon/1422215_00001.htm 
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テム（ｅ－Ｒａｄ）を通じて、統一した様式に

よる申請が可能となるよう対応を進めている。 

➐ 人文・社会科学の振興と総合知の創出 

科研費は、人文学・社会科学から自然科学ま

での全ての分野にわたり、あらゆる学術研究を

対象とする競争的研究費であり、研究の多様性

を確保しつつ独創的な研究活動を支援するこ

とにより、研究活動の裾野の拡大を図り、持続

的な研究の発展と重厚な知的蓄積の形成に資

する役割を果たしている。 

令和２年度より、文部科学省において「人文

学・社会科学を軸とした学術知共創プロジェク

ト」を開始し、未来社会が直面するであろう諸

問題（①将来の人口動態を見据えた社会・人間

の在り方、②分断社会の超克、③新たな人類社

会を形成する価値の創造）の下で、人文・社会

科学分野の研究者が中心となって、自然科学分

野の研究者はもとより、産業界や市民社会など

の多様なステークホルダー（利害関係者）が知

見を寄せ合って、研究課題及び研究チームを創

り上げていくための環境を構築する取組を進

めている。 

また、日本学術振興会が実施している「課題

設定による先導的人文学・社会科学研究推進事

業」において、科学技術・学術審議会 学術分科

会 人文学・社会科学特別委員会審議のまとめ

等を踏まえ、令和３年度から人文学・社会科学

に固有の本質的・根源的な問いを追究する「学

術知共創プログラム」による研究の推進を開始

した。 

文部科学省は、客観的根拠（エビデンス）に

基づいた合理的なプロセスによる科学技術・イ

ノベーション政策の形成の実現を目指し、「科

学技術イノベーション政策における『政策のた

めの科学』推進事業」を実施している。本事業

では、科学技術・イノベーション政策を科学的

に進めるための研究人材や同政策の形成を支

える人材の育成を行う拠点（大学）に対して支

援を行うとともに、これらの複数の拠点をネッ

トワークによって結び、我が国全体で体系的な

人材育成が可能となる仕組みを構築している。

更にこれらの拠点を中心として、課題設定の段

階から行政官と研究者が政策研究・分析を協働

して行う研究プロジェクトの実施を進めてい

る。 

内閣府では、人間や社会の総合的理解と課題

解決に貢献する「総合知」に関する基本的な考

え方、さらに戦略的な推進方策を検討し、中間

取りまとめとして取りまとめた（第２章第１節 

 ➊参照）。 

文部科学省科学技術・学術政策研究所では、

総合知に関する意識の変化をモニタリングす

るため、基本計画と連動して毎年実施している

ＮＩＳＴＥＰ定点調査について、第６期基本計

画初年度となる令和３年度から「総合知」に関

連する質問を盛り込んだ。 

➑ 競争的研究費制度の一体的改革 

競争的研究費制度は、競争的な研究環境を形

成し、研究者が多様で独創的な研究に継続的、

発展的に取り組む上で基幹的な研究資金制度

であり、これまでも予算の確保や制度の改善及

び充実に努めてきた（令和３年度当初予算額

6,353億円）。 

「統合イノベーション戦略2019」（令和元

年６月21日閣議決定）及び「統合イノベーショ

ン戦略2020」（令和２年７月17日閣議決定）に

基づき、我が国の研究力強化のため、令和２年

度以降順次、研究者の研究時間の確保のため、

競争的研究費の直接経費から研究以外の業務

の代行に係る経費の支出を可能とすることや、

競争的研究費の直接経費から研究代表者への

人件費を支出することにより確保された財源

を、研究機関において研究力向上のために活用

することを可能としている。 

さらに、博士課程学生の処遇向上に向けて、

競争的研究費における博士課程学生の活用に

伴うＲＡ経費の適切な対価の支払いを促進し

ている（第２章第２節  ➊参照）。 

また、研究者の事務負担を軽減し、研究時間

の確保を図る観点から、従来の「競争的資金」

６ 

１ 
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に該当する事業とそれ以外の公募型の研究費

である各事業を「競争的研究費」として一本化

し、統一的なルールの下で各種事務手続きの簡

素化・デジタル化・迅速化に係る取組等の改善

を図っている（第２章第２節  ➏参照）。あわ

せて競争的研究費における間接経費について

も、直接経費に対する割合等を含め「競争的研

究費」として扱いを一本化するとともに、間接

経費に係る使途報告、証拠書類の簡素化に係る

取組を令和４年度より適用することとする。ま

た、各制度では、公正かつ透明で質の高い審査

及び評価を行うため、審査員の年齢や性別及び

所属等の多様性の確保、利害関係者の排除、審

査員の評価システムの整備、審査及び採択の方

法や基準の明確化並びに審査結果の開示を

行っている。 

例えば、科研費では、8,000人以上の研究者

によるピアレビューにより審査が実施されて

いる。日本学術振興会は、審査委員候補者デー

タベース（令和２年度現在、登録者数約13万

6,000人）を活用し、研究機関のバランスや若

手研究者、女性研究者の積極的な登用等に配慮

しながら、審査委員を選考している。また、応

募者本人に対する審査結果の開示については、

内容を順次充実してきており、例えば、不採択

課題全体の中でのおよその順位や評定要素ご

との平均点等の数値情報のほか、応募者により

詳しく評価内容を伝えるために、審査委員が不

十分であると評価した評定要素ごとの具体的

な項目についても、「科研費電子申請システム」

により開示している。 

競争的研究費をはじめとする公的研究費の

不正使用の防止に向けた取組については、「公

的研究費の不正使用等の防止に関する取組に

ついて（共通的な指針）」（平成18年８月31日

総合科学技術会議）や「研究機関における公的

研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

（平成19年２月15日文部科学大臣決定。以下

「ガイドライン」という。）等の指針を策定し

てきた。また、研究機関における不正防止に向

けた体制整備の状況を調査するなどモニタリ

ングを徹底するとともに、必要に応じ、改善に

向けた指導・措置を講じることで、適切な管理・

監査体制の整備を促してきた。さらに、文部科

学省では、令和３年２月にガイドラインを改正

し、ガバナンスの強化、啓発活動の実施や不正

防止システムの強化を柱として、不正を起こさ

せない組織風土の形成に向けたより実効性の

ある取組を強化し、公的研究費の不正使用の防

止に取り組んでいる。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

競争的研究費制度 

https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/ 

 

 

 ２ 新たな研究システムの構築（オー

プンサイエンスとデータ駆動型

研究等の推進） 

昨今、ビッグデータ等の多様なデータ収集や

分析等が容易となる中、シミュレーションやＡ

Ｉを活用したデータ駆動型の研究手法が拡大

している。このことは、社会全体のデジタル化

や世界的なオープンサイエンスの潮流により、

研究そのもののデジタルトランスフォーメー

ション（研究ＤＸ）が求められているといえる。

さらには、新型コロナウイルス感染症を契機と

して世界的にも研究ＤＸの進展が加速してお

り、我が国においても重要なキーワードとなる

研究データの管理・利活用促進や研究ＤＸを支

えるインフラストラクチャ―の整備を進める

など、研究ＤＸがもたらす新たな社会の実現に

向けた研究システムの構築に取り組んでいる。 

１ 
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➊ 信頼性のある研究データの適切な管

理・利活用促進のための環境整備 

様々な研究活動によって創出される研究

データは、我が国のみならず世界にとって重要

な知的資産といえる。一方で、産業競争力や科

学技術・学術上の優位性の確保等の重要な情報

を含むものもあることから、国際的な貢献と国

益の双方を考慮するためオープン・アンド・ク

ローズ戦略に基づく研究データの管理・利活用

を実行することが重要である。これらのことか

ら、我が国のナショナルポリシーとして「公的

資金による研究データの管理・利活用に関する

基本的な考え方」（令和３年４月27日統合イノ

ベーション推進会議決定）が定められ、分野・

機関データベースの構築や研究データを適切

かつ効率的につなぐ研究データ基盤の構築等

環境整備を進めている。 

国立情報学研究所（ＮＩＩ1）では、イノベー

ション創出に必要な学術情報を適切に管理・保

存し、そして、利用者に提供するための様々な

サービスを実施している。研究データの管理・

利活用促進に関しては、クラウド上で大学等が

共同利用できる研究データの管理・共有・公開・

検索を促進するシステム（ＮＩＩ－ＲＤＣ）の

運用を令和３年より開始した。ＮＩＩ－ＲＤＣ

は、研究データを管理する基盤（ＧａｋｕＮｉ

ｎ ＲＤＭ）、クラウド型の機関リポジトリ環境

提供サービス（ＪＡＩＲＯ  Ｃｌｏｕｄ）、そし

て、研究データをはじめとした学術情報を一

元的に検索可能なデータベース（ＣｉＮｉｉ 

Ｒｅｓｅａｒｃｈ）の３つの基盤によって構成

されており、効果的・効率的な研究活動の促進

に寄与している。 

科学技術振興機構では、オープンサイエンス

促進に向けた研究環境整備のための研究成果

取扱方針に基づき、研究プロジェクトの成果に

基づく全ての研究成果論文を原則としてオー

プンアクセス化すること及び研究データの取

                                                  
1  National Institute of Infomatics 
2  Japan Science and Technology information Aggregator, Electronic 
3  Japan Agricultural Sciences Index 
4  Japan Integrated Biodiversity Information System 

扱いを定めたデータマネジメントプランの作

成を促している。また、国内外の科学技術に関

する文献、特許、研究者や研究開発活動に関わ

る基本的な情報を体系的にデータベース化し、

相互に関連付けた、誰もが使いやすい公的サー

ビス（Ｊ－ＧＬＯＢＡＬ）と、国内外の科学技

術文献に関する書誌・抄録・キーワード等を、

日本語で網羅的に検索可能なデータベースと

して整備し、さらに、検索集合を分析・可視化

できる付加価値を付けた専門家を支援する文

献情報サービス（ＪＤｒｅａｍⅢ）の実施や我

が国の研究者情報を一元的に集積し、研究業

績情報の管理、大学の研究者総覧の構築

を 支 援 す る 研 究 者 総 覧 デ ー タ ベ ー ス

（researchmap）の構築、学協会自らが学術論

文の電子ジャーナル発行を行うための共同の

システム環境（Ｊ－ＳＴＡＧＥ2）の提供によ

り研究現場における研究環境整備の充実に取

り組んでいる。さらに、同機構バイオサイエン

スデータベースセンターでは、「ライフサイエ

ンスデータベース統合推進事業」を実施し、文

部科学省、厚生労働省、農林水産省及び経済産

業省の４省が保有する生命科学系データベー

スを一元的に参照できる合同ポータルサイト

の拡充や日本医療研究開発機構との連携等に

より、オープンサイエンスの推進に寄与してい

る。 

農林水産省は、国内で発行されている農

林水産関係学術誌の論文等の書誌データ

ベース（ＪＡＳＩ3）など、農林水産関係の文

献情報や図書資料類の所在情報を構築・提供し

ている。また、研究開発型の独立行政法人、国

公立試験研究機関や大学の農林水産分野の研

究報告等をデジタル化した全文情報データ

ベース、試験研究機関で実施中の研究課題デー

タベース等を構築・提供している。 

環境省は、生物多様性情報システム（Ｊ－Ｉ

ＢＩＳ4）において、全国の自然環境及び生物
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多様性に関する情報の収集・管理・提供をして

いる。 

理化学研究所、物質・材料研究機構や防災科

学技術研究所は、我が国が強みを活
い

かせるライ

フサイエンス、マテリアルや防災分野で、膨大・

高品質な研究データを利活用しやすい形で集

積し、産学官で共有・解析することにより、新

たな価値の創出につなげる取組を進めている。 

日本医療研究開発機構は、「疾病克服に向け

たゲノム医療実現化プロジェクト」において、

データシェアリングポリシーを示し、研究事業

に対して、原則としてデータシェアリングを行

うことを義務付けた。 

日本学術振興会は、オープンアクセスに係る

取組について方針を示し、科研費等による論文

のオープンアクセス化を進めている。 

 

 

  

文部科学省科学技術・学術政策研究所（ＮＩＳＴＥＰ）は、これまでに発行された「科学技術・イノベー

ション白書」（令和２年版までは「科学技術白書」）の全ての内容を対象としたオンラインの検索システムを

構築し、ウェブサイトで公開しています1。 

当白書は昭和33（1958）年に初めて発行され、昭和39（1964）年以降、毎年、発行されており、科学技術

の動向や政府の科学技術政策に関する主要な情報が蓄積されています。この貴重な情報源を十分に活用でき

るよう、本システムは、単に各年版の白書のテキストを検索できるだけでなく、複数の年の白書を指定して

検索する機能を備えています。また、当白書では、科学技術の振興に関して政府が各年度に講じた施策をま

とめた部分（最近の白書では「第２部」）がありますが、この部分に限定した検索や、図表内の語句に絞った

検索も可能です。さらに、指定したキーワードについての完全一致の検索に加えて、類義語も併せて検索す

る「あいまい検索」が可能となっています。この機能により、検索漏れを低減することができ、また、正確な

キーワードが不明な場合でも思いついた類義語から検索することができます。 

本システムは、いくつかの分析ツールも備えています。「単語出現回数分析」では、指定したキーワードの

出現回数が年ごとに棒グラフで表示され、そのキーワードの使用状況の推移を知ることができます。 

「キーワードマップ」は、対象とするテキストを視覚化して把握するための機能であり、重要度の高いキー

ワードをマップ（ワードクラウド形式）で表示します。例えば、「○○年版」と指定すると、その年版の白書

でどのような語句がよく使われたのかを把握できます。また、あるキーワードを指定して、それに関連性の

あるキーワード群をマップとして示すこともできます。その例として、「再生エネルギー」と指定して、2つ

の年版の白書を比較したマップを下図に示しました。個別技術としては、平成28年版では地熱発電、蓄電池

が上位にあり、令和３年版では低炭素化、バイオマスがクローズアップされていることが分かります。 

「関連文書時系列分析」は、注目トピックについての記述の変遷を分析するためのツールであり、白書中

の特定の項目や節を指定すると、それと関連度の大きい項目や節を自動抽出し、それらの文書の関係を時系

列にプロットします。これにより、例えば、ある施策の経年的な進展を調べることができるため、科学技術

に関する施策の分析ツールとして活用できます。 

ＮＩＳＴＥＰのデータ・情報基盤のウェブページ2では、この「科学技術・イノベーション白書検索」に加

えて、科学技術に関する基本的な政策文書を対象とした「科学技術基本政策文書検索」も公開しており、そ

こでも同等の検索・分析機能を利用できます。これらは、政策立案、政策研究や科学史の研究、更には科学技

術に関する国民の議論などでの活用が期待されます。 

 

1 https://whitepaper-search.nistep.go.jp/ 

 

 

2 https://www.nistep.go.jp/research/scisip/data-and-information-infrastructure 

 

 
  

2-13 
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（図）“再生エネルギー”と指定した場合の「キーワードマップ」の出力結果 

（左：平成28年版、右：令和３年版） 
  

➋ 研究ＤＸを支えるインフラ整備と高

付加価値な研究の加速 

研究ＤＸを推進するため、ネットワーク、

データインフラや計算資源について世界最高

水準の研究基盤を形成・維持するとともに、時

間や距離の制約を超えて、研究を遂行できるよ

う、遠隔から活用するリモート研究や、実験の

自動化等を実現するスマートラボの普及に取

り組んでいる。また、最先端のデータ駆動型研

究、ＡＩ駆動型研究の実施を促進するとともに、

これらの新たな研究手法を支える情報科学技

術の研究を進めている。 

１．ＳＩＮＥＴの整備、運用 

国立情報学研究所は、大学等の学術研究や教

育活動全般を支える基幹的ネットワークとし

て学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ1）を整

備・運用しており、令和４年度からは、全都道

府県を400Gbps2（沖縄は200Gbps）での運用

を開始する。また、国際的な先端研究プロジェ

クトで必要とされる国際間の研究情報流通を

円滑に進めるため、米国や欧州等多くの海外研

究ネットワークとの連携を進めるほか、国立大

学等と連携して、セキュリティ強化に向けて引

き続き対応を進めている。 

                                                  
1  Science Information NETwork 
2  Giga bit per second：ビットパーセカンド（bps）はデータ伝送速度の単位の一つで１秒間に何ビットのデータを伝送できるかを表す。毎

秒10億ビット（１ギガビット）のデータを伝送できるのが１Gbpsである。 

２．研究施設・設備の整備・共用、ネット

ワーク化の促進 

科学技術の振興のための基盤である研究施

設・設備は、整備や効果的な利用を図ることが

重要である。また、「科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する法律」（平成20年法律

第63号）においても、国立大学法人及び研究開

発法人等が保有する研究開発施設・設備及び知

的基盤の共用の促進を図るため、国が必要な施

策を講じる旨が規定されている。 

このため、政府は科学技術に関する広範な研

究開発領域や産学官の多様な研究機関に用い

られる共通的、基盤的な施設・設備に関し、そ

の有効利用や活用を促進するとともに、施設・

設備の相互のネットワーク化を図り、利便性、

相互補完性、緊急時の対応力等を向上させるた

めの取組を進めている。 

（１）特定先端大型研究施設 

「特定先端大型研究施設の共用の促進に関

する法律」（平成６年法律第78号）（以下「共用

法」という。）においては、特に重要な大規模

研究施設は特定先端大型研究施設と位置付け

られ、計画的な整備及び運用並びに中立・公正

な共用が規定されている。 
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ア 大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８） 

ＳＰｒｉｎｇ－８1は、光速近くまで加速した

電子の進行方向を曲げたときに発生する極めて

明るい光である「放射光」を用いて、物質の原

子・分子レベルの構造や機能を解析できる世界

最高性能の研究基盤施設である。平成９年の供

用開始以降、生命科学、環境・エネルギー、新

材料開発など、我が国の経済成長を牽
けん

引
いん

する

様々な分野で革新的な研究開発に貢献している。 

イ Ｘ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ） 

ＳＡＣＬＡ2は、レーザーと放射光の特長を

併せ持つ究極の光を発振し、原子レベルの超微

細構造や化学反応の超高速動態・変化を瞬時に

計測・分析する世界最先端の研究基盤施設であ

る。平成24年３月に供用を開始し、平成29年

度より、世界初となる電子ビームの振り分け運

転3による２本の硬Ｘ線自由電子レーザー

ビームラインの同時供用が開始されるなど、更

なる高インパクト成果の創出に向けた利用環

境の整備が着実に進められている。 

ウ スーパーコンピュータ「富岳」 

スーパーコンピュータを用いたシミュレー

ションは、理論、実験と並ぶ、現代の科学技術

の第３の手法として最先端の科学技術や産業

                                                  
1  Super Photon ring-8 GeV 
2  SPring-8 Angstrom Compact free electron LAser 
3  線形加速器からの電子ビームをパルスごとに複数のビームラインに振り分けることで、複数のビームラインを同時に利用可能 

競争力の強化に不可欠なものとなっている。

スーパーコンピュータ「富岳」は、我が国が直

面する社会的・科学的課題の解決に貢献するた

め、「京
けい

」（平成24年９月～令和元年８月）の後

継機として、平成26年度より開発を開始。シス

テムとアプリケーションの協調的開発（co-

design）により、世界最高水準の計算性能と汎

用性を有するスーパーコンピュータの実現に

向けて開発を進め、令和３年３月に共用を開始

した。「富岳」は、令和３年11月に発表された

スパコンランキングにおいて、４つのランキン

グ（TOP500、HPCG、HPL-AI、Graph500）で

４期連続となる世界１位を獲得した。 

また、「富岳」を活用した画期的な成果が創

出されるように、利用者の裾野拡大や利用しや

すい環境の整備などの取組を進め、防災・減災、

ものづくり、エネルギーなどの従来スパコンが

活用されてきた分野に加え、ＡＩ分野など新た

な領域での活用も進められ、多様な成果が創出

された。 

さらに、共用計算環境基盤として、「富岳」

も含めた国内の大学や研究機関などのスー

パーコンピュータやストレージを学術情報

ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）でつなぎ、多様な

利用者のニーズに対応する革新的ハイパ

フォーマンス・コンピューティング・インフラ

スーパーコンピュータ「富岳」 

提供：理化学研究所計算科学研究センター 

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）及び 

Ｘ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ） 

提供：理化学研究所 
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（ＨＰＣＩ）の構築を進め、その効果的・効率

的な運営に努めながら、様々な分野でのスー

パーコンピュータの利用を推進した。 

加えて、ポスト「富岳」を見据えた我が国の

計算基盤のあり方について、科学技術・学術審

議会情報委員会の下に設置された部会で検討

を進め、令和４年度以降に実施予定の調査研究

の方向性を取りまとめた。 

エ 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ） 

Ｊ－ＰＡＲＣ1は、平成21年度に全施設が稼

働し、世界最高レベルのビーム強度を持つ陽子

加速器を利用して生成される中性子、ミュオン、

ニュートリノ2等の多彩な二次粒子を利用し

て、幅広い分野における基礎研究から産業応用

まで様々な研究開発に貢献している。物質・生

命科学実験施設（特定中性子線施設）では、革

新的な材料や新しい薬の開発につながる構造

解析等の研究が行われ、多くの成果が創出され

ている。原子核・素粒子実験施設（ハドロン実

験施設）やニュートリノ実験施設は、共用法の

対象外の施設であるが、国内外の大学等の研究

者との共同利用が進められている。特に、

ニュートリノ実験施設では、2015年（平成27

年）ノーベル物理学賞を受賞したニュートリノ

振動の研究に続き、その更なる詳細解明を目指

して、Ｔ２Ｋ（Tokai to Kamioka）実験が行わ

                                                  
1  Japan Proton Accelerator Research Complex 
2  素粒子の一つ。電気的に中性で物質を通り抜けるため検出が難しく、質量などその性質は未知の部分が多い。 

れている。 

（２）次 世代放射光施設（軟Ｘ線向け高輝

度３GeV級放射光源） 

次世代放射光施設は、軽元素を感度良く観察

できる高輝度な軟Ｘ線を用いて、従来の物質構

造に加え、物質の機能に影響を与える電子状態

の可視化が可能な次世代の研究基盤施設で、学

術研究だけでなく触媒化学や生命科学、磁性・

スピントロニクス材料、高分子材料等の産業利

用も含めた広範な分野での利用が期待されて

いる。文部科学省は、この次世代放射光施設に

ついて官民地域パートナーシップにより推進

することとしており、量子科学技術研究開発機

構を施設の整備・運用を進める国の主体とし、

さらに平成30年７月、一般財団法人光科学イ

ノベーションセンターを代表とする、宮城県、

仙台市、国立大学法人東北大学及び一般社団法

次世代放射光施設（整備中） 
提供：（一財）光科学イノベーションセンター 

大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ） 

提供：Ｊ－ＰＡＲＣセンター 
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人東北経済連合会の５者を地域・産業界のパー

トナーとして選定した。令和３年度には加速器

等の機器の据
すえ

付
つけ

等が開始されており、令和５年

度の運用開始を目指して着実に整備が進めら

れている。 

（３）研究施設設備間のネットワーク構築 

ア 先端研究基盤共用促進事業（先端研究

設備プラットフォームプログラム） 

文部科学省では、国内有数の先端的な研究施

設・設備について、その整備・運用を含めた研

究施設・設備間のネットワークを構築し、遠隔

利用・自動化を図りつつ、ワンストップサービ

スによる利便性向上を図り、全ての研究者への

高度な利用支援体制を有する全国的なプラッ

トフォームを形成する取組を進めている。 

（４）研究機関全体の研究基盤として戦略

的に導入・更新・共用する仕組みの

強化 

文部科学省は、研究機関全体で設備のマネジ

メントを担う統括部局の機能を強化し、学部・

学科・研究科等の各研究組織での管理が進みつ

つある研究設備・機器を、研究機関全体の研究

基盤として戦略的に導入・更新・共用する仕組

みを強化（コアファシリティ化）する取組を進

めている。 

また、大学等における研究設備・機器の戦略

的な整備・運用を推進すべく、令和４年３月に

「研究設備・機器の共用促進に向けたガイドラ

イン」を決定した。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

○先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム） 

https://www.jst.go.jp/shincho/program/corefacility.html 

 

 

３．知的基盤の整備・共用、ネットワーク

化の促進 

文部科学省は、ライフサイエンス研究の基盤

となる研究用動植物等のバイオリソースのう

ち、国が戦略的に整備することが重要なものに

ついて、体系的に収集、保存、提供等を行うた

めの体制を整備することを目的として、「ナ

ショナルバイオリソースプロジェク

ト」を実施している。 

経済産業省は、我が国の研究開発力

を強化するため、産業構造審議会 産業

技術環境分科会 知的基盤整備特別小

委員会において審議した第３期知的基

盤整備計画（案）を令和３年５月に取

りまとめ、公表した。これまでの第３

期知的基盤整備計画における各分野の

進捗は以下のとおりである。 

計量標準・計測については、産業技

術総合研究所が、グリーン社会実現に

貢献すべく、水素ステーションで用いられる水

素ディスペンサー評価のためのマスターメー

ター法による計量精度検査装置の実証試験を

実施し、開発技術を基にJIS B 8576改定案の作

成に寄与した（第２-２-７図）。新型コロナウイ

ルス感染症対策の非接触検温に関し、赤外線放

射率0.998以上の黒体材料「暗黒シート」の製

■第２-２-７図／マスターメーター法による計量精度検査 
  

 
  

提供：産業技術総合研究所 
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造方法を確立し、拡張不確かさ0.1 ℃の温度基

準となることを実証した。安全かつ効果的なが

ん治療に貢献すべく、医療用リニアックからの

高エネルギー電子線に対する水吸収線量標準

や、放射性薬剤として用いられる放射性核種ア

クチニウム225放射能標準の供給を開始した。

また、老朽化したインフラ設備の迅速・正確な

健全性診断のため、高層ビル振動監視に用いら

れる小型デジタル出力型加速度センサの動的

校正方法の開発や、ドローン空撮画像による橋

梁の微小たわみ計測に成功した。さらに、コロ

ナ禍での講演会等のオンライン開催、ウェブサ

イトのコンテンツ拡充など、効果的・効率的な

普及啓発・人材育成にも取り組んだ。 

微生物遺伝資源については、製品評価技術基

盤機構が、微生物遺伝資源の収集・保存・分譲

を行うとともに、これらの資源に関する情報

（系統的位置付け、遺伝子に関する情報等）を

整備・拡充し、幅広く提供している（令和４年

１月末現在の分譲株数は6,596株）。また、微生

物資源の保存と持続可能な利用を目指した15

か国・地域の28機関のネットワーク活動（アジ

ア・コンソーシアム、平成16年設立）への参加

を通じて、アジア各国との協力関係を構築し、

生物多様性条約や名古屋議定書を踏まえたア

ジア諸国の微生物遺伝資源の利用を支援して

いる。 

地質情報については、産業技術総合研究所が、

５万の１地質図幅３区画（「豊田」、「桐生及足

利」、「和気
わ け

」）の出版、海洋地質図３図（「種子

島付近海底地質図」、「久米島周辺海底地質図」、

「久米島周辺海域表層堆積図」）の整備、20万

分の１日本シームレス地質図Ｖ２の更新を

行っている。また、都市域の地下地質を３次元

的に表現した地質地盤図として、「東京都区部

の３次元地質地盤図」を新たに公開した。沿岸

域地質では、「海陸シームレス地質情報集『相

模湾沿岸域』」をウェブ公開した。火山地質で

は、低頻度大規模噴火災害に対応する大規模火

                                                  
1  Application Programming Interface 
2  Medical genomics Japan Variant Database 

砕流分布図「姶良
あ い ら

カルデラ入
い

戸
と

火砕流堆積物分

布図」を出版した（第２-２-８図）。そのほか、

データ統合に向けて、地球科学図類のデジタル

データ化を進め、一部の既存データベースの連

携利用のためのＡＰＩ1を整備して総合ポー

タルシステム「地質図Navi」で公開した。 

ゲノム・データ基盤プロジェクトでは、ゲノ

ム・データ基盤の整備・利活用を促進し、ライ

フステージを俯
ふ

瞰
かん

した疾患の発症・重症化予防、

診断、治療等に資する研究開発を推進すること

で個別化予防・医療の実現を目指すこととして

いる。令和３年度においては、厚生労働省の臨

床ゲノム情報公開データベース支援事業にお

いて臨床情報とゲノム情報等を集積・統合する

データベース（ＭＧｅＮＤ2）への更なるデー

タ登録と公開を行った。また、同省の革新的が

ん医療実用化研究事業等において、「全ゲノム

解析等実行計画」に基づき、がん・難病領域の

■第２-２-８図／姶良カルデラ入戸火砕流堆積
物分布図 

  

 
  

提供：産業技術総合研究所 
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約13,000症例の全ゲノム解析等を行うととも

に、データ利活用のための基盤情報・体制の構

築等を推進した。また、文部科学省の東北メ

ディカル・メガバンク計画においても、一般住

民10万人の全ゲノム解析を官民共同で開始す

るなど、ゲノム・データ基盤の一層の強化を進

めている。 

４．数理・情報科学技術に係る研究 

文部科学省は、大学等の研究機関における、

数学・数理科学と諸科学・産業界との共同研究

等の取組を加速することによって、社会的課題

の解決等に新たな価値（数学イノベーション）

を生み出す枠組みを構築するため、平成29年度

より「数学アドバンストイノベーションプラッ

トフォーム（ＡＩＭａＰ1）」を実施してきた。

事業最終年度となる令和３年度は、諸科学・産

業界との連携と幹事拠点をハブとする拠点ネッ

トワークによる数学と諸科学・産業との協働の

成果を総括し、異分野・異業種研究交流会 2021 

特別企画「アジア・太平洋における数理融合イ

ノベーションの場の形成」（令和３年11月）や、

公開シンポジウム「数学イノベーションは社会

を変革できるか～ＡＩＭａＰ成果と今後の戦略

的展開～」を開催する等成果の社会発信や諸科

学・産業界との交流に積極的に取り組んだ。 

また、ＡＩが一層進展し、ＤＸの推進が求め

られるウィズコロナ・ポストコロナ時代を迎え、

その基盤となる数学・数理科学の重要性のます

ますの高まりに対応して、令和３年１月より

「アジア太平洋数理・融合研究戦略検討会」を

全５回にわたり開催した。本検討会では、数理

科学分野を中心とするアジア太平洋地域の高

度人材との国際頭脳循環を促進し、我が国の研

究力の維持・向上を図るとともに、数理科学を

活用したイノベーションや同地域の共通課題

の解決に貢献する拠点形成の方策について議

論した。同年７月には報告書としてまとめられ、

アジア・太平洋地域における国際頭脳循環のハ

                                                  
1  Advanced Innovation powered by Mathematics Platform 
2  Interdisciplinary Theoretical and Mathematical Sciences Program 

ブとなる産学官のプラットフォームの形成の

必要性についての提言がなされた。 

また、理化学研究所では数理創造プログラム

（ｉＴＨＥＭＳ2）において、数学・理論科学・

計算科学を軸とした諸科学の統合的解明、社会

における課題発掘及び解決、さらに民間との共

同出資により設立された株式会社理研数理と

の連携によるイノベーションの創出等に向け

取り組んでいる。 

情報科学技術を用い新たなプラットフォー

ムを構築し、Society 5.0の先導事例を実現す

るため、平成30年度より、知恵・情報・技術・

人材が高い水準でそろう大学等において、情報

科学技術を核として様々な研究成果を統合し

つつ、産業界、自治体や他の研究機関等と連携

して社会実装を目指す「Society 5.0実現化研

究拠点支援事業」を実施している。 

５．ＤＸによる研究活動の変化等に関する

分析 

文部科学省科学技術・学術政策研究所では、

ＤＸによる研究活動の変化等に関する新たな

分析手法・指標の開発の一環として、研究デー

タの公開・共用やプレプリントの利用状況等の

オープンサイエンスに係る実態調査を実施し、

経年比較を行ったほか、分野別プレプリント

サーバのコンテンツ調査や、英国の競争的資金

に基づく多様な研究成果の公開状況の調査を

実施した。 

➌ 研究ＤＸが開拓する新しい研究コ

ミュニティ・環境の醸成 

地方公共団体、ＮＰОやＮＧО、中小・スター

トアップ、フリーランス型の研究者、更には市

民参加など、多様な主体と共創しながら、知の

創出・融合といった研究活動を促進する。また、

例えば、研究者 単独では実現できない、多く

のサンプルの収集や、科学実験の実施など多く

の市民の参画（１万人規模、令和４年度までの
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着手を想定）を見込むシチズンサイエンスの研

究プロジェクトの立ち上げなど、産学官の関係

者のボトムアップ型の取組として、多様な主体

の参画を促す環境整備を、新たな科学技術・ イ

ノベーション政策形成プロセスとして実践す

る。 

科学技術振興機構は、「サイエンスアゴラ」

や、地方自治体や大学等と連携して行うサイエ

ンスアゴラ連携企画、未来社会デザインオープ

ンプラットフォーム（ＣＨＡＮＣＥ）等を通じ、

多様な主体との対話・協働（共創）の場を構築

し、知の創出・融合等を通じた研究活動の推進

や社会における科学技術リテラシーの向上に

寄与している。なお、サイエンスアゴラ2021

において、「みんなで作って考えよう「１万人

のシチズンサイエンス」プロジェクト」という

セッションが開催され、多様な主体が関わるシ

チズンサイエンスの実現に向けた検討が実施

された。 

 ３ 大学改革の促進と戦略的経営に

向けた機能拡張 

多様な知の結節点であり、最大かつ最先端の

知の基盤である大学はSociety 5.0を牽引する

役割を求められている。不確実性の高い社会を

豊かな知識基盤を活用することで乗りきるた

め、個々の強みを伸ばし、各大学にふさわしい

ミッションを明確化することで、多様な大学群

の形成を目指している。 

➊ 国立大学法人の真の経営体への転換 

文部科学省は、第４期中期目標期間に向けて、

中期目標の在り方の見直しを行い、国が総体と

しての国立大学法人に求める役割・機能に関す

る基本的事項を「国立大学法人中期目標大綱」

として提示し、各法人がそれを踏まえた上で中

期目標の原案を策定する取扱いとした。 

また、令和３年通常国会において、国立大学

法人法を改正し、年度評価を廃止し、原則とし

                                                  
1  Leaders’ Forum on Promoting the Evolution of Academia for Knowledge Society 

て６年間を通した業務実績を評価することと

した。さらに、各国立大学法人が「国立大学法

人ガバナンス・コード」への適合状況等の報告

を公表しており、関係者への説明責任を果たし

ている。 

➋ 戦略的経営を支援する規制緩和 

令和３年５月に成立した「国立大学法人法の

一部を改正する法律」（令和３年５月21日法律

第41号）により、学長選考会議への学長の関与

の排除や学長選考会議の持つ牽制機能の明確

化を行った。また、令和４年度開設予定の案件

から国立大学における組織の再編手続を簡素

化している。 

さらに、累次の税制改正によって国立大学法

人に対する寄附の促進を図っているほか、国立

大学法人会計基準については、損益均衡会計の

廃止等、多様なステークホルダーからも理解し

やすくするとともに、目的積立金を含む繰越に

関連する制度のあり方について検討し、施設設

備の取替更新のための資金を積み立てること

を可能とする改正を行った。 

内閣府では、大学関係者、産業界及び政府に

よる「大学支援フォーラムＰＥＡＫＳ1」を令

和元年５月に設立し、大学における経営課題や

解決策等について具体的に議論を行い、イノ

ベーション創出につながる好事例の水平展開、

規制緩和等の検討、大学経営層の育成を進めて

いる。 

➌ 10兆円規模の大学ファンドの創設 

１．10兆円規模の大学ファンドの創設 

近年、我が国の研究力は、諸外国と比較して

相対的に低下している状況にあり、その一因は、

特に欧米のトップレベル大学において、数兆円

規模のファンドの運用益を活用し、研究基盤や

若手研究員への投資を充実していることにあ

ると指摘されている。このため、我が国におい

ても、世界と伍
ご

する研究大学の実現のため、国
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の資金を活用して10兆円規模の大学ファンド

を創設し、令和３年度からその運用を開始した。 

大学ファンドに関する具体的な制度設計に

ついては、内閣府の総合科学技術・イノベー

ション会議（ＣＳＴＩ1）の専門調査会や、文

部科学省において開催された世界と伍する研

究大学の実現に向けた制度改正等のための検

討会議における議論を踏まえ、令和４年２月１

日、ＣＳＴＩにて「世界と伍する研究大学の在

り方について・最終まとめ」を決定した。令和

４年２月25日には、この最終まとめに基づき、

世界と伍する研究大学となるポテンシャルを

有し、改革を行う大学に対し、集中的に大学

ファンドから助成を行う等の制度を定める「国

際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用の

ための体制の強化に関する法律案」が閣議決定

され、令和４年５月18日、参議院本会議におい

て可決・成立した。 

これらの取組を通じ、大学自身の明確なビ

ジョンの下、研究基盤の抜本的強化や若手研究

者に対する長期的・安定的な支援を行うことに

より、我が国の研究大学における研究力の抜本

的な強化につなげていくこととしている。 

２．地域中核・特色ある研究大学総合振興

パッケージ 

我が国の大学の研究力の底上げには、全国の

大学が、個々の強みを伸ばし、各大学のミッ

ションの下、多様な研究大学群を形成すること

も重要である。そのため、地域の中核大学や特

定分野に強みを持つ大学が、“特色ある強み”

を十分に発揮し、社会変革を牽引
けんいん

する取組を強

力に支援すべく、令和４年２月に「地域中核・

特色ある研究大学総合振興パッケージ」が決定

された。本パッケージにより、全国に存在する

我が国の様々な機能を担う多様な大学が、トッ

プレベルの研究大学とも互いに切磋琢磨
せ っ さ た く ま

でき

る関係を構築し、日本全体の研究力を向上させ

ることを目指している。今後は、総合振興パッ

                                                  
1  Council for Science, Technology and Innovation 

ケージの改訂を順次図り、必要な支援等につい

て検討していく。 

➍ 大学の基盤を支える公的資金とガバ

ナンスの多様化 

１．大学の基盤を支える公的資金 

令和３年度予算においては、国立大学法人運

営費交付金は１兆790億円を計上しており、教

育研究活動に必要な経費については、対前年度

実質増額を確保するなど、教育研究の充実を

図っている。 

また、令和４年度から始まる第４期中期目標

期間における国立大学法人運営費交付金の在

り方については、令和３年６月に取りまとめら

れた有識者会議の審議まとめを踏まえ、各大学

のミッションを実現・加速化するための支援を

充実するとともに、「成果を中心とする実績状

況に基づく配分」の見直しにより、改革インセ

ンティブの一層の向上を図ることとしている。 

２．世界と伍する研究大学の実現に向けて 

また、世界と伍する研究大学の実現に向けて、

文部科学省において「世界と伍する研究大学の

実現に向けた制度改正等のための検討会議」を

令和３年９月から開催し、同年12月に論点整

理を取りまとめた。 

３．国立大学法人等の施設整備 

国立大学等の施設は、将来を担う人材の育成

の場であるとともに、地方創生やイノベーショ

ン創出等教育研究活動を支える重要なインフ

ラである。一方、昭和40年～50年代に大量に

整備された施設が一斉に老朽改善のタイミン

グを迎えている中で、老朽施設が十分に改善さ

れていないため、安全面・機能面等で大きな課

題が生じている。 

このような状況の中、文部科学省では、新た

に令和３年度から令和７年度までを計画期間

とする「第５次国立大学法人等施設整備５か年
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計画」（令和３年３月31日文部科学大臣決定）

を策定した。同計画のもと、老朽改善整備等に

よる安全確保を着実に行いつつ、キャンパス全

体をソフト・ハードが一体となり、地域や産業

界等の様々なステークホルダーによる共創活

動が展開される「イノベーション・コモンズ（共

創拠点）1」の実現を目指すこととしている（第

２-２-９図、第２-２-10図）。 

各国立大学等における「イノベーション・コ

モンズ」の実現に向けて、令和３年10月より開

催されている「国立大学法人等の施設整備の推

進に関する調査研究協力者会議」において、先

導的な共創活動の取組事例を踏まえて、現状・

課題等を整理するとともに、国の支援策を含め

た、更なる推進方策等を検討している。 

また、2050年カーボンニュートラルの実現

に向け、地球温暖化対策計画や地域脱炭素ロー

ドマップ等において、公共施設等におけるネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）の率先

した取組が求められており、政府として2030

年度以降に新築される建築物についてＺＥＢ

基準の水準の省エネルギー性能の確保が目標

とされている。このため、国立大学法人等にお

ける新増改築及び改修事業について、徹底した

省エネルギー対策を図り、他大学や地域の先導

モデルとなる施設のＺＥＢ化を推進している。 

 

■第２-２-９図／国立大学等における「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」のイメージ 
  

 
  

資料：文部科学省作成 
  

 

                                                  
1  イノベーション・コモンズとは、教育、研究、産学連携、地域連携など様々な分野・場面において、学生、研究者、産業界、自治体など様々

なプレーヤーが対面やオンラインを通じて、交流・対話し、共創することで、新たな価値を創造できるキャンパスのこと 
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■第２-２-10図／国立大学等における「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」のイメージ 
  

 
  

資料：文部科学省作成 

 

＜関連サイト＞ 

国立大学法人等の施設整備 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/index.htm 
  

 

➎ 国立研究開発法人の機能・財政基盤の

強化 

平成26年に「独立行政法人通則法」（平成11

年法律第103号。以下「独法通則法」という。）

が改正され、独立行政法人のうち我が国におけ

る科学技術の水準の向上を通じた国民経済の

健全な発展その他の公益に資するため研究開

発の最大限の成果を確保することを目的とし

た法人を国立研究開発法人と位置付けた（令和

４年３月31日現在で27法人）。さらに、平成28

年には「特定国立研究開発法人による研究開発

等の促進に関する特別措置法」（平成28年法律

第43号）が成立し、国立研究開発法人のうち、

世界最高水準の研究開発成果の創出・普及及び

活用を促進し、イノベーションを牽引する中核

機関として、物質・材料研究機構、理化学研究

所、産業技術総合研究所が特定国立研究開発法

人に指定された。 

また、研究開発力強化法が平成30年に改正

され、名称を「科学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律」とするほか、出資等業

務を行うことができる研究開発法人及びその

対象となる事業者の拡大、研究開発法人等によ

る法人発ベンチャー支援に際しての株式等の

取得・保有の可能化等が規定された。令和２年

６月には同法が改正され、成果を活用する事業

者等に出資可能な研究開発法人が更に拡大す

るとともに、研究開発法人の出資先事業者にお

いて共同研究等が実施できる旨が明確化され

た。また、本改正を受けて、令和３年４月に内

閣府及び文部科学省において「研究開発法人に

よる出資等に係るガイドライン」（平成31年１

月17日内閣府科学技術・イノベーション推進

事務局統括官、文部科学省 科学技術・学術政

策局長決定）を改定した。本改正により、研究

開発法人等を中心とした知識・人材・資金の好

循環が実現し、科学技術・イノベーション創出

の活性化がより一層促進されることが期待さ

れている。 
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第３節 一人ひとりの多様な幸せ（well-being）と課題への挑戦を実現する教育・人材育成 

Society 5.0を実現するためには、これを担

う人材が鍵である。このため第６期基本計画で

は、自ら課題を発見し、解決手法を模索する、

探究的な活動を通じて身に付く能力や資質が

重要としており、それらを磨き高めることで、

多様な幸せを追求し、課題に立ち向かう人材を

育成することを目指している。その実現に向け、

政府で行っている施策を報告する。 

➊ STEAM教育の推進による探究力の育

成強化 

文部科学省は、令和４年度から年次進行で実

施される高等学校新学習指導要領に基づき、

「理数探究」や「総合的な探究の時間」等にお

ける問題発見・課題解決的な学習活動の充実を

図るため、その趣旨を周知した。なお、理数教

育の充実に向けた取組として、「理科教育振興

法」（昭和28年法律第186号）に基づく観察・

実験に係る実験器具等の設備整備の補助や、理

科観察・実験アシスタントの配置の支援も引き

続き実施している。 

また、先進的な理数系教育を実施する高等学

校等を「スーパーサイエンスハイスクール（Ｓ

ＳＨ）」に指定し、科学技術振興機構による支

援を通じて、生徒の科学的な探究能力等を培い、

将来、国際的に活躍し得る科学技術人材等の育

成を図っている。具体的には、ＳＳＨ指定校は、

大学や研究機関等と連携しながら課題研究の

推進、理数系に重点を置いたカリキュラムの開

発・実施等を行い、創造性豊かな人材の育成に

取り組んでいる。令和３年度においては、全国

218校のＳＳＨ指定校が特色ある取組を進め

ている。 

科学技術振興機構は、意欲・能力のある高校

生を対象とした国際的な科学技術人材を育成

するプログラムの開発・実施を行う大学を「グ

ローバルサイエンスキャンパス（ＧＳＣ）」に

おいて選定し、支援している。平成29年度から

は、理数分野で特に意欲や突出した能力を有す

る小中学生を対象に、その能力の更なる伸長を

図るため、大学等が特別な育成プログラムを提

供する「ジュニアドクター育成塾」を開始した。 

また、数学、化学、生物学、物理、情報、地

学、地理の国際科学オリンピックや国際学生科

学技術フェア（ＩＳＥＦ1）等の国際科学技術

コンテストの国内大会の開催や、国際大会への

日本代表選手の派遣、国際大会の日本開催に対

する支援等を行っている（第２-２-11図）。 

 

  

                                                  
1  International Science and Engineering Fair 
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■第２-２-11図／令和３年度国際科学技術コンテスト出場選手 

  

 
 

写真左から 

児
こ

玉
だま

 大
だい

樹
き

さん 灘高等学校１年（金メダル受賞） 

菅
すが

井
い

 遼
りょう

明
めい

さん 渋谷教育学園渋谷高等学校３年（金メダル受賞） 

松
まつ

尾
お

 凜
りん

太
た

朗
ろう

さん 麻布学園麻布高等学校３年（銀メダル受賞） 

渡
わた

邉
なべ

 雄
ゆう

斗
と

さん 渋谷教育学園幕張高等学校２年（銀メダル受賞） 

 

資料：一般社団法人情報オリンピック日本委員会 

 

写真後列左から 

床
とこ

呂
ろ

 光
こう

太
た

さん 筑波大学附属駒場高等学校３年（銀メダル受賞） 

井
い

本
もと

 匡
たすく

さん 麻布高等学校２年（銅メダル受賞） 

沖
おき

 祐
ゆう

也
や

さん 灘高等学校２年（銀メダル受賞） 

神
かみ

尾
お

 悠
ゆう

陽
ひ

さん 開成高等学校３年（金メダル受賞） 

小
こ

林
ばやし

 晃
こう

一
いち

良
ろう

さん 灘高等学校３年（銅メダル受賞） 

吉
よし

田
だ

 智
とも

紀
き

さん 東大寺学園高等学校３年（銅メダル受賞） 

 

資料：公益財団法人数学オリンピック財団 

 

  

 

 

写真左から 

村山
むらやま

 一
い

央
お

さん 東京都立武蔵高等学校３年（銀メダル受賞） 

糸永
いとなが

 泰
たい

樹
き

さん 久留米大学附設高等学校３年（銀メダル受賞） 

佐
さ

藤
とう

 颯
そう

真
ま

さん 灘高等学校３年（銅メダル受賞） 

粟
あわ

野
の

 陵
りょう

也
や

さん 筑波大学附属駒場高等学校３年（銀メダル受賞） 

楠
くす

元
もと

 康
こう

生
き

さん 久留米大学附設高等学校３年（金メダル受賞） 

 

資料：公益社団法人物理オリンピック日本委員会 

 

写真左から 

山形
やまがた

 祐
ゆう

介
すけ

さん 東京都立多摩科学技術高等学校２年（銅メダル受賞） 

佐
さ

藤
とう

 輝
こう

季
き

さん 武蔵高等学校３年（銅メダル受賞） 

村
むら

井
い

 皓
こう

太
た

郎
ろう

さん 筑波大学附属駒場高等学校３年（銀メダル受賞） 

桐山
きりやま

 賢
けん

斗
と

さん 東海高等学校２年（銅メダル受賞） 

 

資料：国際生物学オリンピック日本委員会 

 

国際情報オリンピック 

（オンライン・シンガポール大会）出場選手 

国際数学オリンピック 

（オンライン・ロシア大会）出場選手 

国際物理オリンピック 

（オンライン・リトアニア大会）出場選手 

国際生物学オリンピック 

（オンライン・ポルトガル大会）出場選手 
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写真左から 

西浦
にしうら

 洸
こう

平
へい

さん 京都府立園部高等学校３年（銀メダル受賞） 

竹本
たけもと

 隆
たか

弘
ひろ

さん 洛南高等学校３年（銀メダル受賞） 

小
こ

池
いけ

 佑
ゆう

弥
や

さん 名古屋市立向陽高等学校３年（銀メダル受賞） 

一
いっ

瀬
せ

 陽
はる

日
ひ

さん 東京都立小石川中等教育学校５年（銅メダル受賞） 

 

資料：「夢・化学-21」委員会、公益社団法人日本化学会 

 

写真左から 

片山
かたやま

 大誠
たいせい

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年（銀メダル受賞） 

中森
なかもり

 遼
りょう

さん 灘高等学校３年（金メダル受賞） 

金澤
かなざわ

 政
まさ

慧
あき

さん 智辯学園和歌山高等学校３年（銅メダル受賞） 

乙川
おとかわ

 文
ぶん

隆
りゅう

さん 新潟県立新潟高等学校３年（金メダル受賞） 

 

資料：国際地理オリンピック日本委員会 

 

  

 

写真左から 

孫
そん

 翰
ふみ

岳
たか

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年（Excellent受賞

（金メダル相当）） 

井上
いのうえ

 真一
しんいち

さん 灘高等学校２年（Good受賞（銅メダル相当）） 

佐
さ

藤
とう

 弘
ひろ

康
やす

さん 栄東高等学校２年（Very Good受賞（銀メダル相当）） 

岩崎
いわさき

 野
の

笑
え

さん 神戸女学院高等学部３年（Very Good受賞（銀

メダル相当）） 

 

資料：特定非営利活動法人地学オリンピック日本委員会 

 

※所属・学年は全て受賞当時 

 

  

国際化学オリンピック 

（オンライン・日本大会）出場選手 

国際地理オリンピック 

（オンライン・トルコ大会）出場選手 

国際地学オリンピック・オンライン大会出場選手 
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令和３年度は、全国の高校生等が学校対抗・

チーム制で理科・数学等における筆記・実技の

総合力を競う場として、中学生を対象とした

「第９回科学の甲子園ジュニア全国大会」（令

和３年12月３日）が各都道府県会場で分散開

催され、東京都代表チームが優勝した（第２-

２-12図）。また、高校生等を対象とした「第11

回科学の甲子園全国大会」（令和４年３月19日）

が各都道府県会場で分散開催され、東京都代表

の筑波大学附属駒場高等学校が優勝した（第２

-２-13図）。 

 

■第２-２-12図／第９回科学の甲子園ジュニア全国大会 
  

 

写真左から 

冀
き

 思暢
し の ぶ

さん 東京都立小石川中等教育学校２年 

中
なか

島
じま

 瑞貴
み ず き

さん 東京都立小石川中等教育学校２年 

亀
かめ

田
だ

 蒼
そう

太
た

さん 東京都立小石川中等教育学校２年 

鈴
すず

木
き

 温登
は る と

さん 筑波大学附属駒場中学校２年 

菅
すが

野
の

 耕
こう

佑
すけ

さん 筑波大学附属駒場中学校２年 

倉
くら

内
うち

 湊
みなと

さん 筑波大学附属駒場中学校２年 

 

資料：科学技術振興機構 

※学年は全て受賞当時 

 

 

■第２-２-13図／第11回科学の甲子園全国大会 

 

 

 

写真前列左から 

名手
な て

 康一郎
こういちろう

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

孫
そん

 翰
ふみ

岳
たか

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

中列左から 

大山
おおやま

 弘翔
ひ ろ と

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

小原
こ は ら

 悠
ゆう

太郎
た ろ う

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

後列左から 

菅
すが

江
え

 恭
たか

礼
のり

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

浅井
あ さ い

 祐輝
ゆ う き

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

河西
か さ い

 諒
りょう

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

新宮
しんぐう

 健
けん

介
すけ

さん 筑波大学附属駒場高等学校２年 

 

資料：科学技術振興機構 

※学年は全て受賞当時 

 

  

優勝チーム 

東京都代表 筑波大学附属駒場高等学校 

優勝チーム 東京都代表チーム 
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文部科学省では、大学生等の研究能力や研究

意欲の向上とともに、創造性豊かな科学技術人

材育成を目的として「サイエンス・カンファレ

ンス」を開催し、ポータルサイト上での自主研

究の発表動画・発表ポスターの画像の掲載や交

流に加え、研究者等による講演、科学コンテス

ト等優秀者による研究発表、トークセッション、

意見交換会で構成するオンラインイベントを

実施した。 

文部科学省、特許庁、日本弁理士会及び工業

所有権情報・研修館は、生徒・学生の知的財産

に対する理解と関心を深めるため、高等学校、

高等専門学校及び大学等の生徒・学生を対象と

したパテントコンテスト及びデザインパテン

トコンテストを開催している。コンテストに応

募された発明・意匠のうち優れたものについて

表彰を行うとともに、生徒・学生が行う実際の

特許出願・意匠登録出願から権利取得までの過

程を支援している。なお、コンテストに応募し

た生徒・学生が所属する学校のうち、本コンテ

ストに際し積極的な取組を行い、生徒・学生の

知的財産マインドの向上を図るとともに知的

財産制度への理解を深める努力を行った学校

に対しては、文部科学省から表彰を行っている。 

内閣府では、総合科学技術・イノベーション

会議に中央教育審議会の委員の参画を得た有

識者会議を設置し、イノベーションの源泉とな

るＳＴＥＡＭ1教育の充実に向けた省庁横断

的な具体策の検討を進め、政策パッケージを策

定した。 

➋ 外部人材・資源の学びへの参画・活用 

文部科学省は、高等学校が自治体、高等教育

機関、産業界等と協働して、地域課題の解決等

の探究的な学びを実現する取組を推進するた

め、「地域との協働による高等学校教育改革推

進事業」を実施し、その成果普及のための全国

サミット等を実施した。 

                                                  
1  Science, Technology, Engineering, Art(s) and Mathematics 
2  Global and Innovation Gateway for All 
3  Information and Communication Technology 

また、令和３年５月に「特別免許状に係る教

育職員検定等に関する指針」を改訂し、都道府

県教育委員会に対して特別免許状の活用を促

した。特別免許状や特別非常勤講師制度につい

ては「令和の日本型学校教育」の実現に向けて

多様な専門性を有する質の高い教職員集団を

構築する観点から、複線化された入職ルートと

して、より一層機能させていく必要があるため

中央教育審議会において検討を行っている。 

➌ 教育分野におけるＤＸの推進 

ＧＩＧＡ2スクール構想に基づくＩＣＴ3環

境の整備がおおむね完了し、１人１台端末環境

下での新たな学びが始まっている。 

教育現場においては、教員のＩＣＴ活用を支

援する「ＩＣＴ支援員（情報通信技術支援員）」

の配置促進に向けて、支援事例等を掲載した

リーフレットを配布するとともに、学校教育法

施行規則の一部を改正（令和３年８月23日公

布・施行）し、情報通信技術支援員として、名

称と職務内容を明確にした。 

また、高等学校情報科等における外部人材の

活用促進に向けて、外部人材を活用した授業を

行う際の指導モデルや研修カリキュラムを示

した手引きを公表・周知した。 

教育データについては、効果的な活用に向け

てデータの標準化を推進する観点から、文部科

学省では、令和２年に「教育データ標準」の第

１版として「学習指導要領コード」及び「学校

コード」を公表したほか、令和３年12月には、

これまでの制度に基づき学校において普遍的

に活用されてきた「主体情報」を中心に定義し、

「教育データ標準」（第２版）として公表した。 

全国の公立学校における、教員の業務分担の

軽減を可能とする統合型校務支援システムの

導入については平成30年度からの地方財政措

置が講じられており、平成30年３月現在は

52.5％、令和３年３月現在は73.5％と着実に
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増加している。ＧＩＧＡスクール構想による１

人１台端末が整備されたことにより、校務での

ＩＣＴ機器やシステムの利用の状況が変化し

てきていることもあり、「ＧＩＧＡスクール構

想の下での校務の情報化の在り方に関する専

門家会議」を令和３年12月に立ち上げ、今後の

校務の情報化の在り方を検討している。 

➍ 人材流動性の促進とキャリアチェン

ジやキャリアアップに向けた学びの

強化 

厚生労働省と文部科学省は、令和４年度に

「job tag（職業情報提供サイト（「日本版O-

NET」））」（以下、「job tag」という。）と、大学

等における社会人向けプログラムを紹介する

サイト（「マナパス」）との機能面での連携を実

施するため、準備を進めている。令和３年度は、

マナパスに掲載されている一部の正規課程・履

修証明プログラムにおいて、「マナパス」側か

ら「job tag」の職業情報との情報連携を行った

（令和４年３月時点）。 

文部科学省は、大学等における実践的な工学

教育に向けた取組を推進しており、各大学では、

例えば、連携する企業における課題を用いた課

題解決型学習や、産業社会構造を見据えた分野

を融合した教育など、教育内容や方法の質的充

実に向けた取組が進められている。また、文部

科学省は、科学技術に関する高等の専門的応用

能力を持って計画や設計等の業務を行う者に

対し、「技術士」の資格を付与する「技術士制

度」を設けている。技術士試験は、理工系大学

卒業程度の専門的学識等を確認する第一次試

験（令和３年度合格者数5,313名）と技術士に

ふさわしい高等の専門的応用能力を確認する

第二次試験（同2,659名）から成る。令和３年

度第二次試験の部門別合格者は第２-２-14表

のとおりである。 

 

■第２-２-14表／技術士第二次試験の部門別合格者（令和３年度） 
  

技術部門 
受験者数

（名） 

合格者数

（名） 
合格率(％) 技術部門 

受験者数

（名） 

合格者数

（名） 
合格率(％) 

機械 871 121 13.9  農業 702 80 11.4  

船舶・海洋 12 3 25.0  森林 259 59 22.8  

航空・宇宙 35 5 14.3  水産 107 11 10.3  

電気電子 1,077 108 10.0  経営工学 210 16 7.6  

化学 134 24 17.9  情報工学 373 29 7.8  

繊維 39 10 25.6  応用理学 544 92 16.9  

金属 72 19 26.4  生物工学 27 5 18.5  

資源工学 24 3 12.5  環境 411 48 11.7  

建設 13,311 1,384 10.4  原子力・放射線 55 8 14.5  

上下水道 1,399 185 13.2  総合技術監理 2,742 398 14.5  

衛生工学 499 51 10.2  
  
資料：文部科学省作成 
  

 

  



    

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策 

  

 229 

第
２
章 

 

科学技術振興機構は、技術者が科学技術の基

礎知識を幅広く習得することを支援するため

に、科学技術の各分野及び共通領域に関するイ

ンターネット自習教材1を提供している。 

文部科学省及び経済産業省は、人材の流動性

を高める上で、クロスアポイントメント制度の

導入を促進している（第２章第１節  ➎参

照）。また、平成28年11月に策定された「産学

官連携による共同研究強化のためのガイドラ

イン」、令和２年６月に取りまとめた追補版、

及び令和４年３月に公表したＦＡＱにおいて

もクロスアポイントメントを促進している。 

➎ 学び続けることを社会や企業が促進

する環境・文化の醸成 

職業人生の長期化や働き方の多様化、また、

デジタル化等の産業構造の変化に伴い、個人の

キャリアアップ・キャリアチェンジのため、リ

カレント教育を推進する必要性が高まってい

る。その際、企業における人材育成の取組の推

進や教育機関におけるリカレント教育プログ

ラムの充実など、幅広い観点から必要な施策を

講じていく必要がある。このため、内閣府、文

部科学省、厚生労働省及び経済産業省を構成員

とした検討の場を設置し、関係府省庁の人材育

成施策についての情報共有等を行っている。 

また、文部科学省はリカレント教育を推進す

る社会の機運を高めるため、リカレント教育の

社会人受講者数のほか、その教育効果や社会へ

の影響を評価できる指標を開発することとし、

リカレント教育に係る委託事業の取組内容や

成果を踏まえるとともに、教育界、産業界等の

意見を踏まえ関係省庁と連携して検討を進め

ている。 

➏ 大学・高等専門学校における多様なカ

リキュラム、プログラムの提供 

国立大学法人に対しては、「国立大学法人ガ

                                                  
1  https://jrecin.jst.go.jp/ 

  

バナンス・コード」において、各国立大学法人

に対し、学生が享受した教育成果を示す情報の

公表を求めている。 

文部科学省は、全学的な教学マネジメントの

確立等を実現しつつ、今後の社会や学術の新た

な変化や展開に対して柔軟に対応し得る能力

を有する幅広い教養と深い専門性を両立した

人材育成を支援する「知識集約型社会を支える

人材育成事業」を実施している。令和３年度に

は、文理横断・学修の幅を広げる教育プログラ

ムや、出る杭
くい

を引き出す教育プログラムの構築

を行う大学の取組を引き続き支援するととも

に、授業科目を絞り込み、質と密度の高い学修

の実現を目指す取組について公募を行い、３件

を採択した。また、平成30年度より、卓越した

博士人材を育成するとともに、人材育成・交流

及び新たな共同研究が持続的に展開される卓

越した拠点を形成するため、各大学が自身の強

みを核に、これまでの大学院改革の成果を生か

し国内外の大学・研究機関・民間企業等と組織

的な連携を行いつつ、世界最高水準の教育力・

研究力を結集した５年一貫の博士課程教育プ

ログラムを構築することを支援する「卓越大学

院プログラム」を実施し、令和２年度までに17

大学30プログラムを採択している。 

さらに、令和３年５月に成立した国立大学法

人法の一部を改正する法律により、全ての国立

大学法人が大学の研究成果を活用したコンサ

ルティング、研修・講習等を実施する事業者へ

出資することを可能としている。 

高等専門学校では、中学校卒業後からの５年

一貫の専門的・実践的な技術者教育を特徴とし、

他分野との連携強化、社会ニーズを踏まえた教

育、海外で活躍できる能力の向上等の取組を通

じて技術者の育成を進めている。 

４ 
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➐ 市民参画など多様な主体の参画によ

る知の共創と科学技術コミュニケー

ションの強化 

１．公的機関等の取組 

文部科学省は科学技術週間（令和３年４月

12日から18日）に合わせて、大人から子供ま

で、広く科学技術への関心を深めるため「一家

に１枚 海 ～その多様な世界～」を全国の小中

高校、科学館・博物館等へ配布するとともに、

紙面上で紹介した海に関する様々な出来事や

課題等を詳しく解説する特設ウェブサイトを

設置、更に学びを深めることができる取組を

行った。また、令和４年度版として「一家に１

枚 ガラス ～人類と歩んできた万能材料～」を

制作、令和４年３月に公表した。 

農林水産省は、消費者等を対象に研究者等の

専門家を派遣して行う、農林水産分野の先端技

術の研究開発に関する出前授業や、消費者等を

対象としたゲノム編集研究施設の見学会の実

施、ウェブサイトを活用した情報発信等のアウ

トリーチ活動を行っている。また、所管する国

立研究開発法人は、一般公開や市民講座等を実

施し、国民との双方向のコミュニケーション等

を意識した研究活動の紹介や成果の展示等の

普及啓発に努めている。 

宇宙航空研究開発機構は、青少年の人材育成

の一環として「コズミックカレッジ」や連携授

業やセミナー等の宇宙を素材とした様々な教

育支援活動等を行っている。 

理化学研究所は、より多くの国民に対して最

新の研究成果等の理解増進を図るため、冊子の

作成や動画などをウェブサイト上で公開して

いるほか、オンラインイベントを開催している。

また、本を通じて科学の面白さ、深さ、広さを

紹介する取組として「科学道100冊」を全国の

中学校・高校、公共図書館等に展開するなど、

様々なアウトリーチ活動を行っている。 

物質・材料研究機構は、一般市民及び未来の

科学者たる学生・若者に向けた普及・啓発活動

として、「まてりある's eye」と題した映像を動

画サイトに公開し、研究紹介に積極的に取り組

むなど、科学に対する理解と興味を広める活動

に力を注いでいる。 

海洋研究開発機構は、研究開発の理解増進を

図るため、オンラインコンテンツを活用したア

ウトリーチ活動や、将来の海洋人材の裾野拡大

を目指した若年層向けの「マリン・ディスカバ

リー・コース」を実施している。また、「ＧＩ

ＧＡスクール特別講座」における深海探査等を

通じて、国民の海洋環境や深海生物への理解増

進に努めた。 

産業技術総合研究所は、展示施設を常設し、

バーチャルを含む各種イベントへの出展や実

験教室・出前講座など、科学技術コミュニケー

ション事業を積極的に推進している。さらに、

最新の研究成果を分かりやすく説明する動画

やウェブコンテンツを作成・公開し、情報発信

に努めている。 

 

＜参考ＵＲＬ＞各機関の動画サイト 

○理研チャンネル 

    https://www.youtube.com/user/rikenchannel 

○物質・材料研究機構ビデオライブラリ 

    https://www.nims.go.jp/publicity/digital/movie/index.html 

○産業技術総合研究所動画ライブラリ 

    https://www.aist.go.jp/aist_j/media/video/video_main.html 
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そのほか、各大学や公的研究機関は、研究成

果について広く国民に対して情報発信する取

組等を行っている。 

なお、総合科学技術・イノベーション会議は、

１件当たり年間3,000万円以上の公的研究費

の配分を受ける研究者等に対して、研究活動の

内容や成果について国民との対話を行う活動

を積極的に行うよう促している。 

国立国会図書館は、所蔵資料のデジタル化及

び全文テキストデータ化に取り組むとともに、

国民共有の知識・情報資源へのアクセス向上と

利活用促進のため、全国の図書館、学術研究機

関等が提供する資料、デジタルコンテンツ等を

統合的に検索可能なデータベース（国立国会図

書館サーチ）を提供している。 

 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

○国立国会図書館サーチ https://iss.ndl.go.jp 
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大人になってから、科学の基本知識が変わっていることに驚かされることがある。例えば、かつては学校

で「光合成をする生物が植物」と習い、常識のように思ってきた。ところが今は教科書に「植物は藻類から進

化した」とあり、藻類は光合成をしても植物ではないという。また200億年とも150億年とも考えられていた

宇宙の年齢は、約138億年としっかり求められた。前者は生物種の親戚関係を見直した結果であり、後者は人

工衛星で宇宙の温度分布を詳しく調べられるようになった成果である。 

日常生活ではスマートフォンの実力や、それによる社会生活の変化にイノベーションをひしひしと感じる。

便利な技術は無数の科学者、技術者の地道な努力の結晶だ。さまざまな科学技術の展開を知るにつけ、専門

家ならずとも「なぜ」「どうやって」と好奇心をかき立てられる。 

一方、令和２年以降、新型コロナウイルス感染症が世界に拡大し、さまざまな関連情報が飛び交ってきた。

その真偽や解釈が課題となり、科学技術情報のあり方が改めて問われてきた。 

予測が難しい未来に向け、人類が問題を解決し繁栄を築くには、科学技術を活用しつつ、あらゆる人々が

生き生きと暮らし、努力と知恵を生かし合う必要がある。私たちが情報に身近に触れ、考えていくことが大

切だろう。 

こうした情報源には書籍や新聞報道、放送番組、インターネットの情報などがある。信頼できる資料の一

つとして、科学技術振興機構が運用する情報サイト「サイエンスポータル」が挙げられる。平成18年に開設。

科学技術の報道や読み物、動画のほか、イベント情報やプレスリリースへのリンク集などがあり、同機構の

活動に限らず幅広く採り上げている。 

科学技術・イノベーションの新たな知見や展開はまず、それ自体が興味深い。加えて、人類のあり方の鍵

も握っている。それらを専門家任せにせず、私たち市民の感覚で見つめていくことは、成熟した未来社会を

築くことにもつながるのではないか。 
 

 
  

サイエンスポータルのトップページ https://scienceportal.jst.go.jp/ 
 
 
 
 
 
  

2-14 

  

日々身近に感じたい科学技術・イノベーションの世界 
－情報サイト「サイエンスポータル」－ 
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２．科学館・科学博物館等の活動の充実 

科学技術振興機構は、科学技術・イノベー

ションと社会の関係の深化に向けて、多様な主

体が双方向で対話・協働する「サイエンスアゴ

ラ」や「サイエンスポータル」を通じた情報発

信などの多層的な科学技術コミュニケーショ

ン活動を推進している（第２章第２節  ➌参

照）。特に日本科学未来館においては、先端の

科学技術と社会との関わりを来館者等と共に

考える活動を展開しており、ＩｏＴ1やＡＩ等

の最先端技術も活用した展示やイベント等を

通じて多層的な科学技術コミュニケーション

活動を推進するとともに、全国各地域の科学

館・学校等との連携を進めている。 

国立科学博物館は、自然史・科学技術史にお

けるナショナルセンターとして蓄積してきた

研究成果や標本・資料などの知的・物的・人的

資源を活
い

かして、未就学児から成人まで幅広い

世代に自然や科学の面白さを伝え、共に考える

機会を提供する展示や利用者の特性に応じた

学習支援活動を実施している。さらに研究者に

よる研究活動や展示を解説する動画の公開、各

ＳＮＳによるタイムリーな情報発信にも取り

組んでいる。 

 

＜参考ＵＲＬ＞国立科学博物館の動画サイト 

〇【国立科学博物館】かはくチャンネル 

    https://www.youtube.com/user/NMNSTOKYO 

 

 

３．日本学術会議や学協会における取組 

日本学術会議は、学術の成果を国民に還元す

るための活動の一環として学術フォーラムを

開催しており、令和３年度は、「新型コロナウ

イルスワクチンと感染メカニズム」、「我が国の

学術政策と研究力に関する学術フォーラム」や

「カーボンニュートラル実現に向けた学術の

挑戦」等の広範囲なテーマについて計13回開

催した。 

大学などの研究者を中心に自主的に組織さ

れた学協会は、研究組織を超えた人的交流や研

究評価の場として重要な役割を果たしており、

最新の研究成果を発信する研究集会などの開

催や学会誌の刊行等を通じて、学術研究の発展

に大きく寄与している。 

日本学術振興会は、学協会による国際会議や

シンポジウムの開催及び国際情報発信力を強

化する取組などに対して、科学研究費助成事業

「研究成果公開促進費」による助成を行ってい

る。 

 

                                                  
1  Internet of Things 

２ 
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